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１． 16 年 3 月期の連結業績（平成15 年 4 月 1 日～平成16 年 3 月31 日） 
(1)連結経営成績                             （単位：百万円未満四捨五入） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

188,384    △1.6  
191,413     1.2  

6,411    △17.9  
7,810   15.5  

7,343   △16.9  
8,837    7.9  

 

 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整
後１株当たり 
当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 百万円    ％  円  銭  円  銭 ％ ％ ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

3,962     △26.0  
5,353     53.0  

35  20  
47   10  

－     
46   52  

2.3  
3.1  

3.4   
3.9  

3.9  
4.6  

(注)①持分法投資損益     16年3月期 △39百万円 15年3月期 △21百万円 

     ②期中平均株式数(連結) 16年3月期 110,337,860 株 15年3月期 111,971,493 株 

     ③会計処理の方法の変更  無 

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

  ⑤記載金額は、従来、百万円未満を切り捨てて記載しておりましたが、16 年3 月期分より百万円未満を四捨五入して記載
することに変更しております。 

 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

220,706   
216,689   

175,808   
172,243   

79.7  
79.5  

1,594  96  
1,553   64  

 (注) 期末発行済株式数(連結) 16年3月期 110,178,346株 15年3月期 110,812,517 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による          
キャッシュ・フロー 

投資活動による          
キャッシュ・フロー 

財務活動による          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 
 

百万円 百万円 百万円 百万円 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

10,482     
9,373   

580     
9,956   

△2,788     
△18,733   

55,189     
47,095   

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 １１社   持分法適用非連結子会社数 １社   持分法適用関連会社数 ３社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規) ２社 (除外) １社    持分法 (新規) ０社 (除外) ０社 
 
 
２．17 年3 月期の連結業績予想（平成16 年4 月 1 日～平成17 年3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 
中 間 期 
通    期 

94,700      
191,000      

 

3,600      
9,000      

2,200      
5,500      

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  49 円21 銭 

   営業利益（中間期） 3,300 百万円  （通期） 8,300 百万円 

上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれており
ます。実際の業績は、今後様々な要因によって記載の予想数値と異なる可能性があります。なお、上記
予想に関する事項は、添付資料の連-11 ページをご参照下さい。 



連連連連 ----2222     

企企企企    業業業業    集集集集    団団団団    のののの    状状状状    況況況況    

 

当社の企業集団は、当社、子会社１２社（連結子会社１１社、非連結子会社１社）および関連会社３社で構当社の企業集団は、当社、子会社１２社（連結子会社１１社、非連結子会社１社）および関連会社３社で構当社の企業集団は、当社、子会社１２社（連結子会社１１社、非連結子会社１社）および関連会社３社で構当社の企業集団は、当社、子会社１２社（連結子会社１１社、非連結子会社１社）および関連会社３社で構

成され、食料品の製造販売を主な事業内容とし、更に当該事業に関連する物流およびその他のサービス等の成され、食料品の製造販売を主な事業内容とし、更に当該事業に関連する物流およびその他のサービス等の成され、食料品の製造販売を主な事業内容とし、更に当該事業に関連する物流およびその他のサービス等の成され、食料品の製造販売を主な事業内容とし、更に当該事業に関連する物流およびその他のサービス等の

事業活動を展開しております。事業活動を展開しております。事業活動を展開しております。事業活動を展開しております。    

当グループの事業に係わる各社の位置づけおよび事業の系統図は次のとおりであります。当グループの事業に係わる各社の位置づけおよび事業の系統図は次のとおりであります。当グループの事業に係わる各社の位置づけおよび事業の系統図は次のとおりであります。当グループの事業に係わる各社の位置づけおよび事業の系統図は次のとおりであります。    

１．当グループの事業に係わる各社の位置づけ１．当グループの事業に係わる各社の位置づけ１．当グループの事業に係わる各社の位置づけ１．当グループの事業に係わる各社の位置づけ    
 

食食食食     料料料料     品品品品………国内では、当社が製造販売するほか、一部の製品については子会社サンハウス食………国内では、当社が製造販売するほか、一部の製品については子会社サンハウス食………国内では、当社が製造販売するほか、一部の製品については子会社サンハウス食………国内では、当社が製造販売するほか、一部の製品については子会社サンハウス食

品㈱および関連会社サンヨー缶詰㈱に製造委託し品㈱および関連会社サンヨー缶詰㈱に製造委託し品㈱および関連会社サンヨー缶詰㈱に製造委託し品㈱および関連会社サンヨー缶詰㈱に製造委託しており、当該製品を当社が仕入ており、当該製品を当社が仕入ており、当該製品を当社が仕入ており、当該製品を当社が仕入

れて販売しております。更に、材料の一部を子会社サンサプライ㈱より仕入れてれて販売しております。更に、材料の一部を子会社サンサプライ㈱より仕入れてれて販売しております。更に、材料の一部を子会社サンサプライ㈱より仕入れてれて販売しております。更に、材料の一部を子会社サンサプライ㈱より仕入れて

おり、製品の包装加工の一部については、子会社㈱エスパックに委託しておりまおり、製品の包装加工の一部については、子会社㈱エスパックに委託しておりまおり、製品の包装加工の一部については、子会社㈱エスパックに委託しておりまおり、製品の包装加工の一部については、子会社㈱エスパックに委託しておりま

す。す。す。す。    

子会社㈱デリカシェフは、材料の一部を当社より仕入れて総菜、焼成パン、デザ子会社㈱デリカシェフは、材料の一部を当社より仕入れて総菜、焼成パン、デザ子会社㈱デリカシェフは、材料の一部を当社より仕入れて総菜、焼成パン、デザ子会社㈱デリカシェフは、材料の一部を当社より仕入れて総菜、焼成パン、デザ

ート等の製造を行っており、また、関連会社㈱壱番屋はレストラン経営を行ってート等の製造を行っており、また、関連会社㈱壱番屋はレストラン経営を行ってート等の製造を行っており、また、関連会社㈱壱番屋はレストラン経営を行ってート等の製造を行っており、また、関連会社㈱壱番屋はレストラン経営を行って

おります。おります。おります。おります。    

米国では、子会社米国では、子会社米国では、子会社米国では、子会社 HOUSE FOODSHOUSE FOODSHOUSE FOODSHOUSE FOODS    AMERICA CORPORATIONAMERICA CORPORATIONAMERICA CORPORATIONAMERICA CORPORATION がカリフォルニア州においがカリフォルニア州においがカリフォルニア州においがカリフォルニア州におい

て豆腐等の製造販売、レストランの経営および当社製品の輸入販売を行っており、て豆腐等の製造販売、レストランの経営および当社製品の輸入販売を行っており、て豆腐等の製造販売、レストランの経営および当社製品の輸入販売を行っており、て豆腐等の製造販売、レストランの経営および当社製品の輸入販売を行っており、

ままままた、当社グループの米国における事業を統轄する持株会社として、平成た、当社グループの米国における事業を統轄する持株会社として、平成た、当社グループの米国における事業を統轄する持株会社として、平成た、当社グループの米国における事業を統轄する持株会社として、平成 15151515 年年年年

4444 月月月月 1111 日に子会社日に子会社日に子会社日に子会社 HOUSEHOUSEHOUSEHOUSE    FOODS HOLDING USA INCORPORATEDFOODS HOLDING USA INCORPORATEDFOODS HOLDING USA INCORPORATEDFOODS HOLDING USA INCORPORATED を設立しております。を設立しております。を設立しております。を設立しております。    

中国では、関連会社上海好侍味之素食品有限公司がレトルト食品の製造販売を行中国では、関連会社上海好侍味之素食品有限公司がレトルト食品の製造販売を行中国では、関連会社上海好侍味之素食品有限公司がレトルト食品の製造販売を行中国では、関連会社上海好侍味之素食品有限公司がレトルト食品の製造販売を行

っており、また、平成っており、また、平成っており、また、平成っており、また、平成 16161616 年年年年 1111 月月月月 8888 日に、香辛調味食品の製造販売を行う子会社日に、香辛調味食品の製造販売を行う子会社日に、香辛調味食品の製造販売を行う子会社日に、香辛調味食品の製造販売を行う子会社

上海好侍食品有限公司を設立しております。上海好侍食品有限公司を設立しております。上海好侍食品有限公司を設立しております。上海好侍食品有限公司を設立しております。    

台湾では、子会社台灣台湾では、子会社台灣台湾では、子会社台灣台湾では、子会社台灣 哩好侍餐廳股哩好侍餐廳股哩好侍餐廳股哩好侍餐廳股 有限公司がレストラン経営を行っており有限公司がレストラン経営を行っており有限公司がレストラン経営を行っており有限公司がレストラン経営を行っており

ます。ます。ます。ます。    

なお、中国においてレストランの経営を行っておりました上海なお、中国においてレストランの経営を行っておりました上海なお、中国においてレストランの経営を行っておりました上海なお、中国においてレストランの経営を行っておりました上海 好侍餐好侍餐好侍餐好侍餐庁有限庁有限庁有限庁有限

公司は、平成公司は、平成公司は、平成公司は、平成 16161616 年年年年 1111 月月月月 27272727 日開催の取締役会において解散を決議したため、非連日開催の取締役会において解散を決議したため、非連日開催の取締役会において解散を決議したため、非連日開催の取締役会において解散を決議したため、非連

結子会社としております。結子会社としております。結子会社としております。結子会社としております。    

 

運運運運    送送送送    ・倉庫業他………当グループの製品等の国内における輸送および保管については、子会社ハウス物・倉庫業他………当グループの製品等の国内における輸送および保管については、子会社ハウス物・倉庫業他………当グループの製品等の国内における輸送および保管については、子会社ハウス物・倉庫業他………当グループの製品等の国内における輸送および保管については、子会社ハウス物

流サービス㈱および子会社ハイネット㈱が主として行っております。また、子会流サービス㈱および子会社ハイネット㈱が主として行っております。また、子会流サービス㈱および子会社ハイネット㈱が主として行っております。また、子会流サービス㈱および子会社ハイネット㈱が主として行っております。また、子会

社㈱エイチ・アイ・イーは保険の取扱いを行っております。社㈱エイチ・アイ・イーは保険の取扱いを行っております。社㈱エイチ・アイ・イーは保険の取扱いを行っております。社㈱エイチ・アイ・イーは保険の取扱いを行っております。    
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２．事業の系統図２．事業の系統図２．事業の系統図２．事業の系統図 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

        

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

国 内 輸 送 部 門国 内 輸 送 部 門国 内 輸 送 部 門国 内 輸 送 部 門     

運 送 ・ 保運 送 ・ 保運 送 ・ 保運 送 ・ 保 管 業管 業管 業管 業    

ハ ウ ス 物 流ハ ウ ス 物 流ハ ウ ス 物 流ハ ウ ス 物 流     
    サ ー ビ ス ㈱サ ー ビ ス ㈱サ ー ビ ス ㈱サ ー ビ ス ㈱     

ハ イ ネ ッ ト ㈱ハ イ ネ ッ ト ㈱ハ イ ネ ッ ト ㈱ハ イ ネ ッ ト ㈱     

関連会社（持分法適用会社）関連会社（持分法適用会社）関連会社（持分法適用会社）関連会社（持分法適用会社）    

得得得得    

意意意意    

先先先先    

・豆腐等の製造販売・豆腐等の製造販売・豆腐等の製造販売・豆腐等の製造販売    

・ レストランの経営・レストランの経営・レストランの経営・レストランの経営    

・当社製品の輸入販売・当社製品の輸入販売・当社製品の輸入販売・当社製品の輸入販売    

HOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICA    
CORPORATIONCORPORATIONCORPORATIONCORPORATION    

材料の供給材料の供給材料の供給材料の供給    

製品の仕入製品の仕入製品の仕入製品の仕入    

ハ
ウ
ス
食
品
㈱

ハ
ウ
ス
食
品
㈱

ハ
ウ
ス
食
品
㈱

ハ
ウ
ス
食
品
㈱    

得得得得    

意意意意    

先先先先    

（国（国（国（国     内 ）内）内）内）     

材料の供給材料の供給材料の供給材料の供給    

製品の仕製品の仕製品の仕製品の仕入入入入     

製品の販売製品の販売製品の販売製品の販売    

デ ザ ー ト 製 品 等デ ザ ー ト 製 品 等デ ザ ー ト 製 品 等デ ザ ー ト 製 品 等     
            の 製 造 販 売の 製 造 販 売の 製 造 販 売の 製 造 販 売     

サ ン ヨ ー 缶 詰 ㈱サ ン ヨ ー 缶 詰 ㈱サ ン ヨ ー 缶 詰 ㈱サ ン ヨ ー 缶 詰 ㈱    

レトルト食品等の製造レトルト食品等の製造レトルト食品等の製造レトルト食品等の製造

サ ン ハ ウ ス 食 品 ㈱サ ン ハ ウ ス 食 品 ㈱サ ン ハ ウ ス 食 品 ㈱サ ン ハ ウ ス 食 品 ㈱    

包 装 加 工包 装 加 工包 装 加 工包 装 加 工    

㈱ エ ス パ ッ ク㈱ エ ス パ ッ ク㈱ エ ス パ ッ ク㈱ エ ス パ ッ ク    

食 肉 の 加 工食 肉 の 加 工食 肉 の 加 工食 肉 の 加 工    

サ ン サ プ ラ イ ㈱サ ン サ プ ラ イ ㈱サ ン サ プ ラ イ ㈱サ ン サ プ ラ イ ㈱    

材料の供給材料の供給材料の供給材料の供給    

製品の製品の製品の製品の    
    販売販売販売販売    

製品の製品の製品の製品の    
包装加工包装加工包装加工包装加工    

材料の供給材料の供給材料の供給材料の供給    

製品の販売製品の販売製品の販売製品の販売    

材料の供給材料の供給材料の供給材料の供給    

総 菜 等 の 製 造総 菜 等 の 製 造総 菜 等 の 製 造総 菜 等 の 製 造    

㈱ デ リ カ シ ェ フ㈱ デ リ カ シ ェ フ㈱ デ リ カ シ ェ フ㈱ デ リ カ シ ェ フ    

保 険 の 取 扱保 険 の 取 扱保 険 の 取 扱保 険 の 取 扱    

㈱エイチ・アイ・イー㈱エイチ・アイ・イー㈱エイチ・アイ・イー㈱エイチ・アイ・イー    

レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営    

上海上海上海上海 好侍餐庁好侍餐庁好侍餐庁好侍餐庁    
                        有限公有限公有限公有限公司司司司    

レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営    

台灣台灣台灣台灣 哩好侍餐廳股哩好侍餐廳股哩好侍餐廳股哩好侍餐廳股     
有限公司有限公司有限公司有限公司    

香 辛 調 味 食 品 の香 辛 調 味 食 品 の香 辛 調 味 食 品 の香 辛 調 味 食 品 の     

製 造 販 売製 造 販 売製 造 販 売製 造 販 売     

上海好侍食品上海好侍食品上海好侍食品上海好侍食品    
有限公司有限公司有限公司有限公司    

製品の製品の製品の製品の    
販売販売販売販売    

レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営レ ス ト ラ ン の 経 営    

㈱ 壱 番 屋㈱ 壱 番 屋㈱ 壱 番 屋㈱ 壱 番 屋    

株 式 の 保 有 ・ 金 融株 式 の 保 有 ・ 金 融株 式 の 保 有 ・ 金 融株 式 の 保 有 ・ 金 融    

HOUSE FOODS HOLDING HOUSE FOODS HOLDING HOUSE FOODS HOLDING HOUSE FOODS HOLDING 
USA INCORPORATEDUSA INCORPORATEDUSA INCORPORATEDUSA INCORPORATED    

製品の販売製品の販売製品の販売製品の販売    

（海（海（海（海     外 ）外）外）外）     

製品の販売製品の販売製品の販売製品の販売    

レ ト ル ト 食 品 のレ ト ル ト 食 品 のレ ト ル ト 食 品 のレ ト ル ト 食 品 の     
製 造 販 売製 造 販 売製 造 販 売製 造 販 売     

上海好侍味之素食品上海好侍味之素食品上海好侍味之素食品上海好侍味之素食品    
有限公司有限公司有限公司有限公司    

製品の製品の製品の製品の    
販売販売販売販売    

（清算中）（清算中）（清算中）（清算中）    

    
連結子会連結子会連結子会連結子会社社社社     

非連結子会社（持分法適用会社）非連結子会社（持分法適用会社）非連結子会社（持分法適用会社）非連結子会社（持分法適用会社）  

製品の製品の製品の製品の    
販売販売販売販売    



連連連連 ----4444     

３．関係会社の状況３．関係会社の状況３．関係会社の状況３．関係会社の状況 

名名名名    称称称称    住住住住    所所所所    
資本金資本金資本金資本金    

（百万円）（百万円）（百万円）（百万円）    
主要な主要な主要な主要な    

事業の内容事業の内容事業の内容事業の内容    

議決権の所議決権の所議決権の所議決権の所
有又は被所有又は被所有又は被所有又は被所
有割合有割合有割合有割合((((％％％％))))    

関係内容関係内容関係内容関係内容    摘要摘要摘要摘要    

（連結子会社）（連結子会社）（連結子会社）（連結子会社）                            

㈱ デ リ カ シ ェ フ㈱ デ リ カ シ ェ フ㈱ デ リ カ シ ェ フ㈱ デ リ カ シ ェ フ    
埼玉県埼玉県埼玉県埼玉県    
上尾市上尾市上尾市上尾市    

402402402402    
総菜・焼成ﾊﾟﾝ・総菜・焼成ﾊﾟﾝ・総菜・焼成ﾊﾟﾝ・総菜・焼成ﾊﾟﾝ・
ﾃﾞｻﾞｰﾄ等の製造ﾃﾞｻﾞｰﾄ等の製造ﾃﾞｻﾞｰﾄ等の製造ﾃﾞｻﾞｰﾄ等の製造    

100.00100.00100.00100.00    

材料の一部を当社より仕入れてお材料の一部を当社より仕入れてお材料の一部を当社より仕入れてお材料の一部を当社より仕入れてお
ります。なお、当社所有の建物、ります。なお、当社所有の建物、ります。なお、当社所有の建物、ります。なお、当社所有の建物、
機械装置を賃借しており、当社よ機械装置を賃借しており、当社よ機械装置を賃借しており、当社よ機械装置を賃借しており、当社よ
り資金援助を受けております。り資金援助を受けております。り資金援助を受けております。り資金援助を受けております。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    無無無無            

    

サ ン ハ ウ ス 食 品 ㈱サ ン ハ ウ ス 食 品 ㈱サ ン ハ ウ ス 食 品 ㈱サ ン ハ ウ ス 食 品 ㈱    
愛知県愛知県愛知県愛知県    
江南江南江南江南市市市市    

200200200200    
ﾚﾄﾙﾄ食品等のﾚﾄﾙﾄ食品等のﾚﾄﾙﾄ食品等のﾚﾄﾙﾄ食品等の    
製造製造製造製造    

99.9599.9599.9599.95    
当社製品の一部を製造しておりま当社製品の一部を製造しておりま当社製品の一部を製造しておりま当社製品の一部を製造しておりま
す。す。す。す。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    無無無無    

※※※※1111    

ハウス物流サービス㈱ハウス物流サービス㈱ハウス物流サービス㈱ハウス物流サービス㈱    
大阪府大阪府大阪府大阪府    
東大阪市東大阪市東大阪市東大阪市    

80808080    運送・保管業運送・保管業運送・保管業運送・保管業    87.5087.5087.5087.50    
当社グループの製品等の国内輸送当社グループの製品等の国内輸送当社グループの製品等の国内輸送当社グループの製品等の国内輸送
を主に行っております。を主に行っております。を主に行っております。を主に行っております。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    有有有有    

※※※※1111    

サ ン サ プ ラ イ ㈱サ ン サ プ ラ イ ㈱サ ン サ プ ラ イ ㈱サ ン サ プ ラ イ ㈱    
愛知県愛知県愛知県愛知県    
江南市江南市江南市江南市    

50505050    食肉の加工食肉の加工食肉の加工食肉の加工    
99.9799.9799.9799.97    
(54.97)(54.97)(54.97)(54.97)    

材料の一部を当社に販売しており材料の一部を当社に販売しており材料の一部を当社に販売しており材料の一部を当社に販売しており
ます。ます。ます。ます。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    無無無無    

※※※※2222    

㈱ エ ス パ ッ ク㈱ エ ス パ ッ ク㈱ エ ス パ ッ ク㈱ エ ス パ ッ ク    
大阪府大阪府大阪府大阪府    
東大阪市東大阪市東大阪市東大阪市    

40404040    包装加工包装加工包装加工包装加工    100.00100.00100.00100.00    
当社製品の包装加工の一部を委託当社製品の包装加工の一部を委託当社製品の包装加工の一部を委託当社製品の包装加工の一部を委託
してしてしてしております。おります。おります。おります。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    無無無無    

    

ハ イ ネ ッ ト ㈱ハ イ ネ ッ ト ㈱ハ イ ネ ッ ト ㈱ハ イ ネ ッ ト ㈱    
千葉県千葉県千葉県千葉県    
習志野市習志野市習志野市習志野市    

20202020    運送・保管業運送・保管業運送・保管業運送・保管業    
87.5087.5087.5087.50    
(87.50)(87.50)(87.50)(87.50)    

当社グループの製品等の国内輸送当社グループの製品等の国内輸送当社グループの製品等の国内輸送当社グループの製品等の国内輸送
を主に行っております。を主に行っております。を主に行っております。を主に行っております。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    無無無無    

※※※※2222    

㈱エイチ・アイ・イー㈱エイチ・アイ・イー㈱エイチ・アイ・イー㈱エイチ・アイ・イー    
大阪府大阪府大阪府大阪府    
東大阪市東大阪市東大阪市東大阪市    

10101010    保険の取扱保険の取扱保険の取扱保険の取扱    
98.7598.7598.7598.75    
(8.75)(8.75)(8.75)(8.75)    

当社グループの保険の取扱を主に当社グループの保険の取扱を主に当社グループの保険の取扱を主に当社グループの保険の取扱を主に
行っております。行っております。行っております。行っております。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    無無無無    

※※※※2222    

HOUSE FOODS HOLDING USA HOUSE FOODS HOLDING USA HOUSE FOODS HOLDING USA HOUSE FOODS HOLDING USA 
INCORPORATEDINCORPORATEDINCORPORATEDINCORPORATED    

米国米国米国米国    
ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州    

ｶﾞｰﾃﾞﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ市ｶﾞｰﾃﾞﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ市ｶﾞｰﾃﾞﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ市ｶﾞｰﾃﾞﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ市    
32,00032,00032,00032,000 千千千千 US$US$US$US$    

株式の保有株式の保有株式の保有株式の保有    
金融金融金融金融    

100.00100.00100.00100.00    

当社グループの米国における事業当社グループの米国における事業当社グループの米国における事業当社グループの米国における事業
を統轄しております。を統轄しております。を統轄しております。を統轄しております。    
当社より資金援助を受けておりま当社より資金援助を受けておりま当社より資金援助を受けておりま当社より資金援助を受けておりま
す。また、す。また、す。また、す。また、HOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICA    
CORPCORPCORPCORP....に資金の貸付とに資金の貸付とに資金の貸付とに資金の貸付と建物、機械装建物、機械装建物、機械装建物、機械装
置の貸与を行っております。置の貸与を行っております。置の貸与を行っております。置の貸与を行っております。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    有有有有    

※※※※1111    

HOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICAHOUSE FOODS AMERICA    
CORPORATIONCORPORATIONCORPORATIONCORPORATION    

米国米国米国米国    
ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州    

ｶﾞｰﾃﾞﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ市ｶﾞｰﾃﾞﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ市ｶﾞｰﾃﾞﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ市ｶﾞｰﾃﾞﾝｸﾞﾛｰﾌﾞ市    
2,3502,3502,3502,350 千千千千 US$US$US$US$    

豆腐等の豆腐等の豆腐等の豆腐等の    
製造販売製造販売製造販売製造販売    
ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営    
当社製品の当社製品の当社製品の当社製品の    
輸入販売輸入販売輸入販売輸入販売    

100.00100.00100.00100.00    
(100.00)(100.00)(100.00)(100.00)    

製品の一部を当社より仕入れ製品の一部を当社より仕入れ製品の一部を当社より仕入れ製品の一部を当社より仕入れておておておてお
ります。また、ります。また、ります。また、ります。また、HOUSE FOODS HOLDING HOUSE FOODS HOLDING HOUSE FOODS HOLDING HOUSE FOODS HOLDING 
USA INC.USA INC.USA INC.USA INC.所有の建物、機械装置を所有の建物、機械装置を所有の建物、機械装置を所有の建物、機械装置を
賃借しており、同社より資金援助賃借しており、同社より資金援助賃借しており、同社より資金援助賃借しており、同社より資金援助
を受けております。を受けております。を受けております。を受けております。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    有有有有            

※※※※1111    
※※※※2222    

上海好侍食品有限公司上海好侍食品有限公司上海好侍食品有限公司上海好侍食品有限公司    
中国中国中国中国    
上海市上海市上海市上海市    

10,00010,00010,00010,000 千千千千 US$US$US$US$    
香辛調味食品の香辛調味食品の香辛調味食品の香辛調味食品の    
製造販売製造販売製造販売製造販売    

60.0060.0060.0060.00    役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    有有有有    ※※※※1111    

台灣台灣台灣台灣 哩好侍餐廳股哩好侍餐廳股哩好侍餐廳股哩好侍餐廳股     
有限公司有限公司有限公司有限公司    

台湾台湾台湾台湾    
台北市台北市台北市台北市    

15,00015,00015,00015,000 千台湾元千台湾元千台湾元千台湾元    ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営    74.9874.9874.9874.98    役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    有有有有        



連連連連 ----5555     

 

名名名名    称称称称    住住住住    所所所所    
資本金資本金資本金資本金    

（百万円）（百万円）（百万円）（百万円）    
主要な主要な主要な主要な    

事業の内容事業の内容事業の内容事業の内容    

議決権の所議決権の所議決権の所議決権の所
有又は有又は有又は有又は被所被所被所被所
有割合有割合有割合有割合((((％％％％))))    

関係内容関係内容関係内容関係内容    摘要摘要摘要摘要    

（持分法適用非連結子会社）（持分法適用非連結子会社）（持分法適用非連結子会社）（持分法適用非連結子会社）                            

上海上海上海上海 好侍餐庁好侍餐庁好侍餐庁好侍餐庁    
有限公司有限公司有限公司有限公司    

中国中国中国中国    
上海市上海市上海市上海市    

10,68710,68710,68710,687 千元千元千元千元    ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営    100.00100.00100.00100.00    役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    有有有有    ※※※※3333    

（持分法適用関連会社）（持分法適用関連会社）（持分法適用関連会社）（持分法適用関連会社）                            

㈱壱番屋㈱壱番屋㈱壱番屋㈱壱番屋    
愛知県愛知県愛知県愛知県    
一宮市一宮市一宮市一宮市    

1,4941,4941,4941,494    ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営ﾚｽﾄﾗﾝの経営    19.5819.5819.5819.58    役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    無無無無        

サ ン ヨ ー 缶 詰 ㈱サ ン ヨ ー 缶 詰 ㈱サ ン ヨ ー 缶 詰 ㈱サ ン ヨ ー 缶 詰 ㈱    
福島県福島県福島県福島県    
福島市福島市福島市福島市    

155155155155    
ﾃﾞｻﾞｰﾄ製品等ﾃﾞｻﾞｰﾄ製品等ﾃﾞｻﾞｰﾄ製品等ﾃﾞｻﾞｰﾄ製品等    
の製造販売の製造販売の製造販売の製造販売    

29.5029.5029.5029.50    
当社製品の一部を製造しておりま当社製品の一部を製造しておりま当社製品の一部を製造しておりま当社製品の一部を製造しておりま
す。す。す。す。    
役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    有有有有    

    

上海好侍味之素食品上海好侍味之素食品上海好侍味之素食品上海好侍味之素食品    
有限公司有限公司有限公司有限公司    

中国中国中国中国    
上海市上海市上海市上海市    

80,28880,28880,28880,288 千元千元千元千元    
ﾚﾄﾙﾄ食品のﾚﾄﾙﾄ食品のﾚﾄﾙﾄ食品のﾚﾄﾙﾄ食品の    
製造販売製造販売製造販売製造販売    

30.0030.0030.0030.00    役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等役員の兼任等    …………    有有有有        

（注）※１：特定子会社に該当します。（注）※１：特定子会社に該当します。（注）※１：特定子会社に該当します。（注）※１：特定子会社に該当します。    

※２：議決権の所有割合の（※２：議決権の所有割合の（※２：議決権の所有割合の（※２：議決権の所有割合の（    ）内は、間接所有割合です。）内は、間接所有割合です。）内は、間接所有割合です。）内は、間接所有割合です。    

※３：清算中であります。※３：清算中であります。※３：清算中であります。※３：清算中であります。    
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経経経経        営営営営        方方方方        針針針針    

    

１．経営の基本方針１．経営の基本方針１．経営の基本方針１．経営の基本方針    

当社グループは、お客さまから価値を認めていただける製品を提供し続けることにより、お客さ当社グループは、お客さまから価値を認めていただける製品を提供し続けることにより、お客さ当社グループは、お客さまから価値を認めていただける製品を提供し続けることにより、お客さ当社グループは、お客さまから価値を認めていただける製品を提供し続けることにより、お客さ

まの食生活と健康に貢献し、“まの食生活と健康に貢献し、“まの食生活と健康に貢献し、“まの食生活と健康に貢献し、“食を通じて、家庭の幸せに役立つ”ことを食を通じて、家庭の幸せに役立つ”ことを食を通じて、家庭の幸せに役立つ”ことを食を通じて、家庭の幸せに役立つ”ことを経営の基本方針としてお経営の基本方針としてお経営の基本方針としてお経営の基本方針としてお

りまりまりまります。そのため、当社グループではお客さま起点のマーケティングを基本とし、「よりおいしく、す。そのため、当社グループではお客さま起点のマーケティングを基本とし、「よりおいしく、す。そのため、当社グループではお客さま起点のマーケティングを基本とし、「よりおいしく、す。そのため、当社グループではお客さま起点のマーケティングを基本とし、「よりおいしく、

より簡便に、より健康に」を伴った製品をお届けできるよう、商品より簡便に、より健康に」を伴った製品をお届けできるよう、商品より簡便に、より健康に」を伴った製品をお届けできるよう、商品より簡便に、より健康に」を伴った製品をお届けできるよう、商品開発力の強化に努めております。開発力の強化に努めております。開発力の強化に努めております。開発力の強化に努めております。

併せて、常に真摯な姿勢で品質や安全性を追求し、お客さまに安心と信頼をいただける製品づくり併せて、常に真摯な姿勢で品質や安全性を追求し、お客さまに安心と信頼をいただける製品づくり併せて、常に真摯な姿勢で品質や安全性を追求し、お客さまに安心と信頼をいただける製品づくり併せて、常に真摯な姿勢で品質や安全性を追求し、お客さまに安心と信頼をいただける製品づくり

に取り組んでおります。に取り組んでおります。に取り組んでおります。に取り組んでおります。    

ままままた、引き続き財務体質の強化・充実を図り、一層の企業価値の向上に努め、株主さまへの安た、引き続き財務体質の強化・充実を図り、一層の企業価値の向上に努め、株主さまへの安た、引き続き財務体質の強化・充実を図り、一層の企業価値の向上に努め、株主さまへの安た、引き続き財務体質の強化・充実を図り、一層の企業価値の向上に努め、株主さまへの安

定的な利益還元を行い、長期的なご支援・ご支持をいただける、魅力ある企業づくりを進めてま定的な利益還元を行い、長期的なご支援・ご支持をいただける、魅力ある企業づくりを進めてま定的な利益還元を行い、長期的なご支援・ご支持をいただける、魅力ある企業づくりを進めてま定的な利益還元を行い、長期的なご支援・ご支持をいただける、魅力ある企業づくりを進めてま

いります。いります。いります。いります。    

経営目標としましては、資本効率の向上に努め、連結株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）５％以経営目標としましては、資本効率の向上に努め、連結株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）５％以経営目標としましては、資本効率の向上に努め、連結株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）５％以経営目標としましては、資本効率の向上に努め、連結株主資本当期純利益率（ＲＯＥ）５％以

上の水準を確保することを目標としております。上の水準を確保することを目標としております。上の水準を確保することを目標としております。上の水準を確保することを目標としております。    

    

２．対処すべき課題２．対処すべき課題２．対処すべき課題２．対処すべき課題    

当社グループでは、コア事業とコアへ育成する事業など、各事業の位置づけを明確にし、選択当社グループでは、コア事業とコアへ育成する事業など、各事業の位置づけを明確にし、選択当社グループでは、コア事業とコアへ育成する事業など、各事業の位置づけを明確にし、選択当社グループでは、コア事業とコアへ育成する事業など、各事業の位置づけを明確にし、選択

と集中による経営資源の配分見直しにより、成長シナリオの早期具現化と利益重視経営への体質と集中による経営資源の配分見直しにより、成長シナリオの早期具現化と利益重視経営への体質と集中による経営資源の配分見直しにより、成長シナリオの早期具現化と利益重視経営への体質と集中による経営資源の配分見直しにより、成長シナリオの早期具現化と利益重視経営への体質

改善に向け改善に向け改善に向け改善に向けた「中期経営計画」を策定し、以下の具体的な取組事項を推進しております。た「中期経営計画」を策定し、以下の具体的な取組事項を推進しております。た「中期経営計画」を策定し、以下の具体的な取組事項を推進しております。た「中期経営計画」を策定し、以下の具体的な取組事項を推進しております。    

①基幹製品の深耕と市場の活性化①基幹製品の深耕と市場の活性化①基幹製品の深耕と市場の活性化①基幹製品の深耕と市場の活性化    

カレー・シチュー・香辛料等の基幹製品におきまして、新たな魅力を備えた価値ある製品のカレー・シチュー・香辛料等の基幹製品におきまして、新たな魅力を備えた価値ある製品のカレー・シチュー・香辛料等の基幹製品におきまして、新たな魅力を備えた価値ある製品のカレー・シチュー・香辛料等の基幹製品におきまして、新たな魅力を備えた価値ある製品の

開発・改良に努めるとともに、効果あるプロモーション活動を積極的に展開することにより、開発・改良に努めるとともに、効果あるプロモーション活動を積極的に展開することにより、開発・改良に努めるとともに、効果あるプロモーション活動を積極的に展開することにより、開発・改良に努めるとともに、効果あるプロモーション活動を積極的に展開することにより、

市場の活性化とお客さまのご支持の一層の拡大を目指してまいります。市場の活性化とお客さまのご支持の一層の拡大を目指してまいります。市場の活性化とお客さまのご支持の一層の拡大を目指してまいります。市場の活性化とお客さまのご支持の一層の拡大を目指してまいります。    

②成長分野への取組強化②成長分野への取組強化②成長分野への取組強化②成長分野への取組強化    

健康食品につきましては、栄養調整食品「ピュア・イン」をはじめ、口中清涼エチケットタ健康食品につきましては、栄養調整食品「ピュア・イン」をはじめ、口中清涼エチケットタ健康食品につきましては、栄養調整食品「ピュア・イン」をはじめ、口中清涼エチケットタ健康食品につきましては、栄養調整食品「ピュア・イン」をはじめ、口中清涼エチケットタ

ブレット「さわやか吐息」、保健機能食品「黒豆ココア」などの製品ラインナブレット「さわやか吐息」、保健機能食品「黒豆ココア」などの製品ラインナブレット「さわやか吐息」、保健機能食品「黒豆ココア」などの製品ラインナブレット「さわやか吐息」、保健機能食品「黒豆ココア」などの製品ラインナップの充実・強化ップの充実・強化ップの充実・強化ップの充実・強化

を図る一方で、特定保健用食品の開発にも着手し、コア事業に育成してまいります。を図る一方で、特定保健用食品の開発にも着手し、コア事業に育成してまいります。を図る一方で、特定保健用食品の開発にも着手し、コア事業に育成してまいります。を図る一方で、特定保健用食品の開発にも着手し、コア事業に育成してまいります。    

業務用製品は、開発・販売体制を強化し、変化の激しい市場動向へのスピーディーな対応に業務用製品は、開発・販売体制を強化し、変化の激しい市場動向へのスピーディーな対応に業務用製品は、開発・販売体制を強化し、変化の激しい市場動向へのスピーディーな対応に業務用製品は、開発・販売体制を強化し、変化の激しい市場動向へのスピーディーな対応に

努めるとともに、新たなチャネルや低温度帯製品への取組も本格化してまいります。努めるとともに、新たなチャネルや低温度帯製品への取組も本格化してまいります。努めるとともに、新たなチャネルや低温度帯製品への取組も本格化してまいります。努めるとともに、新たなチャネルや低温度帯製品への取組も本格化してまいります。



連連連連----7777    

また、数年後には成人人口の約半数を占めるシニア層向けに発売した「やさしい食卓」では、また、数年後には成人人口の約半数を占めるシニア層向けに発売した「やさしい食卓」では、また、数年後には成人人口の約半数を占めるシニア層向けに発売した「やさしい食卓」では、また、数年後には成人人口の約半数を占めるシニア層向けに発売した「やさしい食卓」では、

既存製品群の枠を超えた製品展開に取り組み、新たな市場の創造を図ってまいります。既存製品群の枠を超えた製品展開に取り組み、新たな市場の創造を図ってまいります。既存製品群の枠を超えた製品展開に取り組み、新たな市場の創造を図ってまいります。既存製品群の枠を超えた製品展開に取り組み、新たな市場の創造を図ってまいります。    

③海外事業の拡大③海外事業の拡大③海外事業の拡大③海外事業の拡大    

順調に成長を続ける米国の豆腐事業におきましては、西海岸での生産拠点に加え、今順調に成長を続ける米国の豆腐事業におきましては、西海岸での生産拠点に加え、今順調に成長を続ける米国の豆腐事業におきましては、西海岸での生産拠点に加え、今順調に成長を続ける米国の豆腐事業におきましては、西海岸での生産拠点に加え、今後、販後、販後、販後、販

売の拡大が見込まれる東部での供給能力アップのために、平成１７年夏に稼動すべく、新工場売の拡大が見込まれる東部での供給能力アップのために、平成１７年夏に稼動すべく、新工場売の拡大が見込まれる東部での供給能力アップのために、平成１７年夏に稼動すべく、新工場売の拡大が見込まれる東部での供給能力アップのために、平成１７年夏に稼動すべく、新工場

の建設を計画し、全米Ｎｏの建設を計画し、全米Ｎｏの建設を計画し、全米Ｎｏの建設を計画し、全米Ｎｏ.1.1.1.1 シェア企業を目指してまいります。また、成長著しい中国市場にシェア企業を目指してまいります。また、成長著しい中国市場にシェア企業を目指してまいります。また、成長著しい中国市場にシェア企業を目指してまいります。また、成長著しい中国市場に

おきましては、レトルトカレーの製造・販売に続き、カレーを家庭でより気軽に楽しんでいたおきましては、レトルトカレーの製造・販売に続き、カレーを家庭でより気軽に楽しんでいたおきましては、レトルトカレーの製造・販売に続き、カレーを家庭でより気軽に楽しんでいたおきましては、レトルトカレーの製造・販売に続き、カレーを家庭でより気軽に楽しんでいた

だけるよう、ルウカレーの製造・販売への拡大を計画しております。加えて、㈱壱番屋との合だけるよう、ルウカレーの製造・販売への拡大を計画しております。加えて、㈱壱番屋との合だけるよう、ルウカレーの製造・販売への拡大を計画しております。加えて、㈱壱番屋との合だけるよう、ルウカレーの製造・販売への拡大を計画しております。加えて、㈱壱番屋との合

弁事業により、カジュアルなカレーショップのチェーン展開を計画し、中国での日本式カレー弁事業により、カジュアルなカレーショップのチェーン展開を計画し、中国での日本式カレー弁事業により、カジュアルなカレーショップのチェーン展開を計画し、中国での日本式カレー弁事業により、カジュアルなカレーショップのチェーン展開を計画し、中国での日本式カレー

の普及に取り組んでまいります。の普及に取り組んでまいります。の普及に取り組んでまいります。の普及に取り組んでまいります。    

④コスト競争力の強化④コスト競争力の強化④コスト競争力の強化④コスト競争力の強化    

お客さまにご満足いただける製品お客さまにご満足いただける製品お客さまにご満足いただける製品お客さまにご満足いただける製品を、より低コストで作り出せることが企業競争力には不可を、より低コストで作り出せることが企業競争力には不可を、より低コストで作り出せることが企業競争力には不可を、より低コストで作り出せることが企業競争力には不可

欠な要素と考え、開発・調達・生産・販売に亘る全ての部門におけるシステム・機能の見直し欠な要素と考え、開発・調達・生産・販売に亘る全ての部門におけるシステム・機能の見直し欠な要素と考え、開発・調達・生産・販売に亘る全ての部門におけるシステム・機能の見直し欠な要素と考え、開発・調達・生産・販売に亘る全ての部門におけるシステム・機能の見直し

を図り、一段の合理化・効率化に取り組んでおります。また、コストダウンを推進する常設組を図り、一段の合理化・効率化に取り組んでおります。また、コストダウンを推進する常設組を図り、一段の合理化・効率化に取り組んでおります。また、コストダウンを推進する常設組を図り、一段の合理化・効率化に取り組んでおります。また、コストダウンを推進する常設組

織を置き、恒常的なコスト削減に努めるとともに、マーケティングコストの効果的運用や雇用織を置き、恒常的なコスト削減に努めるとともに、マーケティングコストの効果的運用や雇用織を置き、恒常的なコスト削減に努めるとともに、マーケティングコストの効果的運用や雇用織を置き、恒常的なコスト削減に努めるとともに、マーケティングコストの効果的運用や雇用

の多様化による人件費の削減など、全社的なコスト低減運動を展開し、利益重視経営の浸透にの多様化による人件費の削減など、全社的なコスト低減運動を展開し、利益重視経営の浸透にの多様化による人件費の削減など、全社的なコスト低減運動を展開し、利益重視経営の浸透にの多様化による人件費の削減など、全社的なコスト低減運動を展開し、利益重視経営の浸透に

注力してまいります。更に、今春サプライチェーン・マネジメントを導入し、在庫の削減を図注力してまいります。更に、今春サプライチェーン・マネジメントを導入し、在庫の削減を図注力してまいります。更に、今春サプライチェーン・マネジメントを導入し、在庫の削減を図注力してまいります。更に、今春サプライチェーン・マネジメントを導入し、在庫の削減を図

るほか、新退職年金制度を導入するなど、コるほか、新退職年金制度を導入するなど、コるほか、新退職年金制度を導入するなど、コるほか、新退職年金制度を導入するなど、コスト競争力のアップに取り組んでおります。スト競争力のアップに取り組んでおります。スト競争力のアップに取り組んでおります。スト競争力のアップに取り組んでおります。    

⑤グループ経営の強化⑤グループ経営の強化⑤グループ経営の強化⑤グループ経営の強化    

グループ各社が各々の事業活動を通じて自らの企業価値を高めるとともに、それぞれの役割グループ各社が各々の事業活動を通じて自らの企業価値を高めるとともに、それぞれの役割グループ各社が各々の事業活動を通じて自らの企業価値を高めるとともに、それぞれの役割グループ各社が各々の事業活動を通じて自らの企業価値を高めるとともに、それぞれの役割

を確実に果たし、グループ全体の企業価値を増大させるよう努めてまいります。を確実に果たし、グループ全体の企業価値を増大させるよう努めてまいります。を確実に果たし、グループ全体の企業価値を増大させるよう努めてまいります。を確実に果たし、グループ全体の企業価値を増大させるよう努めてまいります。    

    

３．利益配分に関する基本方針３．利益配分に関する基本方針３．利益配分に関する基本方針３．利益配分に関する基本方針    

当社グループは、株主のみなさまへの利益還元を経営の最重要課題の一つと位置づけ、収益性当社グループは、株主のみなさまへの利益還元を経営の最重要課題の一つと位置づけ、収益性当社グループは、株主のみなさまへの利益還元を経営の最重要課題の一つと位置づけ、収益性当社グループは、株主のみなさまへの利益還元を経営の最重要課題の一つと位置づけ、収益性

の向上と財務体質の強化に努めることにより、安定的な配当を続けることを基本方針としておりの向上と財務体質の強化に努めることにより、安定的な配当を続けることを基本方針としておりの向上と財務体質の強化に努めることにより、安定的な配当を続けることを基本方針としておりの向上と財務体質の強化に努めることにより、安定的な配当を続けることを基本方針としており

ます。ます。ます。ます。    

内部留保金につきましては、将来を見据えた製造設備・研究開発等の投資資金や新たな事業内部留保金につきましては、将来を見据えた製造設備・研究開発等の投資資金や新たな事業内部留保金につきましては、将来を見据えた製造設備・研究開発等の投資資金や新たな事業内部留保金につきましては、将来を見据えた製造設備・研究開発等の投資資金や新たな事業展展展展

開のための費用として活用してまいりたいと考えております。開のための費用として活用してまいりたいと考えております。開のための費用として活用してまいりたいと考えております。開のための費用として活用してまいりたいと考えております。    

 



連連連連----8888    

４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況    

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方    

当社は、経営組織の活性化と迅速な意思決定を旨とする『スピード経営』に取り組むことに当社は、経営組織の活性化と迅速な意思決定を旨とする『スピード経営』に取り組むことに当社は、経営組織の活性化と迅速な意思決定を旨とする『スピード経営』に取り組むことに当社は、経営組織の活性化と迅速な意思決定を旨とする『スピード経営』に取り組むことに

より、経営の効率性を高め、企業価値の最大化を追求してまいります。また、激変する経営環より、経営の効率性を高め、企業価値の最大化を追求してまいります。また、激変する経営環より、経営の効率性を高め、企業価値の最大化を追求してまいります。また、激変する経営環より、経営の効率性を高め、企業価値の最大化を追求してまいります。また、激変する経営環

境に適正に対応するため、企業の社会性と透明性の向上に努め、コーポレートガバナンスとコ境に適正に対応するため、企業の社会性と透明性の向上に努め、コーポレートガバナンスとコ境に適正に対応するため、企業の社会性と透明性の向上に努め、コーポレートガバナンスとコ境に適正に対応するため、企業の社会性と透明性の向上に努め、コーポレートガバナンスとコ

ンプライアンスの充実を図ってまいります。ンプライアンスの充実を図ってまいります。ンプライアンスの充実を図ってまいります。ンプライアンスの充実を図ってまいります。    

②コーポレート・ガバナンスに関②コーポレート・ガバナンスに関②コーポレート・ガバナンスに関②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況する施策の実施状況する施策の実施状況する施策の実施状況    

当社は監査役制度採用会社であり、本年６月開催の定時株主総会において新たに社外監査役当社は監査役制度採用会社であり、本年６月開催の定時株主総会において新たに社外監査役当社は監査役制度採用会社であり、本年６月開催の定時株主総会において新たに社外監査役当社は監査役制度採用会社であり、本年６月開催の定時株主総会において新たに社外監査役

を選任いただくことで、常勤監査役２名、社外監査役３名の体制となります。引き続き、当社を選任いただくことで、常勤監査役２名、社外監査役３名の体制となります。引き続き、当社を選任いただくことで、常勤監査役２名、社外監査役３名の体制となります。引き続き、当社を選任いただくことで、常勤監査役２名、社外監査役３名の体制となります。引き続き、当社

グループ経営の監査を計画的に行うほか、必要に応じて会計監査人や顧問弁護士などと連携をグループ経営の監査を計画的に行うほか、必要に応じて会計監査人や顧問弁護士などと連携をグループ経営の監査を計画的に行うほか、必要に応じて会計監査人や顧問弁護士などと連携をグループ経営の監査を計画的に行うほか、必要に応じて会計監査人や顧問弁護士などと連携を

図り、順法経営に努めてまいります。なお、社外監査役は当社の原料仕入先であります味の素図り、順法経営に努めてまいります。なお、社外監査役は当社の原料仕入先であります味の素図り、順法経営に努めてまいります。なお、社外監査役は当社の原料仕入先であります味の素図り、順法経営に努めてまいります。なお、社外監査役は当社の原料仕入先であります味の素

株式会社相談役、取引金融機関であります㈱三井住友銀行の元専務取締役、弁護士の３名です。株式会社相談役、取引金融機関であります㈱三井住友銀行の元専務取締役、弁護士の３名です。株式会社相談役、取引金融機関であります㈱三井住友銀行の元専務取締役、弁護士の３名です。株式会社相談役、取引金融機関であります㈱三井住友銀行の元専務取締役、弁護士の３名です。

また、監査役スタッフとしましては、兼任スタッフ３名が監査役監査業務のサポまた、監査役スタッフとしましては、兼任スタッフ３名が監査役監査業務のサポまた、監査役スタッフとしましては、兼任スタッフ３名が監査役監査業務のサポまた、監査役スタッフとしましては、兼任スタッフ３名が監査役監査業務のサポートを行ってートを行ってートを行ってートを行って

おります。おります。おります。おります。    

一方、本年７月より執行役員制度を導入し、経営戦略機能と業務執行機能の分担を明確にす一方、本年７月より執行役員制度を導入し、経営戦略機能と業務執行機能の分担を明確にす一方、本年７月より執行役員制度を導入し、経営戦略機能と業務執行機能の分担を明確にす一方、本年７月より執行役員制度を導入し、経営戦略機能と業務執行機能の分担を明確にす

るとともに、権限委譲に伴う意思決定のスピードアップと活力ある組織運営を目指してまいりるとともに、権限委譲に伴う意思決定のスピードアップと活力ある組織運営を目指してまいりるとともに、権限委譲に伴う意思決定のスピードアップと活力ある組織運営を目指してまいりるとともに、権限委譲に伴う意思決定のスピードアップと活力ある組織運営を目指してまいり

ます。ます。ます。ます。    

企業倫理が強く求められる時代背景にあって、社員のより具体的な行動基準であります『ハ企業倫理が強く求められる時代背景にあって、社員のより具体的な行動基準であります『ハ企業倫理が強く求められる時代背景にあって、社員のより具体的な行動基準であります『ハ企業倫理が強く求められる時代背景にあって、社員のより具体的な行動基準であります『ハ

ウス食品行動規範』に基づき、公正で適切な企業活動の徹底に努めております。併せて、株主ウス食品行動規範』に基づき、公正で適切な企業活動の徹底に努めております。併せて、株主ウス食品行動規範』に基づき、公正で適切な企業活動の徹底に努めております。併せて、株主ウス食品行動規範』に基づき、公正で適切な企業活動の徹底に努めております。併せて、株主

や投資家のみなさまに対する積極的なＩＲ活動や企業情報の適時開示を通じて、企業運営の透や投資家のみなさまに対する積極的なＩＲ活動や企業情報の適時開示を通じて、企業運営の透や投資家のみなさまに対する積極的なＩＲ活動や企業情報の適時開示を通じて、企業運営の透や投資家のみなさまに対する積極的なＩＲ活動や企業情報の適時開示を通じて、企業運営の透

明性を引き続き高めてまいります。明性を引き続き高めてまいります。明性を引き続き高めてまいります。明性を引き続き高めてまいります。    

更に、ソマテックセンター（研究更に、ソマテックセンター（研究更に、ソマテックセンター（研究更に、ソマテックセンター（研究所）の「品質検証部」を中心に、品質保証体制の強化に取所）の「品質検証部」を中心に、品質保証体制の強化に取所）の「品質検証部」を中心に、品質保証体制の強化に取所）の「品質検証部」を中心に、品質保証体制の強化に取

り組むとともに、原材料の調達につきましても、生産地や流通経路を明確にするトレーサビリり組むとともに、原材料の調達につきましても、生産地や流通経路を明確にするトレーサビリり組むとともに、原材料の調達につきましても、生産地や流通経路を明確にするトレーサビリり組むとともに、原材料の調達につきましても、生産地や流通経路を明確にするトレーサビリ

ティの推進に努め、食品企業の使命として、お客さまに安心と信頼をいただける製品をお届けティの推進に努め、食品企業の使命として、お客さまに安心と信頼をいただける製品をお届けティの推進に努め、食品企業の使命として、お客さまに安心と信頼をいただける製品をお届けティの推進に努め、食品企業の使命として、お客さまに安心と信頼をいただける製品をお届け

してまいります。してまいります。してまいります。してまいります。
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（業務執行・監視および内部統制の仕組み）（業務執行・監視および内部統制の仕組み）（業務執行・監視および内部統制の仕組み）（業務執行・監視および内部統制の仕組み）    

本年７月の執行役員制度導入後の業務執行・監視および内部統制の仕組みの模式図は次のとおり本年７月の執行役員制度導入後の業務執行・監視および内部統制の仕組みの模式図は次のとおり本年７月の執行役員制度導入後の業務執行・監視および内部統制の仕組みの模式図は次のとおり本年７月の執行役員制度導入後の業務執行・監視および内部統制の仕組みの模式図は次のとおり

であります。であります。であります。であります。    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

５．投資単位の引下げに関する考え方お５．投資単位の引下げに関する考え方お５．投資単位の引下げに関する考え方お５．投資単位の引下げに関する考え方および方針等よび方針等よび方針等よび方針等    

  当社は、株式市場での流動性を高め、より多くの投資家のみなさまに投資していただきやすい当社は、株式市場での流動性を高め、より多くの投資家のみなさまに投資していただきやすい当社は、株式市場での流動性を高め、より多くの投資家のみなさまに投資していただきやすい当社は、株式市場での流動性を高め、より多くの投資家のみなさまに投資していただきやすい

環境を整えるため、１単元の株式数を１００株にしております。環境を整えるため、１単元の株式数を１００株にしております。環境を整えるため、１単元の株式数を１００株にしております。環境を整えるため、１単元の株式数を１００株にしております。 

株株株株    主主主主    総総総総    会会会会    

取取取取    締締締締    役役役役    会会会会    
８名８名８名８名    

監監監監    査査査査    役役役役    会会会会    
５名５名５名５名    

（うち社外監査役３名）（うち社外監査役３名）（うち社外監査役３名）（うち社外監査役３名）

監監監監    査査査査    
選選選選    任任任任    

会会会会    計計計計    監監監監    査査査査    人人人人    

経経経経    営営営営    会会会会    議議議議    

開開開開    発発発発    経経経経    営営営営    会会会会    議議議議    
業業業業    務務務務    委委委委    嘱嘱嘱嘱    

代代代代    表表表表    取取取取    締締締締    役役役役    

監監監監    査査査査    

企業倫理委員会企業倫理委員会企業倫理委員会企業倫理委員会    監査室監査室監査室監査室    

監監監監    査査査査    

選選選選    任任任任    選選選選    任任任任    
経
営
・
監
視
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視

経
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事事事事    業業業業    部部部部    門：執門：執門：執門：執    行行行行    役役役役    員員員員    
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経経経経        営営営営        成成成成        績績績績        おおおお        よよよよ        びびびび        財財財財        政政政政        状状状状        態態態態    

    

１．当期の業績の概況１．当期の業績の概況１．当期の業績の概況１．当期の業績の概況 

当期は、企業の合理化努力や堅調な輸出に支えられ、一部製造業では企業業績に底打ち感当期は、企業の合理化努力や堅調な輸出に支えられ、一部製造業では企業業績に底打ち感当期は、企業の合理化努力や堅調な輸出に支えられ、一部製造業では企業業績に底打ち感当期は、企業の合理化努力や堅調な輸出に支えられ、一部製造業では企業業績に底打ち感

が広がるなか、本格的な景気回復への期待が膨らむ状況にありましたものの、家計への波及が広がるなか、本格的な景気回復への期待が膨らむ状況にありましたものの、家計への波及が広がるなか、本格的な景気回復への期待が膨らむ状況にありましたものの、家計への波及が広がるなか、本格的な景気回復への期待が膨らむ状況にありましたものの、家計への波及

は限定的で、個人消費は依然盛り上がりに欠ける状況が続きました。は限定的で、個人消費は依然盛り上がりに欠ける状況が続きました。は限定的で、個人消費は依然盛り上がりに欠ける状況が続きました。は限定的で、個人消費は依然盛り上がりに欠ける状況が続きました。    

生活関連業界では、食肉に関する問題が頻発し、お客さまの安心・安全に対する関心が一生活関連業界では、食肉に関する問題が頻発し、お客さまの安心・安全に対する関心が一生活関連業界では、食肉に関する問題が頻発し、お客さまの安心・安全に対する関心が一生活関連業界では、食肉に関する問題が頻発し、お客さまの安心・安全に対する関心が一

段と高まりを見せました。一方では、長引く消費不況を背景に、小売業やメーカー間の販売段と高まりを見せました。一方では、長引く消費不況を背景に、小売業やメーカー間の販売段と高まりを見せました。一方では、長引く消費不況を背景に、小売業やメーカー間の販売段と高まりを見せました。一方では、長引く消費不況を背景に、小売業やメーカー間の販売

競争がますます激化し、低価格化が進競争がますます激化し、低価格化が進競争がますます激化し、低価格化が進競争がますます激化し、低価格化が進行いたしました。行いたしました。行いたしました。行いたしました。    

このような状況にあって、当社グループは、基幹製品のカレー・シチューにおきまして、このような状況にあって、当社グループは、基幹製品のカレー・シチューにおきまして、このような状況にあって、当社グループは、基幹製品のカレー・シチューにおきまして、このような状況にあって、当社グループは、基幹製品のカレー・シチューにおきまして、

“スタジオジブリ”とのタイアップによる「おうちで食べよう。」をテーマとしたトータル“スタジオジブリ”とのタイアップによる「おうちで食べよう。」をテーマとしたトータル“スタジオジブリ”とのタイアップによる「おうちで食べよう。」をテーマとしたトータル“スタジオジブリ”とのタイアップによる「おうちで食べよう。」をテーマとしたトータル

プロモーションを行い、需要期に積極的なマーケティング活動を展開しましたほか、本格感プロモーションを行い、需要期に積極的なマーケティング活動を展開しましたほか、本格感プロモーションを行い、需要期に積極的なマーケティング活動を展開しましたほか、本格感プロモーションを行い、需要期に積極的なマーケティング活動を展開しましたほか、本格感

と高級感を備えた「ビストロシェフ」シリーズを発売するなど製品ラインナップの拡充にもと高級感を備えた「ビストロシェフ」シリーズを発売するなど製品ラインナップの拡充にもと高級感を備えた「ビストロシェフ」シリーズを発売するなど製品ラインナップの拡充にもと高級感を備えた「ビストロシェフ」シリーズを発売するなど製品ラインナップの拡充にも

努めました。努めました。努めました。努めました。    

また、健康で活動的なシニア層を対象とした新ブランド「やさしい食卓」シリーズや、健また、健康で活動的なシニア層を対象とした新ブランド「やさしい食卓」シリーズや、健また、健康で活動的なシニア層を対象とした新ブランド「やさしい食卓」シリーズや、健また、健康で活動的なシニア層を対象とした新ブランド「やさしい食卓」シリーズや、健

康食品分野で女性を中心に高いご支持をいただきました新製品「黒豆ココア」シリ康食品分野で女性を中心に高いご支持をいただきました新製品「黒豆ココア」シリ康食品分野で女性を中心に高いご支持をいただきました新製品「黒豆ココア」シリ康食品分野で女性を中心に高いご支持をいただきました新製品「黒豆ココア」シリーズを発ーズを発ーズを発ーズを発

売するなど、“よりおいしく、より簡便に、より健康に”を基本とするお客さま起点の製品売するなど、“よりおいしく、より簡便に、より健康に”を基本とするお客さま起点の製品売するなど、“よりおいしく、より簡便に、より健康に”を基本とするお客さま起点の製品売するなど、“よりおいしく、より簡便に、より健康に”を基本とするお客さま起点の製品

開発に注力いたしました。開発に注力いたしました。開発に注力いたしました。開発に注力いたしました。    

ミネラルウォーター市場におきましては、より価格競争力を備えた製品の供給を図るべく、ミネラルウォーター市場におきましては、より価格競争力を備えた製品の供給を図るべく、ミネラルウォーター市場におきましては、より価格競争力を備えた製品の供給を図るべく、ミネラルウォーター市場におきましては、より価格競争力を備えた製品の供給を図るべく、

来春稼働予定の「六甲のおいしい水」の新工場建設に着手いたしました。来春稼働予定の「六甲のおいしい水」の新工場建設に着手いたしました。来春稼働予定の「六甲のおいしい水」の新工場建設に着手いたしました。来春稼働予定の「六甲のおいしい水」の新工場建設に着手いたしました。    

一層の拡充を目指し、注力しております海外事業では、成長著しい中国市場におきまして、一層の拡充を目指し、注力しております海外事業では、成長著しい中国市場におきまして、一層の拡充を目指し、注力しております海外事業では、成長著しい中国市場におきまして、一層の拡充を目指し、注力しております海外事業では、成長著しい中国市場におきまして、

レトルトカレーの合弁事業に続き、ルウカレーをはじめとする香辛調味食品の製造・販売をレトルトカレーの合弁事業に続き、ルウカレーをはじめとする香辛調味食品の製造・販売をレトルトカレーの合弁事業に続き、ルウカレーをはじめとする香辛調味食品の製造・販売をレトルトカレーの合弁事業に続き、ルウカレーをはじめとする香辛調味食品の製造・販売を

行う合弁会社「上海好侍食品有限公司」を設立いたしました。行う合弁会社「上海好侍食品有限公司」を設立いたしました。行う合弁会社「上海好侍食品有限公司」を設立いたしました。行う合弁会社「上海好侍食品有限公司」を設立いたしました。    

品質管理体制の面では、従品質管理体制の面では、従品質管理体制の面では、従品質管理体制の面では、従来より全工場で取得しておりましたＩＳＯ来より全工場で取得しておりましたＩＳＯ来より全工場で取得しておりましたＩＳＯ来より全工場で取得しておりましたＩＳＯ----９００２の認証の９００２の認証の９００２の認証の９００２の認証の

考え方を開発・調達から製造・出荷まで広げ、一貫した品質マネジメントシステムを確立す考え方を開発・調達から製造・出荷まで広げ、一貫した品質マネジメントシステムを確立す考え方を開発・調達から製造・出荷まで広げ、一貫した品質マネジメントシステムを確立す考え方を開発・調達から製造・出荷まで広げ、一貫した品質マネジメントシステムを確立す

べく、品質保証規格「ＩＳＯべく、品質保証規格「ＩＳＯべく、品質保証規格「ＩＳＯべく、品質保証規格「ＩＳＯ----９００１・２０００年版」の認証を昨年１１月に取得し、品９００１・２０００年版」の認証を昨年１１月に取得し、品９００１・２０００年版」の認証を昨年１１月に取得し、品９００１・２０００年版」の認証を昨年１１月に取得し、品

質や安全性の一層の向上にも取り組んでまいりました。質や安全性の一層の向上にも取り組んでまいりました。質や安全性の一層の向上にも取り組んでまいりました。質や安全性の一層の向上にも取り組んでまいりました。    

以上の結果、主力のルウカレーやレトルトカレーが堅調でありましたほか、「黒豆ココア」以上の結果、主力のルウカレーやレトルトカレーが堅調でありましたほか、「黒豆ココア」以上の結果、主力のルウカレーやレトルトカレーが堅調でありましたほか、「黒豆ココア」以上の結果、主力のルウカレーやレトルトカレーが堅調でありましたほか、「黒豆ココア」

のヒットにより健康食品部門が大幅に売上を伸ばしましたが、厳しい販売環境に加え、夏場のヒットにより健康食品部門が大幅に売上を伸ばしましたが、厳しい販売環境に加え、夏場のヒットにより健康食品部門が大幅に売上を伸ばしましたが、厳しい販売環境に加え、夏場のヒットにより健康食品部門が大幅に売上を伸ばしましたが、厳しい販売環境に加え、夏場

の天候不順や長引く残暑が、スパイスやシチューなどの季節商材の売れ行きに影響をの天候不順や長引く残暑が、スパイスやシチューなどの季節商材の売れ行きに影響をの天候不順や長引く残暑が、スパイスやシチューなどの季節商材の売れ行きに影響をの天候不順や長引く残暑が、スパイスやシチューなどの季節商材の売れ行きに影響を与えま与えま与えま与えま

したことから、連結売上高は１，８８３億８４百万円、前期比１．６％の減収となりました。したことから、連結売上高は１，８８３億８４百万円、前期比１．６％の減収となりました。したことから、連結売上高は１，８８３億８４百万円、前期比１．６％の減収となりました。したことから、連結売上高は１，８８３億８４百万円、前期比１．６％の減収となりました。    

一方利益面では、引き続き売上原価率の低減や広告費の効果的運用に努めるとともに、全一方利益面では、引き続き売上原価率の低減や広告費の効果的運用に努めるとともに、全一方利益面では、引き続き売上原価率の低減や広告費の効果的運用に努めるとともに、全一方利益面では、引き続き売上原価率の低減や広告費の効果的運用に努めるとともに、全

社的なコスト削減運動に注力しましたが、競合の激化に伴い、販売促進費の上昇を余儀なく社的なコスト削減運動に注力しましたが、競合の激化に伴い、販売促進費の上昇を余儀なく社的なコスト削減運動に注力しましたが、競合の激化に伴い、販売促進費の上昇を余儀なく社的なコスト削減運動に注力しましたが、競合の激化に伴い、販売促進費の上昇を余儀なく

されましたことや、退職給付費用が増加しましたことなどから、連結営業利益はされましたことや、退職給付費用が増加しましたことなどから、連結営業利益はされましたことや、退職給付費用が増加しましたことなどから、連結営業利益はされましたことや、退職給付費用が増加しましたことなどから、連結営業利益は    
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６４億１１百万円、前期比１７．９％の減益、連結経常利益は７３億４３百万円、前期比１６４億１１百万円、前期比１７．９％の減益、連結経常利益は７３億４３百万円、前期比１６４億１１百万円、前期比１７．９％の減益、連結経常利益は７３億４３百万円、前期比１６４億１１百万円、前期比１７．９％の減益、連結経常利益は７３億４３百万円、前期比１

６．９％の減益となりました。連結当期純利益につきましては、前期に厚生年金基金の代行６．９％の減益となりました。連結当期純利益につきましては、前期に厚生年金基金の代行６．９％の減益となりました。連結当期純利益につきましては、前期に厚生年金基金の代行６．９％の減益となりました。連結当期純利益につきましては、前期に厚生年金基金の代行

部分の返上に伴う特部分の返上に伴う特部分の返上に伴う特部分の返上に伴う特別利益を計上しましたことなどから、３９億６２百万円、前期比２６．別利益を計上しましたことなどから、３９億６２百万円、前期比２６．別利益を計上しましたことなどから、３９億６２百万円、前期比２６．別利益を計上しましたことなどから、３９億６２百万円、前期比２６．

０％の減益となりました。０％の減益となりました。０％の減益となりました。０％の減益となりました。    

２．次期の見通し２．次期の見通し２．次期の見通し２．次期の見通し    

さて今後の見通しでございますが、企業業績は回復基調にあり、個人消費にも明るさの兆さて今後の見通しでございますが、企業業績は回復基調にあり、個人消費にも明るさの兆さて今後の見通しでございますが、企業業績は回復基調にあり、個人消費にも明るさの兆さて今後の見通しでございますが、企業業績は回復基調にあり、個人消費にも明るさの兆

しが見られますものの、依然停滞の域を出ず、内需主導の本格的な景気浮揚には未だ時間をしが見られますものの、依然停滞の域を出ず、内需主導の本格的な景気浮揚には未だ時間をしが見られますものの、依然停滞の域を出ず、内需主導の本格的な景気浮揚には未だ時間をしが見られますものの、依然停滞の域を出ず、内需主導の本格的な景気浮揚には未だ時間を

要するものと思われます。要するものと思われます。要するものと思われます。要するものと思われます。    

生活関連業界におきましては、低価格化が浸透するなか、お客さまにご満足いただける高い付生活関連業界におきましては、低価格化が浸透するなか、お客さまにご満足いただける高い付生活関連業界におきましては、低価格化が浸透するなか、お客さまにご満足いただける高い付生活関連業界におきましては、低価格化が浸透するなか、お客さまにご満足いただける高い付

加価値を備えた商品やサービスの開発力の強化が、更に重要性を増すものと思われます。加価値を備えた商品やサービスの開発力の強化が、更に重要性を増すものと思われます。加価値を備えた商品やサービスの開発力の強化が、更に重要性を増すものと思われます。加価値を備えた商品やサービスの開発力の強化が、更に重要性を増すものと思われます。    

また、順法経営や環境対応など、生産者には社会的責任また、順法経営や環境対応など、生産者には社会的責任また、順法経営や環境対応など、生産者には社会的責任また、順法経営や環境対応など、生産者には社会的責任として安心・安全を基本とした企業姿として安心・安全を基本とした企業姿として安心・安全を基本とした企業姿として安心・安全を基本とした企業姿

勢が一段と求められております。勢が一段と求められております。勢が一段と求められております。勢が一段と求められております。    

当社グループといたしましては、引き続きスピードを上げて商品開発力の強化に取り組むとと当社グループといたしましては、引き続きスピードを上げて商品開発力の強化に取り組むとと当社グループといたしましては、引き続きスピードを上げて商品開発力の強化に取り組むとと当社グループといたしましては、引き続きスピードを上げて商品開発力の強化に取り組むとと

もに、需要喚起や新製品の定着を図るべく、戦略的なマーケティング活動を展開してまいります。もに、需要喚起や新製品の定着を図るべく、戦略的なマーケティング活動を展開してまいります。もに、需要喚起や新製品の定着を図るべく、戦略的なマーケティング活動を展開してまいります。もに、需要喚起や新製品の定着を図るべく、戦略的なマーケティング活動を展開してまいります。    

特にカレー、シチューをはじめとするコア事業の拡充を着実に進める一方で、飲料・健康食品特にカレー、シチューをはじめとするコア事業の拡充を着実に進める一方で、飲料・健康食品特にカレー、シチューをはじめとするコア事業の拡充を着実に進める一方で、飲料・健康食品特にカレー、シチューをはじめとするコア事業の拡充を着実に進める一方で、飲料・健康食品

などの事業基盤の確立に努め、コア事業へ育成してまいります。などの事業基盤の確立に努め、コア事業へ育成してまいります。などの事業基盤の確立に努め、コア事業へ育成してまいります。などの事業基盤の確立に努め、コア事業へ育成してまいります。    

海外事業では、中国におきまして、レトルトカレーやルウカレーの製造販売に積極的に取り組海外事業では、中国におきまして、レトルトカレーやルウカレーの製造販売に積極的に取り組海外事業では、中国におきまして、レトルトカレーやルウカレーの製造販売に積極的に取り組海外事業では、中国におきまして、レトルトカレーやルウカレーの製造販売に積極的に取り組

むとともに、株式会社壱番屋との合弁によりカレむとともに、株式会社壱番屋との合弁によりカレむとともに、株式会社壱番屋との合弁によりカレむとともに、株式会社壱番屋との合弁によりカレーレストラン事業の本格展開を進め、日本式カーレストラン事業の本格展開を進め、日本式カーレストラン事業の本格展開を進め、日本式カーレストラン事業の本格展開を進め、日本式カ

レーの普及を図ってまいります。レーの普及を図ってまいります。レーの普及を図ってまいります。レーの普及を図ってまいります。    

米国におきましては、健康志向の高まりを背景とする豆腐需要の拡大に合わせ、来夏稼働米国におきましては、健康志向の高まりを背景とする豆腐需要の拡大に合わせ、来夏稼働米国におきましては、健康志向の高まりを背景とする豆腐需要の拡大に合わせ、来夏稼働米国におきましては、健康志向の高まりを背景とする豆腐需要の拡大に合わせ、来夏稼働

予定の第二工場の建設により東部地区での供給体制を強化し、豆腐製品での全米Ｎｏ．１ブ予定の第二工場の建設により東部地区での供給体制を強化し、豆腐製品での全米Ｎｏ．１ブ予定の第二工場の建設により東部地区での供給体制を強化し、豆腐製品での全米Ｎｏ．１ブ予定の第二工場の建設により東部地区での供給体制を強化し、豆腐製品での全米Ｎｏ．１ブ

ランドを目指してまいります。ランドを目指してまいります。ランドを目指してまいります。ランドを目指してまいります。    

併せて、利益重視の経営を推し進めるべく、製品グループ毎の損益管理を徹底し、マーケティ併せて、利益重視の経営を推し進めるべく、製品グループ毎の損益管理を徹底し、マーケティ併せて、利益重視の経営を推し進めるべく、製品グループ毎の損益管理を徹底し、マーケティ併せて、利益重視の経営を推し進めるべく、製品グループ毎の損益管理を徹底し、マーケティ

ングコストの効果的な運用を図るほか、新退職年金制度の導入やサプライチェーン・マネジメンングコストの効果的な運用を図るほか、新退職年金制度の導入やサプライチェーン・マネジメンングコストの効果的な運用を図るほか、新退職年金制度の導入やサプライチェーン・マネジメンングコストの効果的な運用を図るほか、新退職年金制度の導入やサプライチェーン・マネジメン

トの本格スタートをはじめ、全社的なコスト削減にも組織的に取り組み、市場競争力トの本格スタートをはじめ、全社的なコスト削減にも組織的に取り組み、市場競争力トの本格スタートをはじめ、全社的なコスト削減にも組織的に取り組み、市場競争力トの本格スタートをはじめ、全社的なコスト削減にも組織的に取り組み、市場競争力の一層の強の一層の強の一層の強の一層の強

化に注力してまいります。化に注力してまいります。化に注力してまいります。化に注力してまいります。    

また、本年７月には執行役員制度を導入し、経営戦略機能の強化と各業務執行段階における意また、本年７月には執行役員制度を導入し、経営戦略機能の強化と各業務執行段階における意また、本年７月には執行役員制度を導入し、経営戦略機能の強化と各業務執行段階における意また、本年７月には執行役員制度を導入し、経営戦略機能の強化と各業務執行段階における意

思決定のスピードアップを図り、経営の効率化を進めるとともに、減損会計制度の早期適用によ思決定のスピードアップを図り、経営の効率化を進めるとともに、減損会計制度の早期適用によ思決定のスピードアップを図り、経営の効率化を進めるとともに、減損会計制度の早期適用によ思決定のスピードアップを図り、経営の効率化を進めるとともに、減損会計制度の早期適用によ

る財務体質の改善に努めてまいります。る財務体質の改善に努めてまいります。る財務体質の改善に努めてまいります。る財務体質の改善に努めてまいります。    

次期の業績につきましては、連結売上高は１，９１０億円（前期比１０１．４％）、連結次期の業績につきましては、連結売上高は１，９１０億円（前期比１０１．４％）、連結次期の業績につきましては、連結売上高は１，９１０億円（前期比１０１．４％）、連結次期の業績につきましては、連結売上高は１，９１０億円（前期比１０１．４％）、連結

営業利益は８３億円（前期比１２９．５％）、連結経常利益は９０億円（前期比１２２．６％）、営業利益は８３億円（前期比１２９．５％）、連結経常利益は９０億円（前期比１２２．６％）、営業利益は８３億円（前期比１２９．５％）、連結経常利益は９０億円（前期比１２２．６％）、営業利益は８３億円（前期比１２９．５％）、連結経常利益は９０億円（前期比１２２．６％）、

連結当期純利益は５５億円（前期比１３８．８％）を予定しております。連結当期純利益は５５億円（前期比１３８．８％）を予定しております。連結当期純利益は５５億円（前期比１３８．８％）を予定しております。連結当期純利益は５５億円（前期比１３８．８％）を予定しております。    



連連連連----12121212     

３．キャッシュ・フローの状況３．キャッシュ・フローの状況３．キャッシュ・フローの状況３．キャッシュ・フローの状況    

当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フロ当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フロ当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フロ当連結会計年度のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フロ

ー１０４億８２百万円、「有価証券の売却」等の投資活動によるキャッシュ・フロー５億８ー１０４億８２百万円、「有価証券の売却」等の投資活動によるキャッシュ・フロー５億８ー１０４億８２百万円、「有価証券の売却」等の投資活動によるキャッシュ・フロー５億８ー１０４億８２百万円、「有価証券の売却」等の投資活動によるキャッシュ・フロー５億８

０百万円に対し、「配当金の支払」等の財務活動によるキャッシュ・フロー２７億８８百万０百万円に対し、「配当金の支払」等の財務活動によるキャッシュ・フロー２７億８８百万０百万円に対し、「配当金の支払」等の財務活動によるキャッシュ・フロー２７億８８百万０百万円に対し、「配当金の支払」等の財務活動によるキャッシュ・フロー２７億８８百万

円を減じました結果、当連結会計年度の現金及び現金同等物の残高は５５１億８９百万円と円を減じました結果、当連結会計年度の現金及び現金同等物の残高は５５１億８９百万円と円を減じました結果、当連結会計年度の現金及び現金同等物の残高は５５１億８９百万円と円を減じました結果、当連結会計年度の現金及び現金同等物の残高は５５１億８９百万円と

なり、期首残高より８０億９３百万円増加いたしました。なり、期首残高より８０億９３百万円増加いたしました。なり、期首残高より８０億９３百万円増加いたしました。なり、期首残高より８０億９３百万円増加いたしました。    

なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標は次のとおりであります。なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標は次のとおりであります。なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標は次のとおりであります。なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標は次のとおりであります。    

    平成平成平成平成 12121212 年年年年    
3333 月期月期月期月期    

平成平成平成平成 13131313 年年年年    
3333 月期月期月期月期    

平成平成平成平成 14141414 年年年年    
3333 月期月期月期月期    

平平平平成成成成 15151515 年年年年    
3333 月期月期月期月期    

平成平成平成平成 16161616 年年年年    
3333 月期月期月期月期    

株主資本比率（％）株主資本比率（％）株主資本比率（％）株主資本比率（％）    ７５．０７５．０７５．０７５．０    ７２．８７２．８７２．８７２．８    ７２．６７２．６７２．６７２．６    ７９．５７９．５７９．５７９．５    ７９．７７９．７７９．７７９．７    

時価ベースの株主資本比率（％）時価ベースの株主資本比率（％）時価ベースの株主資本比率（％）時価ベースの株主資本比率（％）    ７６．７７６．７７６．７７６．７    ６５．１６５．１６５．１６５．１    ５４．４５４．４５４．４５４．４    ５６．３５６．３５６．３５６．３    ７０．９７０．９７０．９７０．９    

債務償還年数（年）債務償還年数（年）債務償還年数（年）債務償還年数（年）    １．１１．１１．１１．１    １．５１．５１．５１．５    １．９１．９１．９１．９    ０．１０．１０．１０．１    ０．１０．１０．１０．１    

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ    ４９．５４９．５４９．５４９．５    ３７．６３７．６３７．６３７．６    ２９．３２９．３２９．３２９．３    ３４．１３４．１３４．１３４．１    ７００．３７００．３７００．３７００．３    

（注）株主資本比率：株主資本／総資産（注）株主資本比率：株主資本／総資産（注）株主資本比率：株主資本／総資産（注）株主資本比率：株主資本／総資産    

            時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産    

            債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー    

インタレスト・インタレスト・インタレスト・インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払いカバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払いカバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払いカバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い    

            1.1.1.1.各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。    

            2.2.2.2.株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式数を控除）により算出株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式数を控除）により算出株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式数を控除）により算出株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式数を控除）により算出

しております。しております。しております。しております。    

            3.3.3.3.営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されているシュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されているシュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されているシュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている

負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いに負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いに負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いに負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いに

ついては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息のついては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息のついては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息のついては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。支払額を使用しております。支払額を使用しております。支払額を使用しております。    

    

     



１．比較連結貸借対照表１．比較連結貸借対照表１．比較連結貸借対照表１．比較連結貸借対照表
(単位：百万円）(単位：百万円）(単位：百万円）(単位：百万円）

　　　　

 流 　動　 資　 産 流 　動　 資　 産 流 　動　 資　 産 流 　動　 資　 産 《《《《 104,657104,657104,657104,657 》》》》 《《《《 102,446102,446102,446102,446 》》》》 《《《《 2,2102,2102,2102,210 》》》》

　　　　 現現現現 金金金金 ・・・・ 預預預預 金金金金 55,18955,18955,18955,189 47,09547,09547,09547,095 8,0938,0938,0938,093

　　　　 受受受受 取取取取 手手手手 形形形形 ・・・・ 売売売売 掛掛掛掛 金金金金 32,83732,83732,83732,837 34,64334,64334,64334,643 △△△△ 1,8071,8071,8071,807

　　　　 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 4,9034,9034,9034,903 9,6729,6729,6729,672 △△△△ 4,7704,7704,7704,770

　　　　 たたたた なななな 卸卸卸卸 資資資資 産産産産 8,8198,8198,8198,819 8,8688,8688,8688,868 △△△△ 50505050

　　　　 繰繰繰繰 延延延延 税税税税 金金金金 資資資資 産産産産 873873873873 815815815815 57575757

そそそそ のののの 他他他他 のののの 流流流流 動動動動 資資資資 産産産産 2,0382,0382,0382,038 1,4701,4701,4701,470 567567567567

　　　　 貸貸貸貸 倒倒倒倒 引引引引 当当当当 金金金金 △△△△ 0000 △△△△ 119119119119 119119119119

 固　 定　 資　 産 固　 定　 資　 産 固　 定　 資　 産 固　 定　 資　 産 《《《《 116,049116,049116,049116,049 》》》》 《《《《 114,242114,242114,242114,242 》》》》 《《《《 1,8071,8071,8071,807 》》》》

有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産 （（（（ 51,96751,96751,96751,967 ）））） （（（（ 53,16553,16553,16553,165 ）））） （（（（ △△△△ 1,1991,1991,1991,199 ））））

建建建建 物物物物 ・・・・ 構構構構 築築築築 物物物物 21,37821,37821,37821,378 22,51822,51822,51822,518 △△△△ 1,1401,1401,1401,140

機機機機 械械械械 装装装装 置置置置 ・・・・ 運運運運 搬搬搬搬 具具具具 10,51410,51410,51410,514 11,94811,94811,94811,948 △△△△ 1,4351,4351,4351,435

土土土土 地地地地 18,83518,83518,83518,835 17,34017,34017,34017,340 1,4941,4941,4941,494

建建建建 設設設設 仮仮仮仮 勘勘勘勘 定定定定 283283283283 220220220220 63636363

そそそそ のののの 他他他他 のののの 有有有有 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 957957957957 1,1371,1371,1371,137 △△△△ 181181181181

無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産 （（（（ 1,0161,0161,0161,016 ）））） （（（（ 519519519519 ）））） （（（（ 497497497497 ））））

ソソソソ フフフフ トトトト ウウウウ ェェェェ アアアア 275275275275 272272272272 2222

ソソソソ フフフフ トトトト ウウウウ ェェェェ アアアア 仮仮仮仮 勘勘勘勘 定定定定 515515515515 －－－－ 515515515515

そそそそ のののの 他他他他 のののの 無無無無 形形形形 固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 227227227227 247247247247 △△△△ 20202020

投 資 そ の 他 の 資 産投 資 そ の 他 の 資 産投 資 そ の 他 の 資 産投 資 そ の 他 の 資 産 （（（（ 63,06663,06663,06663,066 ）））） （（（（ 60,55660,55660,55660,556 ）））） （（（（ 2,5092,5092,5092,509 ））））

投投投投 資資資資 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 55,31455,31455,31455,314 53,88153,88153,88153,881 1,4321,4321,4321,432

長長長長 期期期期 貸貸貸貸 付付付付 金金金金 20202020 23232323 △△△△ 3333

繰繰繰繰 延延延延 税税税税 金金金金 資資資資 産産産産 2,5832,5832,5832,583 4,1204,1204,1204,120 △△△△ 1,5371,5371,5371,537

長長長長 期期期期 定定定定 期期期期 預預預預 金金金金 2,6002,6002,6002,600 －－－－ 2,6002,6002,6002,600

破破破破 産産産産 更更更更 生生生生 債債債債 権権権権 26262626 8888 17171717

そそそそ のののの 他他他他 のののの 投投投投 資資資資 等等等等 2,7872,7872,7872,787 2,8692,8692,8692,869 △△△△ 83838383

貸貸貸貸 倒倒倒倒 引引引引 当当当当 金金金金 △△△△ 264264264264 △△△△ 346346346346 83838383

資    産    合    計資    産    合    計資    産    合    計資    産    合    計 220,706220,706220,706220,706 216,689216,689216,689216,689 4,0174,0174,0174,017

資　　　　産　　　　の　　　　部資　　　　産　　　　の　　　　部資　　　　産　　　　の　　　　部資　　　　産　　　　の　　　　部

増減額増減額増減額増減額

連　結　財　務　諸　表　等連　結　財　務　諸　表　等連　結　財　務　諸　表　等連　結　財　務　諸　表　等

科　　　　　目科　　　　　目科　　　　　目科　　　　　目 当連結会計年度末当連結会計年度末当連結会計年度末当連結会計年度末
（Ｈ16.3.31現在）（Ｈ16.3.31現在）（Ｈ16.3.31現在）（Ｈ16.3.31現在）

前連結会計年度末前連結会計年度末前連結会計年度末前連結会計年度末
（Ｈ15.3.31現在）（Ｈ15.3.31現在）（Ｈ15.3.31現在）（Ｈ15.3.31現在）

連-13連-13連-13連-13



(単位：百万円）(単位：百万円）(単位：百万円）(単位：百万円）

　　　　 　　　　

流   動   負   債流   動   負   債流   動   負   債流   動   負   債 《《《《 33,02033,02033,02033,020 》》》》 《《《《 33,70833,70833,70833,708 》》》》 《《《《 △△△△ 689689689689 》》》》

　　　　支支支支 払払払払 手手手手 形形形形 ・・・・ 買買買買 掛掛掛掛 金金金金 16,63916,63916,63916,639 16,41916,41916,41916,419 219219219219

　　　　未未未未 払払払払 金金金金 11,40111,40111,40111,401 12,30212,30212,30212,302 △△△△ 902902902902

　　　　未未未未 払払払払 法法法法 人人人人 税税税税 等等等等 1,7921,7921,7921,792 2,8752,8752,8752,875 △△△△ 1,0831,0831,0831,083

　　　　そそそそ のののの 他他他他 のののの 流流流流 動動動動 負負負負 債債債債 3,1893,1893,1893,189 2,1112,1112,1112,111 1,0771,0771,0771,077

固   定   負   債固   定   負   債固   定   負   債固   定   負   債 《《《《 11,44311,44311,44311,443 》》》》 《《《《 10,34210,34210,34210,342 》》》》 《《《《 1,1001,1001,1001,100 》》》》

役役役役 員員員員 退退退退 職職職職 慰慰慰慰 労労労労 引引引引 当当当当 金金金金 936936936936 822822822822 113113113113

退退退退 職職職職 給給給給 付付付付 引引引引 当当当当 金金金金 9,8419,8419,8419,841 8,5918,5918,5918,591 1,2491,2491,2491,249

連連連連 結結結結 調調調調 整整整整 勘勘勘勘 定定定定 21212121 263263263263 △△△△ 243243243243

そそそそ のののの 他他他他 のののの 固固固固 定定定定 負負負負 債債債債 645645645645 664664664664 △△△△ 20202020

負    債    合    計負    債    合    計負    債    合    計負    債    合    計 44,46344,46344,46344,463 44,05144,05144,05144,051 411411411411

少  数  株  主  持  分少  数  株  主  持  分少  数  株  主  持  分少  数  株  主  持  分 《《《《 435435435435 》》》》 《《《《 394394394394 》》》》 《《《《 41414141 》》》》

　　　　 　　　　

資      本      金資      本      金資      本      金資      本      金 《《《《 9,9489,9489,9489,948 》》》》 《《《《 9,9489,9489,9489,948 》》》》 《《《《 0000 》》》》

資  本  剰  余  金資  本  剰  余  金資  本  剰  余  金資  本  剰  余  金 《《《《 23,86823,86823,86823,868 》》》》 《《《《 23,86823,86823,86823,868 》》》》 《《《《 0000 》》》》

利  益  剰  余  金利  益  剰  余  金利  益  剰  余  金利  益  剰  余  金 《《《《 137,735137,735137,735137,735 》》》》 《《《《 135,962135,962135,962135,962 》》》》 《《《《 1,7731,7731,7731,773 》》》》

その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金 《《《《 5,6625,6625,6625,662 》》》》 《《《《 3,0503,0503,0503,050 》》》》 《《《《 2,6112,6112,6112,611 》》》》

為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定 《《《《 △△△△ 653653653653 》》》》 《《《《 △△△△ 513513513513 》》》》 《《《《 △△△△ 140140140140 》》》》

自   己   株   式自   己   株   式自   己   株   式自   己   株   式 《《《《 △△△△ 753753753753 》》》》 《《《《 △△△△ 72727272 》》》》 《《《《 △△△△ 680680680680 》》》》

資  　本 　 合　  計資  　本 　 合　  計資  　本 　 合　  計資  　本 　 合　  計 175,808175,808175,808175,808 172,243172,243172,243172,243 3,5643,5643,5643,564

負債・少数株主持分及び資本合計負債・少数株主持分及び資本合計負債・少数株主持分及び資本合計負債・少数株主持分及び資本合計 220,706220,706220,706220,706 216,689216,689216,689216,689 4,0174,0174,0174,017

当連結会計年度末当連結会計年度末当連結会計年度末当連結会計年度末
（Ｈ16.3.31現在）（Ｈ16.3.31現在）（Ｈ16.3.31現在）（Ｈ16.3.31現在）

前連結会計年度末前連結会計年度末前連結会計年度末前連結会計年度末
（Ｈ15.3.31現在）（Ｈ15.3.31現在）（Ｈ15.3.31現在）（Ｈ15.3.31現在）

資　　　　本　　　　の　　　　部資　　　　本　　　　の　　　　部資　　　　本　　　　の　　　　部資　　　　本　　　　の　　　　部

少　　数　　株　　主　　持　　分少　　数　　株　　主　　持　　分少　　数　　株　　主　　持　　分少　　数　　株　　主　　持　　分

科　　　　　目科　　　　　目科　　　　　目科　　　　　目 増減額増減額増減額増減額

負　　　　債　　　　の　　　　部負　　　　債　　　　の　　　　部負　　　　債　　　　の　　　　部負　　　　債　　　　の　　　　部

連-14連-14連-14連-14



２．比較連結損益計算書２．比較連結損益計算書２．比較連結損益計算書２．比較連結損益計算書
（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）

売       上       高売       上       高売       上       高売       上       高 188,384188,384188,384188,384 191,413191,413191,413191,413 △△△△ 3,0303,0303,0303,030
売    上    原    価売    上    原    価売    上    原    価売    上    原    価 100,579100,579100,579100,579 102,411102,411102,411102,411 △△△△ 1,8321,8321,8321,832
売  上  総  利  益売  上  総  利  益売  上  総  利  益売  上  総  利  益 87,80587,80587,80587,805 89,00289,00289,00289,002 △△△△ 1,1971,1971,1971,197

販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費販売費及び一般管理費 81,39481,39481,39481,394 81,19181,19181,19181,191 203203203203
営 　業 　 利 　益営 　業 　 利 　益営 　業 　 利 　益営 　業 　 利 　益 6,4116,4116,4116,411 7,8107,8107,8107,810 △△△△ 1,4001,4001,4001,400

営  業  外  収  益営  業  外  収  益営  業  外  収  益営  業  外  収  益

受受受受 取取取取 利利利利 息息息息 ・・・・ 配配配配 当当当当 金金金金 928928928928 1,2031,2031,2031,203 △△△△ 275275275275
連連連連 結結結結 調調調調 整整整整 勘勘勘勘 定定定定 償償償償 却却却却 額額額額 243243243243 242242242242 0000
そそそそ のののの 他他他他 269269269269 318318318318 △△△△ 49494949

営  業  外  費  用営  業  外  費  用営  業  外  費  用営  業  外  費  用

支支支支 払払払払 利利利利 息息息息 12121212 191191191191 △△△△ 180180180180
そそそそ のののの 他他他他 495495495495 544544544544 △△△△ 49494949

経    常    利    益経    常    利    益経    常    利    益経    常    利    益 7,3437,3437,3437,343 8,8378,8378,8378,837 △△△△ 1,4951,4951,4951,495

特   別   利   益特   別   利   益特   別   利   益特   別   利   益

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 売売売売 却却却却 益益益益 16161616 10101010 5555
貸貸貸貸 倒倒倒倒 引引引引 当当当当 金金金金 戻戻戻戻 入入入入 益益益益 4444 1111 2222
投投投投 資資資資 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 売売売売 却却却却 益益益益 0000 431431431431 △△△△ 431431431431
厚厚厚厚生生生生年年年年金金金金代代代代行行行行返返返返上上上上差差差差益益益益 －－－－ 2,5672,5672,5672,567 △△△△ 2,5672,5672,5672,567
関関関関 係係係係 会会会会 社社社社 株株株株 式式式式 売売売売 却却却却 益益益益 141141141141 －－－－ 141141141141
そそそそ のののの 他他他他 0000 163163163163 △△△△ 163163163163

特   別   損   失特   別   損   失特   別   損   失特   別   損   失

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 除除除除 却却却却 損損損損 238238238238 654654654654 △△△△ 417417417417
投投投投 資資資資 有有有有 価価価価 証証証証 券券券券 評評評評 価価価価 損損損損 33333333 888888888888 △△△△ 855855855855
ゴゴゴゴルルルルフフフフ会会会会員員員員権権権権等等等等評評評評価価価価損損損損 10101010 134134134134 △△△△ 124124124124
関関関関 係係係係 会会会会 社社社社 清清清清 算算算算 損損損損 14141414 －－－－ 14141414
そそそそ のののの 他他他他 1111 218218218218 △△△△ 217217217217

7,2087,2087,2087,208 10,11610,11610,11610,116 △△△△ 2,9092,9092,9092,909
3,5393,5393,5393,539 4,4794,4794,4794,479 △△△△ 940940940940

△△△△ 339339339339 247247247247 △△△△ 587587587587
（減算）　　46（減算）　　46（減算）　　46（減算）　　46 （減算）　　35（減算）　　35（減算）　　35（減算）　　35 10101010

3,9623,9623,9623,962 5,3535,3535,3535,353 △△△△ 1,3911,3911,3911,391当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益

税税税税 金金金金 等等等等 調調調調 整整整整 前前前前 当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益

法法法法人人人人税税税税・・・・住住住住民民民民税税税税及及及及びびびび事事事事業業業業税税税税

法法法法 人人人人 税税税税 等等等等 調調調調 整整整整 額額額額

少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 利利利利 益益益益

当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度
（Ｈ15.4.1～Ｈ16.3.31）（Ｈ15.4.1～Ｈ16.3.31）（Ｈ15.4.1～Ｈ16.3.31）（Ｈ15.4.1～Ｈ16.3.31）

前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度
（Ｈ14.4.1～Ｈ15.3.31）（Ｈ14.4.1～Ｈ15.3.31）（Ｈ14.4.1～Ｈ15.3.31）（Ｈ14.4.1～Ｈ15.3.31） 増減額増減額増減額増減額科　　　　　目科　　　　　目科　　　　　目科　　　　　目

連-15連-15連-15連-15



３．比較連結剰余金計算書３．比較連結剰余金計算書３．比較連結剰余金計算書３．比較連結剰余金計算書

（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）

　　　　

（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）（資本剰余金の部）

資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高 23,86823,86823,86823,868 23,86823,86823,86823,868

資本剰余金期末残高資本剰余金期末残高資本剰余金期末残高資本剰余金期末残高 23,86823,86823,86823,868 23,86823,86823,86823,868

（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）（利益剰余金の部）

利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高 135,962135,962135,962135,962 134,470134,470134,470134,470

利益剰余金増加高利益剰余金増加高利益剰余金増加高利益剰余金増加高

当当当当 期期期期 純純純純 利利利利 益益益益 3,9623,9623,9623,962 5,3535,3535,3535,353

利益剰余金減少高利益剰余金減少高利益剰余金減少高利益剰余金減少高

配配配配 当当当当 金金金金 2,1052,1052,1052,105 2,1342,1342,1342,134

役役役役 員員員員 賞賞賞賞 与与与与 金金金金 84848484 78787878

自自自自 己己己己 株株株株 式式式式 買買買買 入入入入 消消消消 却却却却 額額額額 －－－－ 2,1902,1902,1902,190 1,6481,6481,6481,648 3,8623,8623,8623,862

利益剰余金期末残高利益剰余金期末残高利益剰余金期末残高利益剰余金期末残高 137,735137,735137,735137,735 135,962135,962135,962135,962

科　　　　　目科　　　　　目科　　　　　目科　　　　　目 当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度
（Ｈ15.4.1～Ｈ16.3.31）（Ｈ15.4.1～Ｈ16.3.31）（Ｈ15.4.1～Ｈ16.3.31）（Ｈ15.4.1～Ｈ16.3.31）

前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度
（Ｈ14.4.1～Ｈ15.3.31）（Ｈ14.4.1～Ｈ15.3.31）（Ｈ14.4.1～Ｈ15.3.31）（Ｈ14.4.1～Ｈ15.3.31）

連-16連-16連-16連-16



４．比較連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

期　　別　　

　　科　　目

 Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　　税金等調整前当期純利益 7,208 10,116

　　　減価償却費 4,569 4,626

　　　連結調整勘定償却額 △ 243 △ 242

　　　持分法による投資損失 39 21

　　　投資有価証券・ゴルフ会員権等評価損 43 935

　　　貸倒引当金の増減額 △ 92 165

　　　役員退職慰労引当金の増減額 113 △ 243

　　　退職給付引当金の増減額 1,249 △ 2,086

　　　受取利息及び配当金 △ 928 △ 1,203

　　　支払利息 12 191

　　　為替差損 95 85

　　　有価証券・投資有価証券売却益 △ 0 △ 432

　　　固定資産売却益 △ 16 △ 10

　　　固定資産除却損 238 654

　　　関係会社株式売却益 △ 141 － 

　　　関係会社清算損 14 － 

　　　売上債権の減少額 1,396 2,002

　　　たな卸資産の増減額 △ 79 1,100

　　　仕入債務の増減額 620 △ 4,293

　　　未払賞与の増減額 209 △ 147

　　　その他資産の増減額 △ 384 425

　　　その他負債の増減額 262 △ 769

　　　役員賞与の支払額 △ 86 △ 79

　　小　　計 14,100 10,815

　　　利息及び配当金の受取額 1,015 1,346

　　　利息の支払額 △ 15 △ 274

　　　法人税等の支払額 △ 4,619 △ 2,514

　　営業活動によるキャッシュ・フロー 10,482 9,373

 Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　定期預金の預入による支出 △ 2,600 － 

　　　有価証券の取得による支出 － △ 4,015

　　　有価証券の売却による収入 9,635 11,585

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 4,728 △ 2,826

　　　有形固定資産の売却による収入 50 14

　　　無形固定資産の取得による支出 △ 573 △ 105

　　　投資有価証券の取得による支出 △ 9,061 △ 17,625

　　　投資有価証券の売却による収入 7,000 22,929

　　　関係会社株式の売却による収入 857 － 

　　投資活動によるキャッシュ・フロー 580 9,956

 Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　社債の償還による支出 － △ 14,894

　　　自己株式の取得による支出 △ 680 △ 1,702

　　　配当金の支払額 △ 2,105 △ 2,134

　　　少数株主への配当金の支払額 △ 3 △ 3

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,788 △ 18,733

 Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 180 △ 163

 Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 8,093 432

 Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 47,096 46,663

 Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 55,189 47,095

金　　　額金　　　額

当連結会計年度 前連結会計年度
（H15.4.1～H16.3.31） （H14.4.1～H15.3.31）

連-17
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５．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項５．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項５．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項５．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項    

（１）連結の範囲に関する事項（１）連結の範囲に関する事項（１）連結の範囲に関する事項（１）連結の範囲に関する事項    

連結子会社連結子会社連結子会社連結子会社    …………    11111111 社（㈱ﾃﾞﾘｶｼｪﾌ､ｻﾝﾊｳｽ食品㈱､ﾊｳｽ物流ｻｰﾋﾞｽ㈱、ｻﾝｻﾌﾟﾗｲ㈱､㈱ｴｽﾊﾟｯｸ､ﾊｲﾈｯﾄ社（㈱ﾃﾞﾘｶｼｪﾌ､ｻﾝﾊｳｽ食品㈱､ﾊｳｽ物流ｻｰﾋﾞｽ㈱、ｻﾝｻﾌﾟﾗｲ㈱､㈱ｴｽﾊﾟｯｸ､ﾊｲﾈｯﾄ社（㈱ﾃﾞﾘｶｼｪﾌ､ｻﾝﾊｳｽ食品㈱､ﾊｳｽ物流ｻｰﾋﾞｽ㈱、ｻﾝｻﾌﾟﾗｲ㈱､㈱ｴｽﾊﾟｯｸ､ﾊｲﾈｯﾄ社（㈱ﾃﾞﾘｶｼｪﾌ､ｻﾝﾊｳｽ食品㈱､ﾊｳｽ物流ｻｰﾋﾞｽ㈱、ｻﾝｻﾌﾟﾗｲ㈱､㈱ｴｽﾊﾟｯｸ､ﾊｲﾈｯﾄ

㈱、㈱ｴｲﾁ･ｱｲ･ｲｰ、㈱、㈱ｴｲﾁ･ｱｲ･ｲｰ、㈱、㈱ｴｲﾁ･ｱｲ･ｲｰ、㈱、㈱ｴｲﾁ･ｱｲ･ｲｰ、HOUSE FOODS HOLDING USA INCORPORATEDHOUSE FOODS HOLDING USA INCORPORATEDHOUSE FOODS HOLDING USA INCORPORATEDHOUSE FOODS HOLDING USA INCORPORATED、、、、HOUSE FOODS HOUSE FOODS HOUSE FOODS HOUSE FOODS 

AMERICA CORPORATIONAMERICA CORPORATIONAMERICA CORPORATIONAMERICA CORPORATION、、、、上海好侍食品有限公司、上海好侍食品有限公司、上海好侍食品有限公司、上海好侍食品有限公司、台灣台灣台灣台灣 哩好侍餐廳股哩好侍餐廳股哩好侍餐廳股哩好侍餐廳股

有限公司、）有限公司、）有限公司、）有限公司、）    

平成平成平成平成 15151515 年年年年 4444 月月月月 1111 日付で、米国に子会社日付で、米国に子会社日付で、米国に子会社日付で、米国に子会社 HOUSE FOODS HOLDING USA HOUSE FOODS HOLDING USA HOUSE FOODS HOLDING USA HOUSE FOODS HOLDING USA INCORPORATEDINCORPORATEDINCORPORATEDINCORPORATED（資本金（資本金（資本金（資本金 32,00032,00032,00032,000

千千千千 US$US$US$US$・議決権比率・議決権比率・議決権比率・議決権比率 100.00%100.00%100.00%100.00%）を設立するとともに、平成）を設立するとともに、平成）を設立するとともに、平成）を設立するとともに、平成 16161616 年年年年 1111 月月月月 8888 日付で、中国に子会社日付で、中国に子会社日付で、中国に子会社日付で、中国に子会社上海上海上海上海

好侍食品有限公司好侍食品有限公司好侍食品有限公司好侍食品有限公司（資本金（資本金（資本金（資本金 10,00010,00010,00010,000 千千千千 US$US$US$US$・議決権比率・議決権比率・議決権比率・議決権比率 60.00%60.00%60.00%60.00%）を設立し、新たに連結の範囲に）を設立し、新たに連結の範囲に）を設立し、新たに連結の範囲に）を設立し、新たに連結の範囲に

含めております。含めております。含めております。含めております。    

また、平成また、平成また、平成また、平成 16161616 年年年年 1111 月月月月 30303030 日付で、子会社日付で、子会社日付で、子会社日付で、子会社 HOUSE FOODS HOUSE FOODS HOUSE FOODS HOUSE FOODS HAWAIIHAWAIIHAWAIIHAWAII CORPORATION CORPORATION CORPORATION CORPORATION（資本金（資本金（資本金（資本金 20,00020,00020,00020,000 千千千千 US$US$US$US$・・・・

議決権比率議決権比率議決権比率議決権比率 100.00%100.00%100.00%100.00%）を売却しております。）を売却しております。）を売却しております。）を売却しております。    

（２）持分法の適用に関する事項（２）持分法の適用に関する事項（２）持分法の適用に関する事項（２）持分法の適用に関する事項    

持分法を適用した非連結子会社持分法を適用した非連結子会社持分法を適用した非連結子会社持分法を適用した非連結子会社    …………    1111 社社社社((((上海上海上海上海 好侍餐庁有限公司・現在清算中であり好侍餐庁有限公司・現在清算中であり好侍餐庁有限公司・現在清算中であり好侍餐庁有限公司・現在清算中であり

ます。ます。ます。ます。))))    

持分法を適用した関連会社持分法を適用した関連会社持分法を適用した関連会社持分法を適用した関連会社    …………    3333 社社社社((((㈱壱番屋、ｻﾝﾖｰ缶詰㈱、上海好侍味之素食品有限公司㈱壱番屋、ｻﾝﾖｰ缶詰㈱、上海好侍味之素食品有限公司㈱壱番屋、ｻﾝﾖｰ缶詰㈱、上海好侍味之素食品有限公司㈱壱番屋、ｻﾝﾖｰ缶詰㈱、上海好侍味之素食品有限公司))))    

（３）連結子会社の決算日等に関する事項（３）連結子会社の決算日等に関する事項（３）連結子会社の決算日等に関する事項（３）連結子会社の決算日等に関する事項    

連結子会社のうち、連結子会社のうち、連結子会社のうち、連結子会社のうち、 HOUSE FOODS AMERICA CORPORATIONHOUSE FOODS AMERICA CORPORATIONHOUSE FOODS AMERICA CORPORATIONHOUSE FOODS AMERICA CORPORATION 、、、、 HOUSE FOODS HOLDING USA HOUSE FOODS HOLDING USA HOUSE FOODS HOLDING USA HOUSE FOODS HOLDING USA 

INCORPORATEDINCORPORATEDINCORPORATEDINCORPORATED、台灣、台灣、台灣、台灣 哩好侍餐廳股哩好侍餐廳股哩好侍餐廳股哩好侍餐廳股 有限公司および上海好侍食品有限公司の決算日は有限公司および上海好侍食品有限公司の決算日は有限公司および上海好侍食品有限公司の決算日は有限公司および上海好侍食品有限公司の決算日は 12121212

月末日であります。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。月末日であります。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。月末日であります。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。月末日であります。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。    

（４）会計処理基準に関する事項（４）会計処理基準に関する事項（４）会計処理基準に関する事項（４）会計処理基準に関する事項    

①重要な資産の評価基準および評価方法①重要な資産の評価基準および評価方法①重要な資産の評価基準および評価方法①重要な資産の評価基準および評価方法    

ａ．有価証券ａ．有価証券ａ．有価証券ａ．有価証券    

・満期保有目的債券・満期保有目的債券・満期保有目的債券・満期保有目的債券    ………………………………………………………………………………………………    償却原価法償却原価法償却原価法償却原価法    

・その他有価証券・その他有価証券・その他有価証券・その他有価証券    

時価のあるもの時価のあるもの時価のあるもの時価のあるもの    …………………………………………………………………………    決算日の市場価格等に基づく時価法決算日の市場価格等に基づく時価法決算日の市場価格等に基づく時価法決算日の市場価格等に基づく時価法    

（評価差額は全部資本直入法により処理し、（評価差額は全部資本直入法により処理し、（評価差額は全部資本直入法により処理し、（評価差額は全部資本直入法により処理し、    

売却原価は移動平均法により算定）売却原価は移動平均法により算定）売却原価は移動平均法により算定）売却原価は移動平均法により算定）    

時価のないもの時価のないもの時価のないもの時価のないもの    …………………………………………………………………………    総平均法による原価法総平均法による原価法総平均法による原価法総平均法による原価法    

ｂ．たな卸資産ｂ．たな卸資産ｂ．たな卸資産ｂ．たな卸資産    …………………………………………………………………………………………………………………………………………    主として総平均法による原価法主として総平均法による原価法主として総平均法による原価法主として総平均法による原価法        

②重要な減価償却資産の減価償却の方法②重要な減価償却資産の減価償却の方法②重要な減価償却資産の減価償却の方法②重要な減価償却資産の減価償却の方法    

ａ．有形固定資産ａ．有形固定資産ａ．有形固定資産ａ．有形固定資産    …………    当社は、建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外につい当社は、建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外につい当社は、建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外につい当社は、建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外については定ては定ては定ては定    

率法、また国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法によって率法、また国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法によって率法、また国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法によって率法、また国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法によって

おります。おります。おります。おります。    

但し、当社は、機械装置の一部について経済的使用可能年数を勘案して、但し、当社は、機械装置の一部について経済的使用可能年数を勘案して、但し、当社は、機械装置の一部について経済的使用可能年数を勘案して、但し、当社は、機械装置の一部について経済的使用可能年数を勘案して、
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法定耐用年数を短縮しております。なお、主な耐用年数は、以下のとお法定耐用年数を短縮しております。なお、主な耐用年数は、以下のとお法定耐用年数を短縮しております。なお、主な耐用年数は、以下のとお法定耐用年数を短縮しております。なお、主な耐用年数は、以下のとお

りであります。りであります。りであります。りであります。    

            建建建建                    物物物物                ３～５０年３～５０年３～５０年３～５０年    

            機械及び運搬具機械及び運搬具機械及び運搬具機械及び運搬具                ２～１５年２～１５年２～１５年２～１５年    

ｂ．無形固定資産ｂ．無形固定資産ｂ．無形固定資産ｂ．無形固定資産    …………    定額法定額法定額法定額法    

但し、ソフトウェアについては、見込利用可能期間（５年）に基づく定但し、ソフトウェアについては、見込利用可能期間（５年）に基づく定但し、ソフトウェアについては、見込利用可能期間（５年）に基づく定但し、ソフトウェアについては、見込利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。額法によっております。額法によっております。額法によっております。    

③重要な引当金の計上基準③重要な引当金の計上基準③重要な引当金の計上基準③重要な引当金の計上基準    

ａ．貸倒引当金ａ．貸倒引当金ａ．貸倒引当金ａ．貸倒引当金    

債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権に債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権に債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権に債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。    

ｂ．退職給付引当金ｂ．退職給付引当金ｂ．退職給付引当金ｂ．退職給付引当金    

当社および国内連結子会社においては、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度当社および国内連結子会社においては、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度当社および国内連結子会社においては、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度当社および国内連結子会社においては、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発

生していると認められる額を計上しております。生していると認められる額を計上しております。生していると認められる額を計上しております。生していると認められる額を計上しております。    

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10101010年）年）年）年）

による定額法により、発生の翌連結会計年度から費用処理しております。による定額法により、発生の翌連結会計年度から費用処理しております。による定額法により、発生の翌連結会計年度から費用処理しております。による定額法により、発生の翌連結会計年度から費用処理しております。    

ｃ．役員退職慰ｃ．役員退職慰ｃ．役員退職慰ｃ．役員退職慰労引当金労引当金労引当金労引当金    

当社は、役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく会計年度末当社は、役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく会計年度末当社は、役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく会計年度末当社は、役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく会計年度末

要支給額を計上しております。要支給額を計上しております。要支給額を計上しております。要支給額を計上しております。    

④重要なリース取引の処理方法④重要なリース取引の処理方法④重要なリース取引の処理方法④重要なリース取引の処理方法    

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リースリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リースリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リースリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引取引取引取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。    

（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項    

消費税等の処理方法消費税等の処理方法消費税等の処理方法消費税等の処理方法    …………………………………………    税抜処理を行っております。税抜処理を行っております。税抜処理を行っております。税抜処理を行っております。    

（６）連結子会社の資産および負債の評価に関する事項（６）連結子会社の資産および負債の評価に関する事項（６）連結子会社の資産および負債の評価に関する事項（６）連結子会社の資産および負債の評価に関する事項    

連結子会社の資産および負債の評価については、全面時連結子会社の資産および負債の評価については、全面時連結子会社の資産および負債の評価については、全面時連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。価評価法を採用しております。価評価法を採用しております。価評価法を採用しております。    

（７）連結調整勘定の償却に関する事項（７）連結調整勘定の償却に関する事項（７）連結調整勘定の償却に関する事項（７）連結調整勘定の償却に関する事項    

連結調整勘定の償却については、連結調整勘定の償却については、連結調整勘定の償却については、連結調整勘定の償却については、5555 年間の均等償却を行っております。年間の均等償却を行っております。年間の均等償却を行っております。年間の均等償却を行っております。    

（８）利益処分項目等の取扱いに関する事項（８）利益処分項目等の取扱いに関する事項（８）利益処分項目等の取扱いに関する事項（８）利益処分項目等の取扱いに関する事項    

連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。    

（（（（９９９９）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲    

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時

引き出し可能な預金および３カ月以内の定期預金からなっております。引き出し可能な預金および３カ月以内の定期預金からなっております。引き出し可能な預金および３カ月以内の定期預金からなっております。引き出し可能な預金および３カ月以内の定期預金からなっております。



連連連連 ----20202020     

    

【注記事項】【注記事項】【注記事項】【注記事項】    

（連結貸借対照表関係）（連結貸借対照表関係）（連結貸借対照表関係）（連結貸借対照表関係）    

（１）有形固定（１）有形固定（１）有形固定（１）有形固定資産の減価償却累計額資産の減価償却累計額資産の減価償却累計額資産の減価償却累計額    （（（（当 連 結 会 計 年当 連 結 会 計 年当 連 結 会 計 年当 連 結 会 計 年 度度度度））））    94,99194,99194,99194,991    百万円百万円百万円百万円            

    （（（（前 連 結 会 計 年前 連 結 会 計 年前 連 結 会 計 年前 連 結 会 計 年 度度度度））））    94,02994,02994,02994,029    百万円百万円百万円百万円            

（２）偶発債務（２）偶発債務（２）偶発債務（２）偶発債務                        

当社従業員の住宅資金融資借入当社従業員の住宅資金融資借入当社従業員の住宅資金融資借入当社従業員の住宅資金融資借入    （（（（当 連 結 会 計 年当 連 結 会 計 年当 連 結 会 計 年当 連 結 会 計 年 度度度度））））    96969696    百万円百万円百万円百万円            

に対する債務保証に対する債務保証に対する債務保証に対する債務保証    （（（（前 連 結 会 計 年前 連 結 会 計 年前 連 結 会 計 年前 連 結 会 計 年 度度度度））））    143143143143    百万円百万円百万円百万円            

    

    

（連結損益計算書関係）（連結損益計算書関係）（連結損益計算書関係）（連結損益計算書関係）    

（１）ゴルフ会員権等評価損（１）ゴルフ会員権等評価損（１）ゴルフ会員権等評価損（１）ゴルフ会員権等評価損    

ゴルフ会員権等評価損ゴルフ会員権等評価損ゴルフ会員権等評価損ゴルフ会員権等評価損10101010百万円のうち、百万円のうち、百万円のうち、百万円のうち、2222百万円は貸倒引当金繰入額であります。百万円は貸倒引当金繰入額であります。百万円は貸倒引当金繰入額であります。百万円は貸倒引当金繰入額であります。    

    
    
（連結キャッシュ・フロー計算書関係）（連結キャッシュ・フロー計算書関係）（連結キャッシュ・フロー計算書関係）（連結キャッシュ・フロー計算書関係）    

（１）（１）（１）（１）現金及現金及現金及現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の記されている科目の記されている科目の記されている科目の     
金額との関係金額との関係金額との関係金額との関係     

現金及び現金同等物の範囲と現金及び預金勘定は一致しております。現金及び現金同等物の範囲と現金及び預金勘定は一致しております。現金及び現金同等物の範囲と現金及び預金勘定は一致しております。現金及び現金同等物の範囲と現金及び預金勘定は一致しております。     

    
    
    



連連連連 ----21212121     

リリリリ    ーーーー    スススス    取取取取    引引引引    

    

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引    

１．１．１．１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額     

取 得 価 額 相 当取 得 価 額 相 当取 得 価 額 相 当取 得 価 額 相 当 額額額額    （当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）    （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）

機械装機械装機械装機械装置置置置・運搬具・運搬具・運搬具・運搬具    5,9275,9275,9275,927 百万円百万円百万円百万円    5,9815,9815,9815,981 百万円百万円百万円百万円    
そ のそ のそ のそ の 他他他他    1,0121,0121,0121,012 百万円百万円百万円百万円    1,6181,6181,6181,618 百万円百万円百万円百万円    
合合合合 計計計計    6,9396,9396,9396,939 百万円百万円百万円百万円    7,5997,5997,5997,599 百万円百万円百万円百万円    

            
減価償却累計減価償却累計減価償却累計減価償却累計額相当額額相当額額相当額額相当額    ((((当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度))))    （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）
機械装機械装機械装機械装置置置置・運搬具・運搬具・運搬具・運搬具    4,1394,1394,1394,139 百万円百万円百万円百万円    3,3433,3433,3433,343 百万円百万円百万円百万円    
そ のそ のそ のそ の 他他他他    529529529529 百万円百万円百万円百万円    1,0051,0051,0051,005 百万円百万円百万円百万円    
合合合合 計計計計    4,6694,6694,6694,669 百万円百万円百万円百万円    4,3494,3494,3494,349 百万円百万円百万円百万円    

            
期末残高相当額期末残高相当額期末残高相当額期末残高相当額    （当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）    （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）
機械装機械装機械装機械装置置置置・運搬具・運搬具・運搬具・運搬具    1,7881,7881,7881,788 百万円百万円百万円百万円    2,6372,6372,6372,637 百万円百万円百万円百万円    
そ のそ のそ のそ の 他他他他    483483483483 百万円百万円百万円百万円    612612612612 百万円百万円百万円百万円    
合合合合 計計計計    2,2702,2702,2702,270 百万円百万円百万円百万円    3,2503,2503,2503,250 百万円百万円百万円百万円    

    
２．未経過リース料期末残高相当額２．未経過リース料期末残高相当額２．未経過リース料期末残高相当額２．未経過リース料期末残高相当額     

    （当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）    （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）

１年以内１年以内１年以内１年以内    1,1671,1671,1671,167 百万円百万円百万円百万円    1,21,21,21,297979797 百万円百万円百万円百万円    
１１１１    年年年年    超超超超    1,1031,1031,1031,103 百万円百万円百万円百万円    1,9531,9531,9531,953 百万円百万円百万円百万円    
合合合合        計計計計    2,2702,2702,2702,270 百万円百万円百万円百万円    3,2503,2503,2503,250 百万円百万円百万円百万円    

    
３．支払リース料および減価償却費相当額３．支払リース料および減価償却費相当額３．支払リース料および減価償却費相当額３．支払リース料および減価償却費相当額     

    （当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）    （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）

支 払 リ ー ス 料支 払 リ ー ス 料支 払 リ ー ス 料支 払 リ ー ス 料    1,3201,3201,3201,320 百万円百万円百万円百万円    1,4631,4631,4631,463 百万円百万円百万円百万円    
減価償却費相当額減価償却費相当額減価償却費相当額減価償却費相当額    1,3201,3201,3201,320 百万円百万円百万円百万円    1,4631,4631,4631,463 百万円百万円百万円百万円    

    
４．減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を４．減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を４．減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を４．減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。零とする定額法によっております。零とする定額法によっております。零とする定額法によっております。     
    

５．上記注記は、有形固定資産の期末残高５．上記注記は、有形固定資産の期末残高５．上記注記は、有形固定資産の期末残高５．上記注記は、有形固定資産の期末残高 等に占めるその割合が低いため、支等に占めるその割合が低いため、支等に占めるその割合が低いため、支等に占めるその割合が低いため、支

払利子込み法によっております。払利子込み法によっております。払利子込み法によっております。払利子込み法によっております。     



連連連連 ----22222222     

有有有有    価価価価    証証証証    券券券券    

（平成（平成（平成（平成 16161616 年年年年 3333 月月月月 31313131 日 現在）日現在）日現在）日現在）     

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの１．満期保有目的の債券で時価のあるもの１．満期保有目的の債券で時価のあるもの１．満期保有目的の債券で時価のあるもの     

（連結貸借対照表計上額）（連結貸借対照表計上額）（連結貸借対照表計上額）（連結貸借対照表計上額）    （時（時（時（時        価）価）価）価）    （差（差（差（差        額）額）額）額）    

国債・地方債等国債・地方債等国債・地方債等国債・地方債等        －－－－    百万円百万円百万円百万円        －－－－    百万円百万円百万円百万円        －－－－    百万円百万円百万円百万円    

社債社債社債社債    1,4531,4531,4531,453     百万円百万円百万円百万円    1,4661,4661,4661,466     百万円百万円百万円百万円    13131313     百万円百万円百万円百万円    

その他その他その他その他    20,01020,01020,01020,010     百万円百万円百万円百万円    19,54019,54019,54019,540     百万円百万円百万円百万円    △△△△ 470470470470     百万円百万円百万円百万円    

合計合計合計合計    21,46321,46321,46321,463     百万円百万円百万円百万円    21,00721,00721,00721,007     百万円百万円百万円百万円    △△△△ 456456456456     百万円百万円百万円百万円    

２ ．その他有価証券で時価のあるもの２．その他有価証券で時価のあるもの２．その他有価証券で時価のあるもの２．その他有価証券で時価のあるもの     

    （（（（取得原価）取得原価）取得原価）取得原価）    （連結貸借対照表計上額）（連結貸借対照表計上額）（連結貸借対照表計上額）（連結貸借対照表計上額）    （差（差（差（差        額）額）額）額）    

株式株式株式株式    8,4538,4538,4538,453     百万円百万円百万円百万円    17,86917,86917,86917,869     百万円百万円百万円百万円    9,4169,4169,4169,416     百万円百万円百万円百万円    

債券債券債券債券                            

    国債・地方債等国債・地方債等国債・地方債等国債・地方債等    6,6296,6296,6296,629     百万円百万円百万円百万円    6,6206,6206,6206,620     百万円百万円百万円百万円    △△△△ 8888     百万円百万円百万円百万円    

    社債社債社債社債    6,0896,0896,0896,089     百万円百万円百万円百万円    6,1806,1806,1806,180     百万円百万円百万円百万円    91919191     百万円百万円百万円百万円    

    その他その他その他その他    3,7033,7033,7033,703     百万円百万円百万円百万円    3,7323,7323,7323,732     百万円百万円百万円百万円    29292929     百万円百万円百万円百万円    

その他その他その他その他    467467467467     百万円百万円百万円百万円    483483483483     百万円百万円百万円百万円    15151515     百万円百万円百万円百万円    

合計合計合計合計    25,34225,34225,34225,342     百万円百万円百万円百万円    34,88434,88434,88434,884     百万円百万円百万円百万円    9,5429,5429,5429,542     百万円百万円百万円百万円    

３ ．時価評価されていない「有価証券」３．時価評価されていない「有価証券」３．時価評価されていない「有価証券」３．時価評価されていない「有価証券」     

（１）その他有価証券（１）その他有価証券（１）その他有価証券（１）その他有価証券    

非上場株式（店頭売買株式を除く）非上場株式（店頭売買株式を除く）非上場株式（店頭売買株式を除く）非上場株式（店頭売買株式を除く）    711711711711百万円百万円百万円百万円    

    

    

デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益    

該当事項はありません。該当事項はありません。該当事項はありません。該当事項はありません。    
    

    



連連連連 ----23232323     

退退退退    職職職職    給給給給    付付付付    

    

１ ．採用している退職給付制度の概要１．採用している退職給付制度の概要１．採用している退職給付制度の概要１．採用している退職給付制度の概要     

当社および一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金当社および一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金当社および一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金当社および一部の国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金

制度および退職一時金制度を設けております。制度および退職一時金制度を設けております。制度および退職一時金制度を設けております。制度および退職一時金制度を設けております。    

当連結会計年度末現在、当社および連結子会社において、厚生年金基金制度、退職一時金制度につ当連結会計年度末現在、当社および連結子会社において、厚生年金基金制度、退職一時金制度につ当連結会計年度末現在、当社および連結子会社において、厚生年金基金制度、退職一時金制度につ当連結会計年度末現在、当社および連結子会社において、厚生年金基金制度、退職一時金制度につ

いてはそれぞれ１社が、適格退職年金制度については３社が有しております。いてはそれぞれ１社が、適格退職年金制度については３社が有しております。いてはそれぞれ１社が、適格退職年金制度については３社が有しております。いてはそれぞれ１社が、適格退職年金制度については３社が有しております。    

２．退職給付２．退職給付２．退職給付２．退職給付債務に関する事項債務に関する事項債務に関する事項債務に関する事項     

（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）            （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）    

イ．退職給付債務イ．退職給付債務イ．退職給付債務イ．退職給付債務                                            △△△△ 41,618 41,618 41,618 41,618 百万円百万円百万円百万円                △△△△38,28638,28638,28638,286 百万円百万円百万円百万円    

ロ．年金資産ロ．年金資産ロ．年金資産ロ．年金資産                                                       21,289   21,289   21,289   21,289 百万円百万円百万円百万円           17,199       17,199       17,199       17,199 百万円百万円百万円百万円    

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）            △△△△ 20,329 20,329 20,329 20,329 百万円百万円百万円百万円                            △△△△21,08721,08721,08721,087 百万円百万円百万円百万円    

ニ．未認識数理計算上の差異ニ．未認識数理計算上の差異ニ．未認識数理計算上の差異ニ．未認識数理計算上の差異                             10,488 10,488 10,488 10,488 百万円百万円百万円百万円           12,495       12,495       12,495       12,495 百万円百万円百万円百万円    

ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ）ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ）ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ）ホ．退職給付引当金（ハ＋ニ）                        △△△△  9,841  9,841  9,841  9,841 百万円百万円百万円百万円                        △△△△ 8,591 8,591 8,591 8,591 百万円百万円百万円百万円    

（注）退職給付制度を設けている子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。（注）退職給付制度を設けている子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。（注）退職給付制度を設けている子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。（注）退職給付制度を設けている子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。    

３．退職給付費用に関する事項３．退職給付費用に関する事項３．退職給付費用に関する事項３．退職給付費用に関する事項     

（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）            （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）    

イ．勤務費用イ．勤務費用イ．勤務費用イ．勤務費用                                                          1,778  1,778  1,778  1,778 百万円百万円百万円百万円        1,804        1,804        1,804        1,804 百万円百万円百万円百万円    

ロ．利息費用ロ．利息費用ロ．利息費用ロ．利息費用                                                            925    925    925    925 百万円百万円百万円百万円        1,255        1,255        1,255        1,255 百万円百万円百万円百万円    

ハ．期待運用収益ハ．期待運用収益ハ．期待運用収益ハ．期待運用収益                                            △△△△    408    408    408    408 百万円百万円百万円百万円                △△△△   711   711   711   711 百万円百万円百万円百万円        

ニ．数理計算上の差異の費用処理額ニ．数理計算上の差異の費用処理額ニ．数理計算上の差異の費用処理額ニ．数理計算上の差異の費用処理額                1,339    1,339    1,339    1,339 百万円百万円百万円百万円            896        896        896        896 百万円百万円百万円百万円        

ホ．従業員早期退職一時金ホ．従業員早期退職一時金ホ．従業員早期退職一時金ホ．従業員早期退職一時金                                  190      190      190      190 百万円百万円百万円百万円            155        155        155        155 百万円百万円百万円百万円        

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）      3,823  3,823  3,823  3,823 百万円百万円百万円百万円          3,400      3,400      3,400      3,400 百万円百万円百万円百万円        

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。    

            ２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。    

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項     

（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）            （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）    

イ．退職給付見イ．退職給付見イ．退職給付見イ．退職給付見込額の期間配分方法込額の期間配分方法込額の期間配分方法込額の期間配分方法                    期間定額基準期間定額基準期間定額基準期間定額基準                            同左同左同左同左    

ロ．割引率ロ．割引率ロ．割引率ロ．割引率                                                                            2.52.52.52.5％％％％                            同左同左同左同左    

ハ．期待運用収益率ハ．期待運用収益率ハ．期待運用収益率ハ．期待運用収益率                                                            2.52.52.52.5％％％％                            3.03.03.03.0％％％％    

ニ．過去勤務債務の処理年数ニ．過去勤務債務の処理年数ニ．過去勤務債務の処理年数ニ．過去勤務債務の処理年数                                                1111 年年年年                            同左同左同左同左    

ホ．数理計算上の差異の処理方法・処理年数ホ．数理計算上の差異の処理方法・処理年数ホ．数理計算上の差異の処理方法・処理年数ホ．数理計算上の差異の処理方法・処理年数                 10 10 10 10 年年年年                            同左同左同左同左    

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌期から費（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌期から費（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌期から費（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌期から費

用処理することにしております。）用処理することにしております。）用処理することにしております。）用処理することにしております。）    

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数ヘ．会計基準変更時差異の処理年数ヘ．会計基準変更時差異の処理年数ヘ．会計基準変更時差異の処理年数                                    1111 年年年年                            同左同左同左同左



連連連連 ----24242424     

税税税税    効効効効    果果果果    会会会会    計計計計    

    

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳    

    （当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）    （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）    

繰延税金資産繰延税金資産繰延税金資産繰延税金資産            

退職給付引当金退職給付引当金退職給付引当金退職給付引当金    ４，９９２百万円４，９９２百万円４，９９２百万円４，９９２百万円    ４，４８３百万円４，４８３百万円４，４８３百万円４，４８３百万円    

未払金未払金未払金未払金    ８５６百万円８５６百万円８５６百万円８５６百万円    ９７７百万円９７７百万円９７７百万円９７７百万円    

未払賞与未払賞与未払賞与未払賞与    ６７１百万円６７１百万円６７１百万円６７１百万円    ６０６百万円６０６百万円６０６百万円６０６百万円    

投資有価証券等評価損投資有価証券等評価損投資有価証券等評価損投資有価証券等評価損    ６３２百万円６３２百万円６３２百万円６３２百万円    ６３６百万円６３６百万円６３６百万円６３６百万円    

役員退職慰労引当金役員退職慰労引当金役員退職慰労引当金役員退職慰労引当金    ３８１百万円３８１百万円３８１百万円３８１百万円    ３３４百万円３３４百万円３３４百万円３３４百万円    

未払事業税未払事業税未払事業税未払事業税    １６２百万円１６２百万円１６２百万円１６２百万円                    ２６４百万円２６４百万円２６４百万円２６４百万円    

減価償却の償却超過額減価償却の償却超過額減価償却の償却超過額減価償却の償却超過額    １６２百万円１６２百万円１６２百万円１６２百万円    １８１８１８１８２百万円２百万円２百万円２百万円    

たな卸資産評価損たな卸資産評価損たな卸資産評価損たな卸資産評価損    １５３百万円１５３百万円１５３百万円１５３百万円    ４０百万円４０百万円４０百万円４０百万円    

貸倒引当金貸倒引当金貸倒引当金貸倒引当金    １０２百万円１０２百万円１０２百万円１０２百万円    １３９百万円１３９百万円１３９百万円１３９百万円    

その他その他その他その他    ３５５百万円３５５百万円３５５百万円３５５百万円    ５２０百万円５２０百万円５２０百万円５２０百万円    

（繰延税金資産の合計）（繰延税金資産の合計）（繰延税金資産の合計）（繰延税金資産の合計）    ８，４６６百万円８，４６６百万円８，４６６百万円８，４６６百万円    ８，１８６百万円８，１８６百万円８，１８６百万円８，１８６百万円    

繰延税金負債繰延税金負債繰延税金負債繰延税金負債            

その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金    ３，８８２百万円３，８８２百万円３，８８２百万円３，８８２百万円    ２，０９２百万円２，０９２百万円２，０９２百万円２，０９２百万円    

厚生年金代行返上差益厚生年金代行返上差益厚生年金代行返上差益厚生年金代行返上差益    １，０４５百万円１，０４５百万円１，０４５百万円１，０４５百万円    １，０７９百万円１，０７９百万円１，０７９百万円１，０７９百万円    

その他その他その他その他    ８４百万円８４百万円８４百万円８４百万円    ７７百万円７７百万円７７百万円７７百万円    

（繰延税金負債の合計）（繰延税金負債の合計）（繰延税金負債の合計）（繰延税金負債の合計）    ５，０１１百万円５，０１１百万円５，０１１百万円５，０１１百万円    ３，２５０百万円３，２５０百万円３，２５０百万円３，２５０百万円    

繰延税金資産（負債）の純額繰延税金資産（負債）の純額繰延税金資産（負債）の純額繰延税金資産（負債）の純額    ３，４５５百万円３，４５５百万円３，４５５百万円３，４５５百万円    ４，９３６百万円４，９３６百万円４，９３６百万円４，９３６百万円    

    

    

（（（（注）当連結会計年度および前連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の注）当連結会計年度および前連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の注）当連結会計年度および前連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の注）当連結会計年度および前連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の    

以下の項目に含まれております。以下の項目に含まれております。以下の項目に含まれております。以下の項目に含まれております。    

    

    （当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）（当連結会計年度）    （前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）（前連結会計年度）    

流動資産－繰延税金資産流動資産－繰延税金資産流動資産－繰延税金資産流動資産－繰延税金資産    ８７３百万円８７３百万円８７３百万円８７３百万円    ８１５百万円８１５百万円８１５百万円８１５百万円    

固定資産－繰延税金資産固定資産－繰延税金資産固定資産－繰延税金資産固定資産－繰延税金資産    ２，５８３百万円２，５８３百万円２，５８３百万円２，５８３百万円    ４，１２０百万円４，１２０百万円４，１２０百万円４，１２０百万円    

流動負債－繰延税金負債流動負債－繰延税金負債流動負債－繰延税金負債流動負債－繰延税金負債    ０百万円０百万円０百万円０百万円    －百万円－百万円－百万円－百万円    

固定負債－繰延税金負債固定負債－繰延税金負債固定負債－繰延税金負債固定負債－繰延税金負債    －百万円－百万円－百万円－百万円    －百万円－百万円－百万円－百万円    
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因と２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因と２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因と２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因と

なった主な項目別の内訳なった主な項目別の内訳なった主な項目別の内訳なった主な項目別の内訳     
                

法 定実効税率法定実効税率法定実効税率法定実効税率     42.05%42.05%42.05%42.05%     
    （ 調整）（調整）（調整）（調整）         
        交 際費等永久に損金に算入交際費等永久に損金に算入交際費等永久に損金に算入交際費等永久に損金に算入     

さ れない項目されない項目されない項目されない項目     
2.01%2.01%2.01%2.01%     

        受 取配当金等永久に益金に算入受取配当金等永久に益金に算入受取配当金等永久に益金に算入受取配当金等永久に益金に算入     
さ れない項目されない項目されない項目されない項目     

△△△△ 1.07%1.07%1.07%1.07%     

        住 民税均等割等住民税均等割等住民税均等割等住民税均等割等     0.94%0.94%0.94%0.94%     
        法 定実効税率の変更による影響法定実効税率の変更による影響法定実効税率の変更による影響法定実効税率の変更による影響     0.36%0.36%0.36%0.36%     
        過 年度一時差異調整過年度一時差異調整過年度一時差異調整過年度一時差異調整     3.83%3.83%3.83%3.83%     
        試 験研究費等税額控除試験研究費等税額控除試験研究費等税額控除試験研究費等税額控除     △△△△ 4.12%4.12%4.12%4.12%     
        そ の他その他その他その他                                                             0.39%0.39%0.39%0.39%     

税 効果会計適用後の法人税等の負担率税効果会計適用後の法人税等の負担率税効果会計適用後の法人税等の負担率税効果会計適用後の法人税等の負担率     44.39%44.39%44.39%44.39%     
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セセセセ    ググググ    メメメメ    ンンンン    トトトト    情情情情    報報報報     

    

１．事業の種類別セグメント情報１．事業の種類別セグメント情報１．事業の種類別セグメント情報１．事業の種類別セグメント情報     

当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成 15151515 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日    至平至平至平至平成成成成 16161616 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）日）日）日）    

（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）    

    食料品食料品食料品食料品    
運送・運送・運送・運送・    
倉庫業倉庫業倉庫業倉庫業    

計計計計    
消去または消去または消去または消去または    
全社全社全社全社    

連結連結連結連結    

Ⅰ．売上高および営業損益Ⅰ．売上高および営業損益Ⅰ．売上高および営業損益Ⅰ．売上高および営業損益                        

売上高売上高売上高売上高                        

(1) (1) (1) (1) 外部顧客に対する売上高外部顧客に対する売上高外部顧客に対する売上高外部顧客に対する売上高    179,874179,874179,874179,874    8,5098,5098,5098,509    188,384188,384188,384188,384    －－－－    188,384188,384188,384188,384    

(2) (2) (2) (2) セグメント間の内部売上高または振替高セグメント間の内部売上高または振替高セグメント間の内部売上高または振替高セグメント間の内部売上高または振替高    10,87010,87010,87010,870    9,7909,7909,7909,790    20,66020,66020,66020,660    (20,660)(20,660)(20,660)(20,660)    －－－－    

計計計計    190,745190,745190,745190,745    18,29918,29918,29918,299    209,044209,044209,044209,044    (20,660)(20,660)(20,660)(20,660)    188,384188,384188,384188,384    

営業費用営業費用営業費用営業費用    185,342185,342185,342185,342    17,66717,66717,66717,667    203,009203,009203,009203,009    (21,(21,(21,(21,036)036)036)036)    181,973181,973181,973181,973    

営業利益営業利益営業利益営業利益    5,4035,4035,4035,403    632632632632    6,0356,0356,0356,035    375 375 375 375     6,4116,4116,4116,411    

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出                        

        資産資産資産資産    229,145229,145229,145229,145    5,6575,6575,6575,657    234,802234,802234,802234,802    (14,096)(14,096)(14,096)(14,096)    220,706220,706220,706220,706    

        減価償却費減価償却費減価償却費減価償却費    4,4104,4104,4104,410    158158158158    4,5694,5694,5694,569    －－－－    4,5694,5694,5694,569    

        資本的支出資本的支出資本的支出資本的支出    4,8344,8344,8344,834    119119119119    4,9534,9534,9534,953    －－－－    4,9534,9534,9534,953    

（注）１．事業区分は、製品の種類・性質の類似性をもとに区分しております。（注）１．事業区分は、製品の種類・性質の類似性をもとに区分しております。（注）１．事業区分は、製品の種類・性質の類似性をもとに区分しております。（注）１．事業区分は、製品の種類・性質の類似性をもとに区分しております。    

            ２．各事業の主な製品２．各事業の主な製品２．各事業の主な製品２．各事業の主な製品    
                (1) (1) (1) (1) 食料品食料品食料品食料品    ････････････････････････････････････････････    食品、飲料、レストラン食品、飲料、レストラン食品、飲料、レストラン食品、飲料、レストラン    
                (2) (2) (2) (2) 運送・倉庫業運送・倉庫業運送・倉庫業運送・倉庫業    ････････････････････    運送・倉庫業運送・倉庫業運送・倉庫業運送・倉庫業    
            ３．すべての営業費用は各セグメントに配分されているため、配賦不能営業費用はありません。３．すべての営業費用は各セグメントに配分されているため、配賦不能営業費用はありません。３．すべての営業費用は各セグメントに配分されているため、配賦不能営業費用はありません。３．すべての営業費用は各セグメントに配分されているため、配賦不能営業費用はありません。    
            ４．「その他の事業」として認識しております保険代理業につきましては、その重要性が僅少でありま４．「その他の事業」として認識しております保険代理業につきましては、その重要性が僅少でありま４．「その他の事業」として認識しております保険代理業につきましては、その重要性が僅少でありま４．「その他の事業」として認識しております保険代理業につきましては、その重要性が僅少でありま

すので、運送・倉庫業に含めて記載しております。すので、運送・倉庫業に含めて記載しております。すので、運送・倉庫業に含めて記載しております。すので、運送・倉庫業に含めて記載しております。    
            ５．従来、事業の種類別セグメント情報は、売上高の合計および営業利益の合計額に占める食料品の割５．従来、事業の種類別セグメント情報は、売上高の合計および営業利益の合計額に占める食料品の割５．従来、事業の種類別セグメント情報は、売上高の合計および営業利益の合計額に占める食料品の割５．従来、事業の種類別セグメント情報は、売上高の合計および営業利益の合計額に占める食料品の割

合がいずれも合がいずれも合がいずれも合がいずれも 90909090％を越えておりましたため記載を省略しておりましたが、当連結会計年度において、％を越えておりましたため記載を省略しておりましたが、当連結会計年度において、％を越えておりましたため記載を省略しておりましたが、当連結会計年度において、％を越えておりましたため記載を省略しておりましたが、当連結会計年度において、
運送・倉庫業の重要性が増したため、当連結会計年度から開示しております。運送・倉庫業の重要性が増したため、当連結会計年度から開示しております。運送・倉庫業の重要性が増したため、当連結会計年度から開示しております。運送・倉庫業の重要性が増したため、当連結会計年度から開示しております。    

    

前連結会計年度（自平成前連結会計年度（自平成前連結会計年度（自平成前連結会計年度（自平成 14141414 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日    至平成至平成至平成至平成 15151515 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）日）日）日）    

全セグメントの売上高の合計、営業利益および全セグメントの資産の金額の合計額に占める食料品の製造全セグメントの売上高の合計、営業利益および全セグメントの資産の金額の合計額に占める食料品の製造全セグメントの売上高の合計、営業利益および全セグメントの資産の金額の合計額に占める食料品の製造全セグメントの売上高の合計、営業利益および全セグメントの資産の金額の合計額に占める食料品の製造

販売事業の割合がいずれも販売事業の割合がいずれも販売事業の割合がいずれも販売事業の割合がいずれも 90909090％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており

ます。ます。ます。ます。    

    

２．所在地別セグメント情報２．所在地別セグメント情報２．所在地別セグメント情報２．所在地別セグメント情報     

当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成 15151515 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日    至平成至平成至平成至平成 16161616 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）および前連結会計年度（自平成日）および前連結会計年度（自平成日）および前連結会計年度（自平成日）および前連結会計年度（自平成 14141414 年年年年 4444 月月月月 1111

日日日日    至平成至平成至平成至平成 15151515 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）日）日）日）    

全セグメントの売全セグメントの売全セグメントの売全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本国の割合がいずれも上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本国の割合がいずれも上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本国の割合がいずれも上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計額に占める本国の割合がいずれも

90909090％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。    
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３．海外売上高３．海外売上高３．海外売上高３．海外売上高     

当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成 15151515 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日    至平成至平成至平成至平成 16161616 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）および前連結会計年度（自平成日）および前連結会計年度（自平成日）および前連結会計年度（自平成日）および前連結会計年度（自平成 14141414 年年年年 4444 月月月月 1111

日日日日    至平成至平成至平成至平成 15151515 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）日）日）日）    

海外売上高がいずれも連結売上高の海外売上高がいずれも連結売上高の海外売上高がいずれも連結売上高の海外売上高がいずれも連結売上高の 10101010％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。    

    

    

関関関関    連連連連    当当当当    事事事事    者者者者    とととと    のののの    取取取取    引引引引    

    

当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成当連結会計年度（自平成 15151515 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日    至平成至平成至平成至平成 16161616 年年年年 3333 月月月月 31313131 日）日）日）日）    

１．子会社等１．子会社等１．子会社等１．子会社等     

関係内容関係内容関係内容関係内容    属性属性属性属性    会社等会社等会社等会社等    

の名称の名称の名称の名称    

住所住所住所住所    資本金資本金資本金資本金    

((((百万円百万円百万円百万円))))    

事業の内容事業の内容事業の内容事業の内容    

または職業または職業または職業または職業    

議決権等の議決権等の議決権等の議決権等の    

所有（被所所有（被所所有（被所所有（被所    

有）割合有）割合有）割合有）割合    
事業上の事業上の事業上の事業上の    

関係関係関係関係    

取引の取引の取引の取引の    

内容内容内容内容    

取引金額取引金額取引金額取引金額    

((((百万円百万円百万円百万円))))    

科目科目科目科目    期末残高期末残高期末残高期末残高

((((百万円百万円百万円百万円))))    

支払手形支払手形支払手形支払手形    143143143143    関連関連関連関連    

会社会社会社会社    

サンヨーサンヨーサンヨーサンヨー    

缶詰㈱缶詰㈱缶詰㈱缶詰㈱    

福島県福島県福島県福島県    

福島市福島市福島市福島市    
155155155155    

ﾃﾞｻﾞｰﾄ製品等ﾃﾞｻﾞｰﾄ製品等ﾃﾞｻﾞｰﾄ製品等ﾃﾞｻﾞｰﾄ製品等

の製造販売の製造販売の製造販売の製造販売    

（所有）（所有）（所有）（所有）    

直接直接直接直接    29.529.529.529.5％％％％    

当社製品当社製品当社製品当社製品    

の製造の製造の製造の製造    

製品製造製品製造製品製造製品製造    

の委託の委託の委託の委託    
3,2023,2023,2023,202    

買掛金買掛金買掛金買掛金    167167167167    

（注）１．上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等（注）１．上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等（注）１．上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等（注）１．上記金額のうち取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてが含まれてが含まれてが含まれて    

おります。おります。おります。おります。    

            ２．取引条件および取引条件の決定方針については、一般取引先と同様であります。２．取引条件および取引条件の決定方針については、一般取引先と同様であります。２．取引条件および取引条件の決定方針については、一般取引先と同様であります。２．取引条件および取引条件の決定方針については、一般取引先と同様であります。    

    

    



連連連連 ----28282828     

生産、受注および販売の状況生産、受注および販売の状況生産、受注および販売の状況生産、受注および販売の状況    
    
１．生産実績１．生産実績１．生産実績１．生産実績     

生産実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。生産実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。生産実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。生産実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。    

                                        （ 単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）     

区区区区             分分分分     
当 連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度     

( H 1 5 . 4 . 1( H 1 5 . 4 . 1( H 1 5 . 4 . 1( H 1 5 . 4 . 1～～～～ H1 6 . 3 . 3 1 )H 1 6 . 3 . 3 1 )H 1 6 . 3 . 3 1 )H 1 6 . 3 . 3 1 )     

前 連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度     

( H 1 4 . 4 . 1( H 1 4 . 4 . 1( H 1 4 . 4 . 1( H 1 4 . 4 . 1～～～～ H1 5 . 3 . 3 1 )H 1 5 . 3 . 3 1 )H 1 5 . 3 . 3 1 )H 1 5 . 3 . 3 1 )     
        ( % )( % )( % )( % )         ( % )( % )( % )( % )     

香 辛食品類香辛食品類香辛食品類香辛食品類     

加 工食品類加工食品類加工食品類加工食品類     

調 理済食品類調理済食品類調理済食品類調理済食品類     

飲 料・ ｽﾅｯｸ類 他飲料・ ｽﾅｯｸ類 他飲料・ ｽﾅｯｸ類 他飲料・ ｽﾅｯｸ類 他     

63,62963,62963,62963,629     

34,73234,73234,73234,732     

34,96634,96634,96634,966     

29,29929,29929,29929,299     

39.139.139.139.1     

21.421.421.421.4     

21.521.521.521.5     

18.018.018.018.0     

64,39364,39364,39364,393     

38,43038,43038,43038,430     

36,50636,50636,50636,506     

27,09527,09527,09527,095     

38.738.738.738.7     

23.123.123.123.1     

21.921.921.921.9     

16.316.316.316.3     

合合合合                 計計計計     162,627162,627162,627162,627     100.0100.0100.0100.0     166,426166,426166,426166,426     100.0100.0100.0100.0     

（ 注 ）（ 注 ）（ 注 ）（ 注 ） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。上記の金額には、消費税等は含まれておりません。上記の金額には、消費税等は含まれておりません。上記の金額には、消費税等は含まれておりません。     

    

２．受注状況２．受注状況２．受注状況２．受注状況     

主要製品の受注生産は行っておりません。主要製品の受注生産は行っておりません。主要製品の受注生産は行っておりません。主要製品の受注生産は行っておりません。     

    

３．販売実績３．販売実績３．販売実績３．販売実績     

販売実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。販売実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。販売実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。販売実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。    

                                            （ 単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）     

区区区区             分分分分     
当 連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度当連結会計年度     

( H 1 5 . 4 . 1( H 1 5 . 4 . 1( H 1 5 . 4 . 1( H 1 5 . 4 . 1～～～～ H1 6 . 3 . 3 1 )H 1 6 . 3 . 3 1 )H 1 6 . 3 . 3 1 )H 1 6 . 3 . 3 1 )     

前 連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度     

( H 1 4 . 4 . 1( H 1 4 . 4 . 1( H 1 4 . 4 . 1( H 1 4 . 4 . 1～～～～ H1 5 . 3 . 3 1 )H 1 5 . 3 . 3 1 )H 1 5 . 3 . 3 1 )H 1 5 . 3 . 3 1 )     
            ( % )( % )( % )( % )         ( % )( % )( % )( % )     

    

香 辛食品類香辛食品類香辛食品類香辛食品類     

加 工食品類加工食品類加工食品類加工食品類     

調 理済食品類調理済食品類調理済食品類調理済食品類     

飲 料・ ｽﾅｯｸ類 他飲料・ ｽﾅｯｸ類 他飲料・ ｽﾅｯｸ類 他飲料・ ｽﾅｯｸ類 他     

63,17663,17663,17663,176     

37,00737,00737,00737,007     

40,17040,17040,17040,170     

39,52139,52139,52139,521     

33.533.533.533.5     

19.719.719.719.7     

21.321.321.321.3     

21.021.021.021.0     

64,47564,47564,47564,475     

40,44540,44540,44540,445     

39,79539,79539,79539,795     

39,29439,29439,29439,294     

33.733.733.733.7     

21.121.121.121.1     

20.820.820.820.8     

20.520.520.520.5     

食 料食 料食 料食 料 品品品品    179,874179,874179,874179,874     95.595.595.595.5     184,010184,010184,010184,010     96.196.196.196.1     

運 送・倉庫業他運送・倉庫業他運送・倉庫業他運送・倉庫業他     8,5108,5108,5108,510     4.54.54.54.5     7,4027,4027,4027,402     3333 .9.9.9.9     

合合合合                 計計計計     188,384188,384188,384188,384     100.0100.0100.0100.0     191,413191,413191,413191,413     100.0100.0100.0100.0     

（ 注 ）上 記 の金 額には 、 消費 税 等は 含まれ て おり ま せん 。（ 注 ）上 記 の金 額には 、 消費 税 等は 含まれ て おり ま せん 。（ 注 ）上 記 の金 額には 、 消費 税 等は 含まれ て おり ま せん 。（ 注 ）上 記 の金 額には 、 消費 税 等は 含まれ て おり ま せん 。     



                        

平成平成平成平成    16161616    年年年年    3333    月期月期月期月期            個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要           平成 16 年 5 月 14 日 
上 場 会 社 名         ハウス食品株式会社                上場取引所    東・大 
コ ー ド 番 号           ２８１０                             本社所在都道府県 大阪府 
（ＵＲＬ  http://www.housefoods.co.jp/） 
代  表  者 役職名 代表取締役   氏名 小瀬 昉 
問合せ先責任者 役職名 総務部長    氏名 加藤智一   ＴＥＬ (０６)６７８８－１２３１ 
決算取締役会開催日 平成 16 年 5 月 14 日          中間配当制度の有無  無 
定時株主総会開催日 平成 16 年 6 月 29 日          単元株制度採用の有無  有(１単元 100 株) 
 
 
１．16 年 3 月期の業績(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績                              （単位：百万円未満四捨五入） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

159,374   △2.3 
163,123   △0.8 

5,307   △24.3 
7,005   14.8 

6,460   △21.0 
8,178   10.7 

 
 

当期純利益 1株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 百万円   ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

3,234   △35.6 
5,020    62.7 

28    75 
44  24 

―  
43  75 

1.9 
3.0 

3.1 
3.8 

4.1 
5.0 

(注)①期中平均株式数 16年3月期 110,337,860株  15年3月期 111,971,493株 
   ②会計処理の方法の変更   無 
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
  ④記載金額は、従来、百万円未満を切り捨てて記載しておりましたが、16年3月期分より百万円未満を四捨五入して記

載することに変更しております。 
 
(2)配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中間 期末 
配当金総額 
（年間） 配当性向 株主資本 

配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

19  00 
19  00 

－  
－  

19  00 
19  00 

2,093     
2,105   

66.1 
42.9 

1.2 
1.3 

(注) 16年3月期期末配当金の内訳  記念配当 0円00銭  特別配当 0円00銭 
 
(3)財政状態 
 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

16 年 3 月期 
15 年 3 月期 

210,740   
206,991   

169,917   
166,941   

80.6 
80.7 

1,541    64 
1,505  91 

(注) ①期末発行済株式数  16年3月期 110,178,346株  15年3月期 110,812,517株 
②期末自己株式数    16年3月期 700,388株  15年3月期 66,217株 

 
 
２．17 年 3 月期の業績予想(平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中間 期 末  
 百万円 百万円 百万円  円 銭 円 銭 

中 間 期 
通   期 

81,000     
164,000     

3,300     
8,100     

2,200     
5,100     

－  
－  

－ 
19 00  

－ 
19 00  

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 45 円 73 銭 
   営業利益（中間期） 2,800 百万円  （通期） 7,000 百万円 

上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれてお
ります。実際の業績は、今後様々な要因によって記載の予想数値と異なる可能性があります。なお、
上記予想に関する事項は、添付資料の連-11 ページをご参照下さい。 



個　別　財　務　諸　表　等  

１．比較貸借対照表
（単位：百万円）

科　　　　　目 　

 流 　動　 資　 産 《 93,692 》 《 94,057 》 《 △ 366 》

　 現 金 ・ 預 金 47,386 40,945 6,440

　 受 取 手 形 363 721 △ 359

　 売 掛 金 30,042 31,228 △ 1,187

　 有 価 証 券 4,852 9,657 △ 4,805

　 製 商 品 5,492 5,527 △ 36

　 原 材 料 1,738 1,688 50

　 仕 掛 品 597 586 10

　 貯 蔵 品 623 579 43

繰 延 税 金 資 産 688 677 10

　 そ の 他 の 流 動 資 産 1,911 2,445 △ 534

　 貸 倒 引 当 金 △ 0 △ 0 0

 固　 定　 資　 産 《 117,049 》 《 112,934 》 《 4,115 》

有 形 固 定 資 産 （ 46,449 ） （ 47,702 ） （ △ 1,253 ）

建 物 17,374 18,971 △ 1,597

構 築 物 979 1,025 △ 47

機 械 装 置 8,903 9,990 △ 1,088

車 両 運 搬 具 102 145 △ 43

工 具 器 具 備 品 858 997 △ 140

土 地 18,013 16,435 1,578

建 設 仮 勘 定 220 136 84

無 形 固 定 資 産 （ 753 ） （ 174 ） （ 578 ）

電 話 加 入 権 46 45 0

ソ フ ト ウ ェ ア 181 116 65

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 515 － 515
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 11 12 △ 1

投資その他の資産 （ 69,847 ） （ 65,057 ） （ 4,789 ）

投 資 有 価 証 券 51,131 50,610 520

関 係 会 社 株 式 8,887 7,366 1,521

出 資 金 1,050 394 656

長 期 貸 付 金 2,826 1,495 1,331

差 入 保 証 金 1,417 1,489 △ 72

長 期 前 払 費 用 15 26 △ 11

繰 延 税 金 資 産 2,186 3,948 △ 1,762

長 期 定 期 預 金 2,500 － 2,500

そ の 他 の 投 資 等 97 70 26

貸 倒 引 当 金 △ 263 △ 343 81

資    産    合    計 210,740 206,991 3,749

資　　　　産　　　　の　　　　部

増 減 額
当事業年度末
（Ｈ16.3.31現在）

前事業年度末
（Ｈ15.3.31現在）

単-2



（単位：百万円）

科　　　　　目 　

 流   動   負   債 《 29,889 》 《 30,425 》 《 △ 536 》

　 支 払 手 形 2,278 2,599 △ 321

　 買 掛 金 12,706 11,879 826

　 未 払 金 11,161 11,867 △ 707

　 未 払 法 人 税 等 1,384 2,617 △ 1,233

　 未 払 費 用 1,868 761 1,107

　 預 り 金 87 191 △ 104

　 そ の 他 の 流 動 負 債 405 508 △ 104

 固   定   負   債 《 10,935 》 《 9,625 》 《 1,310 》

退 職 給 付 引 当 金 9,364 8,157 1,207

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 936 822 113

預 り 保 証 金 635 645 △ 10

負    債    合    計 40,824 40,050 773

 資    本    金 《 9,948 》 《 9,948 》 《 － 》

 資  本  剰  余  金 《 23,815 》 《 23,815 》 《 － 》

資 本 準 備 金 23,815 23,815 －

 利　益　剰　余　金 《 131,258 》 《 130,197 》 《 1,061 》

利 益 準 備 金 2,487 2,487 －

任 意 積 立 金

別　途　積　立　金 124,400 123,400 1,000

当期未処分利益 4,371 4,309 61

 その他有価証券評価差額金 《 5,648 》 《 3,053 》 《 2,595 》

 自　己　株　式 《△ 753 》 《 △ 72 》 《 △ 680 》

資  　本 　 合　  計 169,917 166,941 2,975

     負 債 ・ 資 本 合 計 210,740 206,991 3,749

資　　　　本　　　　の　　　　部

負　　　　債　　　　の　　　　部

当期末
（Ｈ16.3.31現在）

前期末
（Ｈ15.3.31現在）

増減額

単-3



２．比較損益計算書
（単位：百万円）

159,374 163,123 △ 3,749
76,424 78,763 △ 2,339

売 上 総 利 益 82,950 84,359 △ 1,409

販売費及び一般管理費 77,644 77,353 290
営 業 利 益 5,307 7,005 △ 1,699

営  業  外  収  益
1,090 1,352 △ 263
376 500 △ 125
199 247 △ 49

14 194 △ 181
159 312 △ 153
337 420 △ 84

6,460 8,178 △ 1,718

14 － 14
4 601 △ 597
0 431 △ 431
－ 2,567 △ 2,567
－ 155 △ 155

206 550 △ 345
33 886 △ 853
－ 1,107 △ 1,107
10 131 △ 122
80 － 80

6,149 9,257 △ 3,108

2,942 4,056 △ 1,115

△ 27 179 △ 206

3,234 5,020 △ 1,787

1,137 937 199

－ 1,648 △ 1,648

4,371 4,309 61

関 係 会 社 清 算 損

厚 生 年 金 代 行 返 上 差 益

自 己 株 式 買 入 消 却 額

当 期 未 処 分 利 益

ゴ ル フ 会 員 権 等 評 価 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

関 係 会 社 株 式 評 価 損

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入
投 資 有 価 証 券 売 却 益

そ の 他

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損
投 資 有 価 証 券 評 価 損

そ の 他

経 常 利 益

営 業 外 費 用

賃 貸 物 件 費 用
支 払 利 息

前事業年度
（Ｈ14.4.1～Ｈ15.3.31）

増 減 額　　　科                    目

そ の 他

当事業年度
（Ｈ15.4.1～Ｈ16.3.31）

賃 貸 物 件 収 益

売 上 高
売 上 原 価

受 取 利 息 ・ 配 当 金
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３．比較利益処分案 　

（単位：百万円） 　

　

　

当 期 未 処 分 利 益 4,371 4,309

これを次のとおり処分いたします。

配 当 金 2,093 2,105

（ １ 株 当 た り 配 当 金 ） （普通配当１９円００銭） （普通配当１９円００銭）

取 締 役 賞 与 金 47 51

監 査 役 賞 与 金 15 15

別 途 積 立 金 1,000 1,000

次 期 繰 越 利 益 1,216 1,136

当事業年度
（Ｈ15.4.1～Ｈ16.3.31）

前事業年度
（Ｈ14.4.1～Ｈ15.3.31）

単-5
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４．財務諸表作成の基本となる重要な事項４．財務諸表作成の基本となる重要な事項４．財務諸表作成の基本となる重要な事項４．財務諸表作成の基本となる重要な事項    

（１）有価証券の評価基準および評価方法（１）有価証券の評価基準および評価方法（１）有価証券の評価基準および評価方法（１）有価証券の評価基準および評価方法    

満期保有目的債券満期保有目的債券満期保有目的債券満期保有目的債券    …………………………………………………………………………    償却原価法償却原価法償却原価法償却原価法    

子会社および関連会社株式子会社および関連会社株式子会社および関連会社株式子会社および関連会社株式    ………………………………    総平均法による原価法総平均法による原価法総平均法による原価法総平均法による原価法    

その他有価証券その他有価証券その他有価証券その他有価証券        
時価のあるもの時価のあるもの時価のあるもの時価のあるもの    ………………………………………………………………    決算日の市場価格等に基づく時価法決算日の市場価格等に基づく時価法決算日の市場価格等に基づく時価法決算日の市場価格等に基づく時価法    
                                                            （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動    
                                                                平均法により算定）平均法により算定）平均法により算定）平均法により算定）    

時価のないもの時価のないもの時価のないもの時価のないもの    ………………………………………………………………    総平均法による原価法総平均法による原価法総平均法による原価法総平均法による原価法    

（２）たな卸資産の評価基準および評価方法（２）たな卸資産の評価基準および評価方法（２）たな卸資産の評価基準および評価方法（２）たな卸資産の評価基準および評価方法    

①①①①    製商品、原材製商品、原材製商品、原材製商品、原材料、仕掛品料、仕掛品料、仕掛品料、仕掛品    …………………………………………    総平均法による原価法総平均法による原価法総平均法による原価法総平均法による原価法    

②②②②    貯蔵品貯蔵品貯蔵品貯蔵品    ………………………………………………………………………………………………………………………………    先入先出法による原価法先入先出法による原価法先入先出法による原価法先入先出法による原価法    

（３）固定資産の減価償却の方法（３）固定資産の減価償却の方法（３）固定資産の減価償却の方法（３）固定資産の減価償却の方法    

①①①①    有形固定資産有形固定資産有形固定資産有形固定資産    …………    建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外については定率法建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外については定率法建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外については定率法建物（建物附属設備を除く）は定額法、建物以外については定率法    

但し、当社は、機械装置の一部について経済的使用可能年数を勘案して、法定耐用年数を短縮但し、当社は、機械装置の一部について経済的使用可能年数を勘案して、法定耐用年数を短縮但し、当社は、機械装置の一部について経済的使用可能年数を勘案して、法定耐用年数を短縮但し、当社は、機械装置の一部について経済的使用可能年数を勘案して、法定耐用年数を短縮

しております。なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。しております。なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。しております。なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。しております。なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。    
建建建建        物物物物                        ３～５０年３～５０年３～５０年３～５０年    
機械装置機械装置機械装置機械装置                        ７～１５年７～１５年７～１５年７～１５年    

②②②②    無形固定資産無形固定資産無形固定資産無形固定資産    …………    定額法定額法定額法定額法    

但し、ソフトウェアについては、見込利用可能期間（５但し、ソフトウェアについては、見込利用可能期間（５但し、ソフトウェアについては、見込利用可能期間（５但し、ソフトウェアについては、見込利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。年）に基づく定額法によっております。年）に基づく定額法によっております。年）に基づく定額法によっております。    

（４）引当金の計上基準（４）引当金の計上基準（４）引当金の計上基準（４）引当金の計上基準    

①①①①    貸倒引当金貸倒引当金貸倒引当金貸倒引当金    ……………………………………………………    債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。回収不能見込額を計上しております。回収不能見込額を計上しております。回収不能見込額を計上しております。    

②②②②    退職給付引当金退職給付引当金退職給付引当金退職給付引当金    ………………………………    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
および年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していおよび年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していおよび年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していおよび年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生してい
ると認められる額を計上しております。ると認められる額を計上しております。ると認められる額を計上しております。ると認められる額を計上しております。    
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年一定の年一定の年一定の年数（数（数（数（10101010年）による定額法により翌事業年度から費用処理して年）による定額法により翌事業年度から費用処理して年）による定額法により翌事業年度から費用処理して年）による定額法により翌事業年度から費用処理して
おります。おります。おります。おります。    

③③③③    役員退職慰労引当金役員退職慰労引当金役員退職慰労引当金役員退職慰労引当金    …………    役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく役員の退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金内規に基づく
期末要支給額を計上しております。期末要支給額を計上しております。期末要支給額を計上しております。期末要支給額を計上しております。    

（５）外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準（５）外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準（５）外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準（５）外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準    

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。ております。ております。ております。    

（６）リース取引の処理方法（６）リース取引の処理方法（６）リース取引の処理方法（６）リース取引の処理方法    

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引についてリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引についてリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引についてリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によは、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によは、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によは、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。っております。っております。っております。    

（７）消費税等の処理方法（７）消費税等の処理方法（７）消費税等の処理方法（７）消費税等の処理方法    

消費税等については、税抜処理を行っております。消費税等については、税抜処理を行っております。消費税等については、税抜処理を行っております。消費税等については、税抜処理を行っております。
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（８）配当制限（８）配当制限（８）配当制限（８）配当制限    

商法施行規則第商法施行規則第商法施行規則第商法施行規則第124124124124条第条第条第条第3333項に係る純資産額項に係る純資産額項に係る純資産額項に係る純資産額はははは5,6485,6485,6485,648百万円であります。百万円であります。百万円であります。百万円であります。    

    

    

    

【注記事項】【注記事項】【注記事項】【注記事項】    

    

（１）有形固定資産の減価償却累計額（１）有形固定資産の減価償却累計額（１）有形固定資産の減価償却累計額（１）有形固定資産の減価償却累計額    （（（（当 事 業 年当 事 業 年当 事 業 年当 事 業 年 度度度度））））    85,96185,96185,96185,961    百万円百万円百万円百万円            

    （（（（前 事 業 年前 事 業 年前 事 業 年前 事 業 年 度度度度））））    84,76284,76284,76284,762    百万円百万円百万円百万円            

（２）関係会社に対する短期金銭債権（２）関係会社に対する短期金銭債権（２）関係会社に対する短期金銭債権（２）関係会社に対する短期金銭債権    （（（（当 事 業 年当 事 業 年当 事 業 年当 事 業 年 度度度度））））    575575575575    百万円百万円百万円百万円            

    （（（（前 事 業 年前 事 業 年前 事 業 年前 事 業 年 度度度度））））    1,2961,2961,2961,296    百万円百万円百万円百万円            

関係会社に対する長期金銭債権関係会社に対する長期金銭債権関係会社に対する長期金銭債権関係会社に対する長期金銭債権    （（（（当 事 業 年当 事 業 年当 事 業 年当 事 業 年 度度度度））））    2,8092,8092,8092,809    百万円百万円百万円百万円            

    （（（（前 事 業 年前 事 業 年前 事 業 年前 事 業 年 度度度度））））    1,4761,4761,4761,476    百万円百万円百万円百万円            

関係会社に対する短期金銭債務関係会社に対する短期金銭債務関係会社に対する短期金銭債務関係会社に対する短期金銭債務    （（（（当 事 業 年当 事 業 年当 事 業 年当 事 業 年 度度度度））））    2,6912,6912,6912,691    百万円百万円百万円百万円            

    （（（（前 事 業 年前 事 業 年前 事 業 年前 事 業 年 度度度度））））    2,5742,5742,5742,574    百万円百万円百万円百万円            

（３）偶発債務（３）偶発債務（３）偶発債務（３）偶発債務                        

当社従業員の住宅資金融資借入当社従業員の住宅資金融資借入当社従業員の住宅資金融資借入当社従業員の住宅資金融資借入    （（（（当 事 業 年当 事 業 年当 事 業 年当 事 業 年 度度度度））））    96969696    百万円百万円百万円百万円            

に対する債務保証に対する債務保証に対する債務保証に対する債務保証    （（（（前 事 業 年前 事 業 年前 事 業 年前 事 業 年 度度度度））））    143143143143    百万円百万円百万円百万円            

                        

（４（４（４（４）自己株式）自己株式）自己株式）自己株式    （（（（当 事 業 年当 事 業 年当 事 業 年当 事 業 年 度度度度））））    700,388700,388700,388700,388 株株株株    753753753753    百万円百万円百万円百万円    

    （（（（前 事 業 年前 事 業 年前 事 業 年前 事 業 年 度度度度））））    66,21766,21766,21766,217 株株株株    72727272    百万円百万円百万円百万円    

（５）ゴルフ会員権等評価損（５）ゴルフ会員権等評価損（５）ゴルフ会員権等評価損（５）ゴルフ会員権等評価損    

ゴルフ会員権等評価損ゴルフ会員権等評価損ゴルフ会員権等評価損ゴルフ会員権等評価損10101010百万百万百万百万円のうち、円のうち、円のうち、円のうち、2222百万円は貸倒引当金繰入額であります。百万円は貸倒引当金繰入額であります。百万円は貸倒引当金繰入額であります。百万円は貸倒引当金繰入額であります。    
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リリリリ    ーーーー    スススス    取取取取    引引引引    
    

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引    

１．１．１．１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額     

取 得 価 額 相 当 額取 得 価 額 相 当 額取 得 価 額 相 当 額取 得 価 額 相 当 額    （当事業年度）（当事業年度）（当事業年度）（当事業年度）    （前事業年度）（前事業年度）（前事業年度）（前事業年度）    

機 械 装 置機 械 装 置機 械 装 置機 械 装 置    4,3324,3324,3324,332 百万円百万円百万円百万円    4,3734,3734,3734,373 百万円百万円百万円百万円    
工具器具備品工具器具備品工具器具備品工具器具備品    891891891891 百万円百万円百万円百万円    1,4871,4871,4871,487 百万円百万円百万円百万円    
車両運車両運車両運車両運搬搬搬搬具具具具    16161616 百万円百万円百万円百万円    0000 百万円百万円百万円百万円    
合合合合    計計計計    5,2405,2405,2405,240 百万円百万円百万円百万円    5,8615,8615,8615,861 百万円百万円百万円百万円    

            
減価償却累計額相当額減価償却累計額相当額減価償却累計額相当額減価償却累計額相当額    （当事業年度）（当事業年度）（当事業年度）（当事業年度）    （前事業年度）（前事業年度）（前事業年度）（前事業年度）    

機 械 装 置機 械 装 置機 械 装 置機 械 装 置    3,2763,2763,2763,276 百万円百万円百万円百万円    2,5882,5882,5882,588 百万円百万円百万円百万円    
工具器具備品工具器具備品工具器具備品工具器具備品    449449449449 百万円百万円百万円百万円    939939939939 百万円百万円百万円百万円    
車両運搬車両運搬車両運搬車両運搬具具具具    1111 百万円百万円百万円百万円    0000 百万円百万円百万円百万円    
合合合合    計計計計    3,7263,7263,7263,726 百万円百万円百万円百万円    3,5273,5273,5273,527 百万円百万円百万円百万円    
            

期末残高相当額期末残高相当額期末残高相当額期末残高相当額    （当事業年度）（当事業年度）（当事業年度）（当事業年度）    （前事業年度）（前事業年度）（前事業年度）（前事業年度）    

機 械 装 置機 械 装 置機 械 装 置機 械 装 置    1,0561,0561,0561,056 百万円百万円百万円百万円    1,71,71,71,785858585 百万円百万円百万円百万円    
工具器具備品工具器具備品工具器具備品工具器具備品    442442442442 百万円百万円百万円百万円    548548548548 百万円百万円百万円百万円    
車両運搬車両運搬車両運搬車両運搬具具具具    15151515 百万円百万円百万円百万円    0000 百万円百万円百万円百万円    
合合合合    計計計計    1,5141,5141,5141,514 百万円百万円百万円百万円    2,3342,3342,3342,334 百万円百万円百万円百万円    

    
２．未経過リース料期末残高相当額２．未経過リース料期末残高相当額２．未経過リース料期末残高相当額２．未経過リース料期末残高相当額    

    （当事業年度）（当事業年度）（当事業年度）（当事業年度）    （前事業年度）（前事業年度）（前事業年度）（前事業年度）    

１年以内１年以内１年以内１年以内    919919919919 百万円百万円百万円百万円    1,0201,0201,0201,020 百万円百万円百万円百万円    
１１１１    年年年年    超超超超    595595595595 百万円百万円百万円百万円    1,3131,3131,3131,313 百万円百万円百万円百万円    
合合合合        計計計計    1,5141,5141,5141,514 百万円百万円百万円百万円    2,3342,3342,3342,334 百万円百万円百万円百万円    

    
３．支払リース料および減価償却費相当額３．支払リース料および減価償却費相当額３．支払リース料および減価償却費相当額３．支払リース料および減価償却費相当額    

    （当事業年度）（当事業年度）（当事業年度）（当事業年度）    （前事業年度）（前事業年度）（前事業年度）（前事業年度）    

支 払 リ ー ス 料支 払 リ ー ス 料支 払 リ ー ス 料支 払 リ ー ス 料    1,0351,0351,0351,035 百万円百万円百万円百万円    1,1661,1661,1661,166 百万円百万円百万円百万円    
減価償却費相当額減価償却費相当額減価償却費相当額減価償却費相当額    1,0351,0351,0351,035 百万円百万円百万円百万円    1,1661,1661,1661,166 百万円百万円百万円百万円    

    
４．減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする４．減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする４．減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする４．減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。定額法によっております。定額法によっております。定額法によっております。    
    

５．上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み５．上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み５．上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み５．上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み    
法によっております。法によっております。法によっております。法によっております。    

    

有有有有        価価価価        証証証証        券券券券    
    

１．関連会社株式で時価のあるもの１．関連会社株式で時価のあるもの１．関連会社株式で時価のあるもの１．関連会社株式で時価のあるもの    
    （当事業年度）（当事業年度）（当事業年度）（当事業年度）    （前事業年度）（前事業年度）（前事業年度）（前事業年度）    

貸借対照表計上額貸借対照表計上額貸借対照表計上額貸借対照表計上額    3,0363,0363,0363,036 百万円百万円百万円百万円    3,0353,0353,0353,035 百万円百万円百万円百万円    
時時時時                価価価価        6,7866,7866,7866,786 百万円百万円百万円百万円    3,7123,7123,7123,712 百万円百万円百万円百万円    
差差差差                額額額額        3,7503,7503,7503,750 百万円百万円百万円百万円    677677677677 百万円百万円百万円百万円    

 

当事業年度および前事業年度のいずれにおいても、子会社株式で時価のあるものは当事業年度および前事業年度のいずれにおいても、子会社株式で時価のあるものは当事業年度および前事業年度のいずれにおいても、子会社株式で時価のあるものは当事業年度および前事業年度のいずれにおいても、子会社株式で時価のあるものは
ありません。ありません。ありません。ありません。     



単単単単----9999    

税税税税    効効効効    果果果果    会会会会    計計計計    
    

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳    

    （当事業年度）（当事業年度）（当事業年度）（当事業年度）

繰延税金資産繰延税金資産繰延税金資産繰延税金資産        

退職給付引当金退職給付引当金退職給付引当金退職給付引当金    4,8064,8064,8064,806 百万円百万円百万円百万円    

未払金未払金未払金未払金    856856856856 百万円百万円百万円百万円    

投資有価証券等評価損投資有価証券等評価損投資有価証券等評価損投資有価証券等評価損    628628628628 百万円百万円百万円百万円    

未払賞与未払賞与未払賞与未払賞与    546546546546 百万円百万円百万円百万円    

役員退職慰労引当金役員退職慰労引当金役員退職慰労引当金役員退職慰労引当金    381381381381 百万円百万円百万円百万円    

たな卸資産評価損たな卸資産評価損たな卸資産評価損たな卸資産評価損    153153153153 百万円百万円百万円百万円    

未払事業税未払事業税未払事業税未払事業税    135135135135 百万円百万円百万円百万円    

貸倒引当金貸倒引当金貸倒引当金貸倒引当金    102102102102 百万円百万円百万円百万円    

その他その他その他その他    227227227227 百万円百万円百万円百万円    

（繰延税金資産の合計）（繰延税金資産の合計）（繰延税金資産の合計）（繰延税金資産の合計）    7,8337,8337,8337,833 百万円百万円百万円百万円    

繰延税金負債繰延税金負債繰延税金負債繰延税金負債        

その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金    3,8753,8753,8753,875 百万円百万円百万円百万円    

厚生年金代行返上差益厚生年金代行返上差益厚生年金代行返上差益厚生年金代行返上差益    1,0451,0451,0451,045 百万円百万円百万円百万円    

その他その他その他その他    39393939 百万円百万円百万円百万円    

（繰延税金負債の合計）（繰延税金負債の合計）（繰延税金負債の合計）（繰延税金負債の合計）    4,9594,9594,9594,959 百万円百万円百万円百万円    

繰延税金資産の純額繰延税金資産の純額繰延税金資産の純額繰延税金資産の純額    2,8742,8742,8742,874 百万円百万円百万円百万円    

    
 
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な     

項目別の内訳項目別の内訳項目別の内訳項目別の内訳     
                

法定実効税率法定実効税率法定実効税率法定実効税率    42.05%42.05%42.05%42.05%    
    （調整）（調整）（調整）（調整）        
        交際費等永久に損金に算入交際費等永久に損金に算入交際費等永久に損金に算入交際費等永久に損金に算入    

されない項目されない項目されない項目されない項目    
2.27%2.27%2.27%2.27%    

        受取配当金等永久に益金に受取配当金等永久に益金に受取配当金等永久に益金に受取配当金等永久に益金に算入算入算入算入    
されない項目されない項目されない項目されない項目    

△△△△1.22%1.22%1.22%1.22%    

        住民税均等割等住民税均等割等住民税均等割等住民税均等割等    1.11%1.11%1.11%1.11%    
        法定実効税率の変更による影響法定実効税率の変更による影響法定実効税率の変更による影響法定実効税率の変更による影響    0.38%0.38%0.38%0.38%    
        過年度一時差異調整過年度一時差異調整過年度一時差異調整過年度一時差異調整    7.72%7.72%7.72%7.72%    
        試験研究費等税額控除試験研究費等税額控除試験研究費等税額控除試験研究費等税額控除    △△△△4.83%4.83%4.83%4.83%    
        その他その他その他その他                                                            △△△△0.07%0.07%0.07%0.07%    

税効果会計適用後の法人税等の負担率税効果会計適用後の法人税等の負担率税効果会計適用後の法人税等の負担率税効果会計適用後の法人税等の負担率    47.41%47.41%47.41%47.41%    
 

    



単単単単----10101010    

製品類別売上高の状況製品類別売上高の状況製品類別売上高の状況製品類別売上高の状況    

                                                                                （単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円） 

        当事業年度当事業年度当事業年度当事業年度    前事業年度前事業年度前事業年度前事業年度    

    製製製製        品品品品        類類類類    （（（（H15.4.1H15.4.1H15.4.1H15.4.1～～～～H16.3.31H16.3.31H16.3.31H16.3.31））））    （（（（H14.4.1H14.4.1H14.4.1H14.4.1～～～～H15.3.31H15.3.31H15.3.31H15.3.31））））    

        金金金金    額額額額    構成比構成比構成比構成比    金金金金    額額額額    構成比構成比構成比構成比    

                                

    香 辛 食 品香 辛 食 品香 辛 食 品香 辛 食 品 類類類類    63,04563,04563,04563,045    39.6%39.6%39.6%39.6%    64,23164,23164,23164,231    39.4%39.4%39.4%39.4%    

    加 工 食 品加 工 食 品加 工 食 品加 工 食 品 類類類類    37,00637,00637,00637,006    23.2%23.2%23.2%23.2%    40,44440,44440,44440,444    24.8%24.8%24.8%24.8%    

    調理済食品調理済食品調理済食品調理済食品類類類類    24,25824,25824,25824,258    15.2%15.2%15.2%15.2%    24,29024,29024,29024,290    14.9%14.9%14.9%14.9%    

    飲料・ｽﾅｯｸ類他飲料・ｽﾅｯｸ類他飲料・ｽﾅｯｸ類他飲料・ｽﾅｯｸ類他    35,06535,06535,06535,065    22.22.22.22.0%0%0%0%    34,15634,15634,15634,156    20.9%20.9%20.9%20.9%    
                        

    合合合合                    計計計計    159,374159,374159,374159,374    100.0%100.0%100.0%100.0%    163,123163,123163,123163,123    100.0%100.0%100.0%100.0%    

[[[[製品類別の状況製品類別の状況製品類別の状況製品類別の状況]]]]    

＜香辛食品類＞＜香辛食品類＞＜香辛食品類＞＜香辛食品類＞    ルウカレー製品およびスパイス製品ルウカレー製品およびスパイス製品ルウカレー製品およびスパイス製品ルウカレー製品およびスパイス製品    

ルウカレー製品は、「おうちで食べよう。」をテーマに“スタジオジブリ”とのタイアップルウカレー製品は、「おうちで食べよう。」をテーマに“スタジオジブリ”とのタイアップルウカレー製品は、「おうちで食べよう。」をテーマに“スタジオジブリ”とのタイアップルウカレー製品は、「おうちで食べよう。」をテーマに“スタジオジブリ”とのタイアップ

キャンペーンを積極展開しましたことなどから、「こくまろカレー」や「ジャワカレー」が比キャンペーンを積極展開しましたことなどから、「こくまろカレー」や「ジャワカレー」が比キャンペーンを積極展開しましたことなどから、「こくまろカレー」や「ジャワカレー」が比キャンペーンを積極展開しましたことなどから、「こくまろカレー」や「ジャワカレー」が比

較的堅調な動きを示し、ほぼ前年並の実績を確保いたしました。較的堅調な動きを示し、ほぼ前年並の実績を確保いたしました。較的堅調な動きを示し、ほぼ前年並の実績を確保いたしました。較的堅調な動きを示し、ほぼ前年並の実績を確保いたしました。    

２月には、シチュー、ハッシュドビーフに続いて、２月には、シチュー、ハッシュドビーフに続いて、２月には、シチュー、ハッシュドビーフに続いて、２月には、シチュー、ハッシュドビーフに続いて、ここここだわりの欧風メニューシリーズ「ビだわりの欧風メニューシリーズ「ビだわりの欧風メニューシリーズ「ビだわりの欧風メニューシリーズ「ビ

ストロシストロシストロシストロシェフェフェフェフ    欧風カレー」を発売し、順調に市場へ導入することができました。欧風カレー」を発売し、順調に市場へ導入することができました。欧風カレー」を発売し、順調に市場へ導入することができました。欧風カレー」を発売し、順調に市場へ導入することができました。    

スパイス製品は、冷夏などの天候不順により、「冷しゃぶドレッシング」や「ねりスパイス」スパイス製品は、冷夏などの天候不順により、「冷しゃぶドレッシング」や「ねりスパイス」スパイス製品は、冷夏などの天候不順により、「冷しゃぶドレッシング」や「ねりスパイス」スパイス製品は、冷夏などの天候不順により、「冷しゃぶドレッシング」や「ねりスパイス」

などの季節商材が振るわず、低調な結果となりました。などの季節商材が振るわず、低調な結果となりました。などの季節商材が振るわず、低調な結果となりました。などの季節商材が振るわず、低調な結果となりました。 

＜加工食品類＞＜加工食品類＞＜加工食品類＞＜加工食品類＞    シチュー等ドライフッズ製品および袋麺製品シチュー等ドライフッズ製品および袋麺製品シチュー等ドライフッズ製品および袋麺製品シチュー等ドライフッズ製品および袋麺製品    

シチュー製品は、主力の「北海道シチュー」が順調に推移しましたが、導入期での残暑がシチュー製品は、主力の「北海道シチュー」が順調に推移しましたが、導入期での残暑がシチュー製品は、主力の「北海道シチュー」が順調に推移しましたが、導入期での残暑がシチュー製品は、主力の「北海道シチュー」が順調に推移しましたが、導入期での残暑が

影響し、減収となりました。影響し、減収となりました。影響し、減収となりました。影響し、減収となりました。    

ハヤシ製品は、「完熟トマトのハヤシライスソース」や、新製品「ビストロシェフハヤシ製品は、「完熟トマトのハヤシライスソース」や、新製品「ビストロシェフハヤシ製品は、「完熟トマトのハヤシライスソース」や、新製品「ビストロシェフハヤシ製品は、「完熟トマトのハヤシライスソース」や、新製品「ビストロシェフ    ハッシハッシハッシハッシ

ュドビーフ」が高いご支持をいただき、順調に売上を伸ばしましたュドビーフ」が高いご支持をいただき、順調に売上を伸ばしましたュドビーフ」が高いご支持をいただき、順調に売上を伸ばしましたュドビーフ」が高いご支持をいただき、順調に売上を伸ばしました。。。。    

新ブランド「やさしい食卓」シリーズにつきましては、素材を活かした本格的な味わいや新ブランド「やさしい食卓」シリーズにつきましては、素材を活かした本格的な味わいや新ブランド「やさしい食卓」シリーズにつきましては、素材を活かした本格的な味わいや新ブランド「やさしい食卓」シリーズにつきましては、素材を活かした本格的な味わいや

調理の手軽さを広くお客さまにお伝えし、製品の認知に努めてまいりました。調理の手軽さを広くお客さまにお伝えし、製品の認知に努めてまいりました。調理の手軽さを広くお客さまにお伝えし、製品の認知に努めてまいりました。調理の手軽さを広くお客さまにお伝えし、製品の認知に努めてまいりました。    

袋麺製品は、厳しい販売環境のなか、「うまいっしょ」が順調に推移しましたものの、「極袋麺製品は、厳しい販売環境のなか、「うまいっしょ」が順調に推移しましたものの、「極袋麺製品は、厳しい販売環境のなか、「うまいっしょ」が順調に推移しましたものの、「極袋麺製品は、厳しい販売環境のなか、「うまいっしょ」が順調に推移しましたものの、「極

つゆラーメン」が前年を大きく下回ったことなどから、減収となりました。つゆラーメン」が前年を大きく下回ったことなどから、減収となりました。つゆラーメン」が前年を大きく下回ったことなどから、減収となりました。つゆラーメン」が前年を大きく下回ったことなどから、減収となりました。 

 

＜調理済食品類＞＜調理済食品類＞＜調理済食品類＞＜調理済食品類＞    レトルト製品レトルト製品レトルト製品レトルト製品    

レトルトカレーは、「レトルトカレーは、「レトルトカレーは、「レトルトカレーは、「 屋カレー」が引き続き大幅に売上を伸ばしましたほか、欧風高級屋カレー」が引き続き大幅に売上を伸ばしましたほか、欧風高級屋カレー」が引き続き大幅に売上を伸ばしましたほか、欧風高級屋カレー」が引き続き大幅に売上を伸ばしましたほか、欧風高級

カレー「カレーマルシェ」がバラエティ製品の発売などで底堅い動きを示しましたことから、カレー「カレーマルシェ」がバラエティ製品の発売などで底堅い動きを示しましたことから、カレー「カレーマルシェ」がバラエティ製品の発売などで底堅い動きを示しましたことから、カレー「カレーマルシェ」がバラエティ製品の発売などで底堅い動きを示しましたことから、

順調順調順調順調に推移いたしました。に推移いたしました。に推移いたしました。に推移いたしました。



単単単単----11111111    

レトルトハヤシは、「レトルトハヤシは、「レトルトハヤシは、「レトルトハヤシは、「 屋ハヤシ」が“屋ハヤシ」が“屋ハヤシ」が“屋ハヤシ」が“ 屋ブランド”トータルでの店頭企画が奏功し、屋ブランド”トータルでの店頭企画が奏功し、屋ブランド”トータルでの店頭企画が奏功し、屋ブランド”トータルでの店頭企画が奏功し、

前年実績を大幅に上回りました。前年実績を大幅に上回りました。前年実績を大幅に上回りました。前年実績を大幅に上回りました。    

しかしながら、パスタソースなど他のレトルト製品は総じて振るわず、全体では前年並みしかしながら、パスタソースなど他のレトルト製品は総じて振るわず、全体では前年並みしかしながら、パスタソースなど他のレトルト製品は総じて振るわず、全体では前年並みしかしながら、パスタソースなど他のレトルト製品は総じて振るわず、全体では前年並み

の水準に留まりました。の水準に留まりました。の水準に留まりました。の水準に留まりました。    

＜飲料・スナック類他＞＜飲料・スナック類他＞＜飲料・スナック類他＞＜飲料・スナック類他＞    ドリンク製品・スナック製品、その他ドリンク製品・スナック製品、その他ドリンク製品・スナック製品、その他ドリンク製品・スナック製品、その他    

ドリンク製品は、前期末に発売しました機能性飲料「食物せんいのおいしい水」や海洋深ドリンク製品は、前期末に発売しました機能性飲料「食物せんいのおいしい水」や海洋深ドリンク製品は、前期末に発売しました機能性飲料「食物せんいのおいしい水」や海洋深ドリンク製品は、前期末に発売しました機能性飲料「食物せんいのおいしい水」や海洋深

層水「室戸のおいしい深層水」が売上に寄与しましたが、主力の「六甲のおいしい水」が価層水「室戸のおいしい深層水」が売上に寄与しましたが、主力の「六甲のおいしい水」が価層水「室戸のおいしい深層水」が売上に寄与しましたが、主力の「六甲のおいしい水」が価層水「室戸のおいしい深層水」が売上に寄与しましたが、主力の「六甲のおいしい水」が価

格競争や冷夏の影響を受け、苦戦を強いられましたこ格競争や冷夏の影響を受け、苦戦を強いられましたこ格競争や冷夏の影響を受け、苦戦を強いられましたこ格競争や冷夏の影響を受け、苦戦を強いられましたことから、軟調な状況に終始いたしましとから、軟調な状況に終始いたしましとから、軟調な状況に終始いたしましとから、軟調な状況に終始いたしまし

た。た。た。た。    

スナック製品は、主力のロングセラー製品「とんがりコーン」と「オー・ザック」がフレスナック製品は、主力のロングセラー製品「とんがりコーン」と「オー・ザック」がフレスナック製品は、主力のロングセラー製品「とんがりコーン」と「オー・ザック」がフレスナック製品は、主力のロングセラー製品「とんがりコーン」と「オー・ザック」がフレ

ッシュアップや積極的なプロモーション活動の展開により、売上を伸ばしましたことに加え、ッシュアップや積極的なプロモーション活動の展開により、売上を伸ばしましたことに加え、ッシュアップや積極的なプロモーション活動の展開により、売上を伸ばしましたことに加え、ッシュアップや積極的なプロモーション活動の展開により、売上を伸ばしましたことに加え、

風味と食感が特長のスパイシーポテトスナック「クリスピーポテト」の発売が売上に寄与しま風味と食感が特長のスパイシーポテトスナック「クリスピーポテト」の発売が売上に寄与しま風味と食感が特長のスパイシーポテトスナック「クリスピーポテト」の発売が売上に寄与しま風味と食感が特長のスパイシーポテトスナック「クリスピーポテト」の発売が売上に寄与しま

したことから、前年実績を上回ることができました。したことから、前年実績を上回ることができました。したことから、前年実績を上回ることができました。したことから、前年実績を上回ることができました。    

健康食品は、「さわやか吐息」が引き続き売上を拡大しましたことや、健康飲料「黒豆ココ健康食品は、「さわやか吐息」が引き続き売上を拡大しましたことや、健康飲料「黒豆ココ健康食品は、「さわやか吐息」が引き続き売上を拡大しましたことや、健康飲料「黒豆ココ健康食品は、「さわやか吐息」が引き続き売上を拡大しましたことや、健康飲料「黒豆ココ

ア」が女性を中心にご好評いただきましたことから、大幅増収となりました。ア」が女性を中心にご好評いただきましたことから、大幅増収となりました。ア」が女性を中心にご好評いただきましたことから、大幅増収となりました。ア」が女性を中心にご好評いただきましたことから、大幅増収となりました。    

各製品グループに亘っ各製品グループに亘っ各製品グループに亘っ各製品グループに亘っております業務用製品につきましては、ドレッシング製品や低温度帯製品ております業務用製品につきましては、ドレッシング製品や低温度帯製品ております業務用製品につきましては、ドレッシング製品や低温度帯製品ております業務用製品につきましては、ドレッシング製品や低温度帯製品

の発売など、新たな取組を積極的に行いました結果、順調に推移いたしました。の発売など、新たな取組を積極的に行いました結果、順調に推移いたしました。の発売など、新たな取組を積極的に行いました結果、順調に推移いたしました。の発売など、新たな取組を積極的に行いました結果、順調に推移いたしました。    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



単単単単----12121212    

役員の異動役員の異動役員の異動役員の異動    

    
１．代表者の異動（１．代表者の異動（１．代表者の異動（１．代表者の異動（平成平成平成平成 16161616 年年年年 6666 月月月月 29292929 日付）日付）日付）日付）    

代表取締代表取締代表取締代表取締役役役役        浦浦浦浦    上上上上    博博博博    史史史史            （現（現（現（現    取締役取締役取締役取締役    経営企画室長兼営業副本部長）経営企画室長兼営業副本部長）経営企画室長兼営業副本部長）経営企画室長兼営業副本部長）    

※平成※平成※平成※平成 16161616年年年年 7777月月月月 1111日付にて取締役副社長に昇格予定日付にて取締役副社長に昇格予定日付にて取締役副社長に昇格予定日付にて取締役副社長に昇格予定    

    
２．新任監査役候補（平成２．新任監査役候補（平成２．新任監査役候補（平成２．新任監査役候補（平成 16161616 年年年年 6666 月月月月 29292929 日付）日付）日付）日付）    

常勤監査常勤監査常勤監査常勤監査役役役役        鴻鴻鴻鴻    池池池池    良良良良    夫夫夫夫            （現（現（現（現    取締役取締役取締役取締役    東京支店長）東京支店長）東京支店長）東京支店長）    

監監監監     査査査査     役役役役        山山山山    本本本本    邦邦邦邦    克克克克            （現（現（現（現    銀泉㈱代表取締役社長）銀泉㈱代表取締役社長）銀泉㈱代表取締役社長）銀泉㈱代表取締役社長）    

    
３．退任予定取締役３．退任予定取締役３．退任予定取締役３．退任予定取締役（平成（平成（平成（平成 16161616 年年年年 6666 月月月月 29292929 日付）日付）日付）日付）    

取取取取     締締締締     役役役役        和和和和    田田田田    雄雄雄雄    一一一一            （非常勤顧問に就任予定）（非常勤顧問に就任予定）（非常勤顧問に就任予定）（非常勤顧問に就任予定）    

取取取取     締締締締     役役役役        松松松松    村村村村        靖靖靖靖                （サンハ（サンハ（サンハ（サンハウス食品㈱社長就任予定）ウス食品㈱社長就任予定）ウス食品㈱社長就任予定）ウス食品㈱社長就任予定）    

取取取取     締締締締     役役役役        瀬瀬瀬瀬    戸戸戸戸    皓皓皓皓    三三三三            （非常勤顧問に就任予定）（非常勤顧問に就任予定）（非常勤顧問に就任予定）（非常勤顧問に就任予定）    

なお、取締役より執行役員に異動する各氏は、上記の退任から除外しております。なお、取締役より執行役員に異動する各氏は、上記の退任から除外しております。なお、取締役より執行役員に異動する各氏は、上記の退任から除外しております。なお、取締役より執行役員に異動する各氏は、上記の退任から除外しております。    
    

４．退任予定監査役（平成４．退任予定監査役（平成４．退任予定監査役（平成４．退任予定監査役（平成 16161616 年年年年 6666 月月月月 29292929 日付）日付）日付）日付）    
常勤監査常勤監査常勤監査常勤監査役役役役        鳥鳥鳥鳥    居居居居        修修修修                （非常勤顧問に就任予定）（非常勤顧問に就任予定）（非常勤顧問に就任予定）（非常勤顧問に就任予定）    

    

5555．執行役員候補（平成．執行役員候補（平成．執行役員候補（平成．執行役員候補（平成 16161616 年年年年 7777 月月月月 1111 日付）日付）日付）日付）    
上席執行役員上席執行役員上席執行役員上席執行役員        村村村村    上上上上    清清清清    美美美美            （現（現（現（現    取締役取締役取締役取締役    ﾌｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ事業部長）ﾌｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ事業部長）ﾌｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ事業部長）ﾌｰﾄﾞｻｰﾋﾞｽ事業部長）    

上席執行役員上席執行役員上席執行役員上席執行役員        松松松松    本本本本    恵恵恵恵    司司司司            （現（現（現（現    取締役取締役取締役取締役    資材部長）資材部長）資材部長）資材部長）    

上席執行役員上席執行役員上席執行役員上席執行役員        尾尾尾尾    崎崎崎崎    俊俊俊俊    郎郎郎郎            （現（現（現（現    取締役取締役取締役取締役    財務部財務部財務部財務部長）長）長）長）    

執 行 役執 行 役執 行 役執 行 役 員員員員        中中中中    尾尾尾尾    正正正正    治治治治            （現（現（現（現    大阪支店長）大阪支店長）大阪支店長）大阪支店長）    

執 行 役執 行 役執 行 役執 行 役 員員員員        延延延延    地地地地    長長長長    文文文文            （現（現（現（現    静岡工場長）静岡工場長）静岡工場長）静岡工場長）    

執 行 役執 行 役執 行 役執 行 役 員員員員        早早早早    川川川川    哲哲哲哲    志志志志            （現（現（現（現    ＳＣＭ部長）ＳＣＭ部長）ＳＣＭ部長）ＳＣＭ部長）    

執 行 役執 行 役執 行 役執 行 役 員員員員        伊伊伊伊    藤藤藤藤    研研研研    三三三三            （現（現（現（現    業務推進部長）業務推進部長）業務推進部長）業務推進部長）    

執 行 役執 行 役執 行 役執 行 役 員員員員        野野野野    村村村村    孝孝孝孝    志志志志            （現（現（現（現    広域営業部長）広域営業部長）広域営業部長）広域営業部長）    

執 行 役執 行 役執 行 役執 行 役 員員員員        堀堀堀堀    尾尾尾尾    啓啓啓啓    司司司司            （現（現（現（現    パーソナル食品部長）パーソナル食品部長）パーソナル食品部長）パーソナル食品部長）    

執 行 役執 行 役執 行 役執 行 役 員員員員        井井井井    上上上上        始始始始                （現（現（現（現    高松支店長）高松支店長）高松支店長）高松支店長）    

執 行 役執 行 役執 行 役執 行 役 員員員員        山山山山    口口口口    守守守守    世世世世            （現（現（現（現    生産運営室長）生産運営室長）生産運営室長）生産運営室長）    

執 行 役執 行 役執 行 役執 行 役 員員員員        田田田田    口口口口    昌昌昌昌    男男男男            （現（現（現（現    製品開発２部長）製品開発２部長）製品開発２部長）製品開発２部長）    

執 行 役執 行 役執 行 役執 行 役 員員員員        藤藤藤藤    井井井井    豊豊豊豊    明明明明            （現（現（現（現    健康食品部長）健康食品部長）健康食品部長）健康食品部長）    

執 行 役執 行 役執 行 役執 行 役 員員員員        広広広広    浦浦浦浦    康康康康    勝勝勝勝            （現（現（現（現    調味食品部長）調味食品部長）調味食品部長）調味食品部長）    

執 行 役執 行 役執 行 役執 行 役 員員員員        一一一一    柳柳柳柳    和和和和    文文文文            （現（現（現（現    香辛食品部長）香辛食品部長）香辛食品部長）香辛食品部長）    

以以以以    上上上上    



補足説明資料
■損益の状況
《連　結》 （単位：百万円）

売上高

営業利益

経常利益

当期純利益

金額 構成比 金額 構成比 金額金額金額金額 構成比構成比構成比構成比

香辛食品類 ６４,５５９ 34.1% ６４,４７５ 33.7% ６３,１７６６３,１７６６３,１７６６３,１７６ 33.5%33.5%33.5%33.5%

加工食品類 ３９,６２６ 21.0% ４０,４４５ 21.1% ３７,００７３７,００７３７,００７３７,００７ 19.7%19.7%19.7%19.7%

調理済食品類 ３９,２３１ 20.7% ３９,７９５ 20.8% ４０,１７０４０,１７０４０,１７０４０,１７０ 21.3%21.3%21.3%21.3%

飲料・ｽﾅｯｸ類他 ３９,４５３ 20.9% ３９,２９４ 20.5% ３９,５２１３９,５２１３９,５２１３９,５２１ 21.0%21.0%21.0%21.0%

食料品 １８２,８７１ 96.7% １８４,０１０ 96.1% １７９,８７４１７９,８７４１７９,８７４１７９,８７４ 95.5%95.5%95.5%95.5%

運送・倉庫業他 ６,３１３ 3.3% ７,４０２ 3.9% ８,５１０８,５１０８,５１０８,５１０ 4.5%4.5%4.5%4.5%

《単　独》

売上高

営業利益

経常利益

当期純利益

金額 構成比 金額 構成比 金額金額金額金額 構成比構成比構成比構成比

香辛食品類 ６４,３９２ 39.2% ６４,２３１ 39.4% ６３,０４５６３,０４５６３,０４５６３,０４５ 39.6%39.6%39.6%39.6%

加工食品類 ３９,６２５ 24.1% ４０,４４４ 24.8% ３７,００６３７,００６３７,００６３７,００６ 23.2%23.2%23.2%23.2%

調理済食品類 ２４,９２１ 15.2% ２４,２９０ 14.9% ２４,２５８２４,２５８２４,２５８２４,２５８ 15.2%15.2%15.2%15.2%

飲料・ｽﾅｯｸ類他 ３５,４４５ 21.5% ３４,１５６ 20.9% ３５,０６５３５,０６５３５,０６５３５,０６５ 22.0%22.0%22.0%22.0%

１８８,３８４１８８,３８４１８８,３８４１８８,３８４     

６,４１１６,４１１６,４１１６,４１１     

７,３４３７,３４３７,３４３７,３４３     

３,９６２３,９６２３,９６２３,９６２     

８,１９０  

６,７６３  

１８９,１８４  

５,３５３  

７,８１０  

８,８３７  

02/3期（H14.3）

（単位：百万円）

02/3期（H14.3） 03/3期（H15.3） 04/3期（H16.3）04/3期（H16.3）04/3期（H16.3）04/3期（H16.3）

03/3期（H15.3） 04/3期（H16.3）04/3期（H16.3）04/3期（H16.3）04/3期（H16.3）

１９１,４１３  

３,４９８  

◇◇主な製品のご紹介◇◇◇◇主な製品のご紹介◇◇◇◇主な製品のご紹介◇◇◇◇主な製品のご紹介◇◇

１６４,３８４  １６３,１２３  １５９,３７４１５９,３７４１５９,３７４１５９,３７４     

６,１０１  ７,００５  ５,３０７５,３０７５,３０７５,３０７     

７,３８７  ８,１７８  ６,４６０６,４６０６,４６０６,４６０     

３,０８６  ５,０２０  ３,２３４３,２３４３,２３４３,２３４     

香辛食品類香辛食品類香辛食品類香辛食品類
バーモントカレー、こくまろカレー、ジャワカレー、
ザ・カリー、ﾋﾞｽﾄﾛｼｪﾌ＜欧風ｶﾚｰ＞、海のカレー、
香味焙煎カレーフレーク、カレーパートナー、コ
ショー、唐辛子、クッキングスパイス、特選ねりス
パイス、丸瓶洋風スパイス、香りソルトスパイス、
冷しゃぶドレッシング　等

加工食品類加工食品類加工食品類加工食品類
ｼﾁｭｰﾐｸｽ、北海道ｼﾁｭｰ、こくまろｼﾁｭｰ、ﾋﾞｽﾄﾛｼｪ
ﾌ、ｼﾁｭｰ･ﾄﾞ･ﾎﾞｰ、ふらんす厨房、完熟ﾄﾏﾄのﾊﾔｼ
ﾗｲｽｿｰｽ、熟成ﾃﾞﾐｸﾞﾗｽｿｰｽのﾊｯｼｭﾄﾞﾋﾞｰﾌ、香味
焙煎ﾊﾔｼﾌﾚｰｸ、ｸﾞﾗﾀﾝ、豆腐ﾊﾝﾊﾞｰｸﾞの素、むぎ
茶＜ﾃｨｰﾊﾞｯｸﾞﾀｲﾌﾟ＞、やさしい食卓、うまかっ
ちゃん、うまいっしょ、好きやねん　等

調理済食品類調理済食品類調理済食品類調理済食品類
ククレカレー、こくまろカレー、カレーマルシェ、

工房、 屋カレー、 吟味、 屋ハヤ
シ、パスタココ・パスタソース、ぱすた屋　等

飲料・ｽﾅｯｸ類他飲料・ｽﾅｯｸ類他飲料・ｽﾅｯｸ類他飲料・ｽﾅｯｸ類他
六甲のおいしい水、食物せんいのおいしい水、室
戸のおいしい深層水、とんがりコーン、オー・ザッ
ク、みのり組、フルーチェ、フルーチェアジア、プリ
ン、牛乳でつくる飲むフルーチェ、パンでグラタ
ン、リゾット、ピュア・イン（ﾄﾞﾘﾝｸ・ﾌｨﾘﾝｸﾞｸｯｷｰ、豆
乳ｼｮｺﾗｹｰｷ）、さわやか吐息、黒豆ココア、天然
効果　等
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■Ｂ／Ｓ・Ｐ／Ｌの状況他
《連　結》

02/3期（H14.3） 03/3期（H15.3） 04/3期（H16.3）04/3期（H16.3）04/3期（H16.3）04/3期（H16.3）

売上原価 １０１,５９５ １０２,４１１ １００,５７９１００,５７９１００,５７９１００,５７９

売上原価率 ５３.７０％ ５３.５０％ ５３.３９％ ５３.３９％ ５３.３９％ ５３.３９％ 

販管費 ８０,８２５ ８１,１９１ ８１,３９４８１,３９４８１,３９４８１,３９４

広告宣伝費 １３,９４６ １２,４００ １１,５０６１１,５０６１１,５０６１１,５０６

販売手数料 １４,２４７ １３,９１９ １３,４２４１３,４２４１３,４２４１３,４２４

販売促進費 ２０,０３５ ２０,９４８ ２２,２３０２２,２３０２２,２３０２２,２３０

試験研究費 ３,４７２ ３,２５７ ３,１６３３,１６３３,１６３３,１６３

純資産 １７２,３０９ １７２,２４３ １７５,８０８１７５,８０８１７５,８０８１７５,８０８

総資産 ２３７,４７７ ２１６,６８９ ２２０,７０６２２０,７０６２２０,７０６２２０,７０６

従業員数 ３,８６７ 人 ３,７９９ 人 ３,７２０ 人 ３,７２０ 人 ３,７２０ 人 ３,７２０ 人 

※休職者・嘱託・パート及び使用人兼務取締役を含みません。

連結子会社数 １０ 社 １０ 社 １１１１１１１１ 社 社 社 社 

持分法適用非連結子会社 － － １１１１ 社 社 社 社 

持分法適用関連会社 ４ 社 ４ 社 ３３３３ 社 社 社 社 

《単　独》

02/3期（H14.3） 03/3期（H15.3） 04/3期（H16.3）04/3期（H16.3）04/3期（H16.3）04/3期（H16.3）

売上原価 ８０,６２５ ７８,７６３ ７６,４２４７６,４２４７６,４２４７６,４２４

売上原価率 ４９.０５％ ４８.２８％ ４７.９５％ ４７.９５％ ４７.９５％ ４７.９５％ 

販管費 ７７,６５８ ７７,３５３ ７７,６４４７７,６４４７７,６４４７７,６４４

広告宣伝費 １３,８５５ １２,２７２ １１,４１３１１,４１３１１,４１３１１,４１３

販売手数料 １４,２４７ １３,９１９ １３,４２４１３,４２４１３,４２４１３,４２４

販売促進費 １９,６６７ ２０,４４７ ２１,８０４２１,８０４２１,８０４２１,８０４

試験研究費 ３,５０４ ３,２７１ ３,１６４３,１６４３,１６４３,１６４

純資産 １６６,９３９ １６６,９４１ １６９,９１７１６９,９１７１６９,９１７１６９,９１７

総資産 ２２８,４１０ ２０６,９９１ ２１０,７４０２１０,７４０２１０,７４０２１０,７４０

従業員数 ２,７１９ 人 ２,６４３ 人 ２,５８５ 人 ２,５８５ 人 ２,５８５ 人 ２,５８５ 人 

※休職者・嘱託・パート及び使用人兼務取締役を含みません。

配当金（1株当たり） １９.００ 円 １９.００ 円 １９.００１９.００１９.００１９.００ 円 円 円 円 
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■主要経営指標等

《単独》

02/3期（H14.3） 03/3期（H15.3） 04/3期（H16.3）

一株当たり当期純利益 ２７.４７ 円 ４４.２４ 円 ２８.７５ 円 

一株当たり純資産 １,４８５.７３ 円 １,５０５.９１ 円 １,５４１.６４ 円 

株主資本当期純利益率 １.８ ％ ３.０ ％ １.９ ％ 

総資本経常利益率 ３.２ ％ ３.８ ％ ３.１ ％ 

売上高経常利益率 ４.５ ％ ５.０ ％ ４.１ ％ 

総資本回転率 ０.７２ 回 ０.７５ 回 ０.７６ 回 

流動比率 １９４.８８ ％ ３０９.１４ ％ ３１３.４７ ％ 

固定比率 ７８.６７ ％ ６７.６５ ％ ６８.８９ ％ 

負債比率 ３６.８２ ％ ２３.９９ ％ ２４.０３ ％ 

自己資本比率 ７３.０９ ％ ８０.６５ ％ ８０.６３ ％ 

※一株当たり当期純利益につきましては、03/3期より、取締役賞与金・監査役賞与金の額を

　 当期純利益から控除して算出しております。

■設備投資の状況

《連結》 （単位：百万円）

02/3期（H14.3） 03/3期（H15.3） 04/3期（H16.3）

設備投資 ３,６１８ ３,０９２ ５,０３４ 

リース ３６５ ４１７ ５７５ 

合計 ３,９８３ ３,５０９ ５,６０９ 

《単独》 （単位：百万円）

02/3期（H14.3） 03/3期（H15.3） 04/3期（H16.3）

設備投資 ２,８８１ ２,１６９ ４,３２８ 

リース ２６６ ２１０ ４５９ 

合計 ３,１４７ ２,３７９ ４,７８７ 

■減価償却費の状況

《連結》 （単位：百万円）

02/3期（H14.3） 03/3期（H15.3） 04/3期（H16.3）

減価償却費 ５,２０１ ４,６２７ ４,５６９ 

支払リース料 １,８５８ １,８３０ １,６９７ 

合計 ７,０５９ ６,４５７ ６,２６５ 

《単独》 （単位：百万円）

02/3期（H14.3） 03/3期（H15.3） 04/3期（H16.3）

減価償却費 ４,１９１ ３,６４６ ３,４９１ 

支払リース料 １,４６９ １,４８２ １,３６９ 

合計 ５,６６０ ５,１２８ ４,８５９ 
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